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 IIRC「国際統合報告フレームワーク」
 経済産業省「価値協創ガイダンス2.0」

 参照したガイドライン

株式会社日本M&Aセンターホールディ
ングス及びグループ各社
※項目により対象期間、組織が異なる
場合がございます。

 報告対象範囲

2025年11月

 報告書発行年月

本資料における業界の動向や分析、今後の
計画、見通し等は、現在入手可能な情報による
判断に基づいています。今後、将来の事業を取
り巻く環境が大きく変動するリスクや不確実性
が存在します。従いまして、今後の計画や見通
しの実現を保証するものではありません。

 免責事項

当社の強みは？Q1

中長期的な
経営方針は？

Q2 P.18-23

中堅・中小企業M&A
市場の先行きは？

Q3 P.7-8

人材戦略は進んでいる？Q4 P.44-53

経営の監視体制は？Q5 P.54-66

ステークホルダーからの
声が知りたい

Q6

『最高のM&Aをより身近に。』をパーパスに掲げる当社は、統合報告書の制作において、中堅・中小企業のM&A支

援がもたらす社会的価値・経済的価値をご理解いただくことを重視しています。中堅・中小企業のM&A支援が地域経

済や雇用に与える影響を具体的なデータや事例を通じて示すことで、読者の理解を深めることを目指しています。

また、当社の競争優位性や独自性、中長期的な企業価値向上の実現プロセスとその可能性をご理解いただくこと

も重要視しています。具体的には、当社の中長期的なビジョンや戦略、取り組み、その成果や課題を示し、投資家の

皆様に信頼感を与える内容を心掛けています。  

毎年、統合報告書の発行後には、国内外の機関投資家や証券会社アナリストの方々からフィードバックをいただい

ており、これらの意見を基に報告書を作成しています。特に株主・投資家の視点を意識し、開示フレームワークを遵守

しながら、より分かりやすい報告書を目指しています。

今後も皆様からのご意見を参考にし、情報開示の活動レベルを継続的に高めてまいります。私たちの取り組みが、

株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様にとって有益な情報となることを願っています。

編集方針

より幅広い関連情報を入手したい方は
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/

財務情報

コーポレート・ガバナンス報告書

コーポレートサイト
● 日本M&Aセンターグループについて
● サステナビリティ
● IR情報（法定・任意開示を含む）

有価証券報告書

決算短信

決算説明会資料
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皆様からの
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非財務情報
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P.83-84

P.16
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Executive summaryエグゼクティブサマリー

当社は、2021年度に創業30周年を迎え、12期連続の増収増益を達成し、経常利益の年平均成長率23.2％※という成果を収めました。

しかし、同年度に発覚した会計不祥事を契機に、私たちは信頼回復に向けた新たな取り組みに着手し、営業基盤の再構築やガバナンス強化に努めています。

本ページでは、2021年度以降の社内外の状況推移を振り返ります。

  新規参入業者の増加
 業界における不適切な譲受け企業とのトラブル事案の報道
　この結果、
・ダイレクトマーケティングに対する顧客の反応率が低下
・M&Aに対する顧客の意思決定が慎重化
・より信頼できる先にM&Aを相談する傾向が強まる

  「中小M&Aガイドライン」改訂（第２版、第３版）
 業界自主規制ルール策定

  「再発防止」を最優先事項とし、コンプライア
ンス重視の経営方針へ転換。

  内部統制の再構築、文化の変革に注力し、
コンプライアンスの基盤を整備。

  ダイレクトマーケティングやミッドキャップ※

企業向けの企画を一時自粛。

  組織内に混乱が広がり、中核を担う管理職層
が減少・不足。

  人材の管理育成及び業績への影響が顕在化。

  社内の一体感の回復に注力。

  社員のエンゲージメント向上に注力。
例：社内部活動支援、健康保険組合の新設、
社内コミュニケーション施策の展開。

  不祥事に伴う処分者・退職者が多く出たダイ
レクトマーケティング部門やミッドキャップ部
門の施策を強化。

  採用増と早期育成、定着率向上に取り組む。

  以降も、コンプライアンスの継続的整備と浸
透に取り組む。

  本格的な成長軌道への回帰に向けて、営業
体制を「チャネル制（＝ミッション別担当制）」
に変更。ミッションに沿った活動に集中。

  多数の新任管理職を登用し、管理職層を再
構築。

  営業活動に関する先行指標（受託件数、商
談件数など）が過去最高を記録。
なおかつ、一件当たりM&A売上高（単価）の
水準は向上。
将来の売上成長への手応えが生まれる。

  一方で、成約率の低下・商談の長期化に伴
い、成約件数が減少。

  売上高の通期業績予想値を前年比で上場以
来初めて減少。

  顧客に寄り添う時間を創出し、また、M&A

コンサルタントのレベルを上げ、成約率の
向上を目指す。

  第３四半期までの９か月間で通期業績予想
値の大部分を達成し、余裕のある第4四半期
を実現することで、持続的な成長サイクルを
再構築する。

  先行指標の成果を実績に結びつけること
で、成長を加速。

新規売り
受託件数

1,398 件
（前年対比 +17.3％）

新規買い
受託件数

1,495 件
（前年対比 +18.9％）

コンプライアンス重視の
経営体制への移行

社内の一体感を取り戻すための
立て直し

組織体制の再構築による再成長
への基礎固め

本格的な再成長を目指す

会計上の不祥事の発表

  2021年12月、当社グループの四半期決算において
売上を前倒し計上する不適切な社内処理が発覚。
  2022年２月、３月に再発防止策と関与した社員の処
分を発表。

2022年度

2023年度

2024年度

2025年度

結

起

承

転

2021年度

2024年度実績

経営基盤回復に注力

成長への
転換

市場環境の変化 M&A業界の動向 P.24

P.20

※ 成約した場合に合計で成功報酬１億円以上が期待できる、売上高10
億円以上または利益5,000万円以上の企業

※2021年度末における過去13期の経常利益の年平均成長率
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顧客と提携先から選ばれる会社で在り続けるために　―　従来に増してブランディング戦略が重要

マーケットポテンシャルは引き続き良好な見通し　　　であり、
上述のような市場環境の変化により、顧客からも、また提携先からも、より信頼されるM&A支援機関が選択される時代へ

経営戦略 事業戦略

コーポレート・ガバナンス コンプライアンス 環境マテリアリティ

財務戦略

上述のような市場環境の変化を踏まえ、当社では成約件数の減少要因を次の３つと捉え、それぞれに対応策を実施しました。

売上高、経常利益、成約件数の推移
期間：2020年度（実績）～2025年度（計画）

2020年度
（実績）

2021年度
（実績）

2022年度
（実績）

2023年度
（実績）

2024年度
（実績）

2025年度
（計画）

売上高
（百万円） 34,795 40,401 41,315 44,136 44,077 46,300

経常利益
（百万円） 15,468 16,864 15,472 16,518

＜過去最高＞

16,918 17,000

成約件数
（件） 886 996 1,050 1,146 1,078 -

当社の認識する2024年度の成約件数の減少要因と対応策

「中小M&Aガイドライン（第３版）」「業界自主規制ルール」への対応

不適切な譲受け企業問題と関連報道の影響による譲渡企業の意思決定の慎重化

金利上昇によるM&A融資審査の厳格化

  金融機関出身者による社内向けのファイナンスの相談窓口を設置

人材戦略

当社の強み（バリュー）の強化と発信のための取り組みについて、詳しくは各ページをご覧ください。

参考

当社の信念
会社は経営者・従業員とその家族が人生を紡ぐ場所

P.18

P.17

P.27

P.54

P.42

P.67

P.44

P.73

当社の考える最高のM&A
最高のM＆A＝最高の成約×成功

当社のパーパス
最高のM&Aをより身近に。P.10

  業界自主規制ルール遵守のため、契約書のひな形を４度改訂
  重要事項説明に関する社内資格制度を新設 等　
早期対応により運用への慣れは時間が解決

対応

  ベテラン社員や専門家を加えた商談開始時の案件のリスク要因分析を目的とするキック
オフミーティングを導入

  譲受け候補企業に関する審査体制のさらなる充実　等
対応

対応

P.7

1

2

3

P.5
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Purpose
最高のM&Aを
より身近に。
私たちは、想いをつなぎ、
安心してM&Aに取り組める社会をつくります。
日本、そして世界で。

世の中には、後継者不在により廃業の危機に直面している企業が多数あります。

また、自社単独での事業展開に限界を感じ、

次の成長戦略を模索している企業も数多く存在します。

私たちの使命は、この両者をM&Aでつなぎ、企業の存続と発展に貢献すること。

目指しているのは、老舗のブランドや固有の技術を守り、

成長を支援し、地方を、そして日本を創生することです。

この願いとともに、創業以来パイオニアとして邁進してきましたが、

M&Aという手法への理解や信頼は、まだ高いとは言い切れません。

だからこそ私たちは、M&Aに安心して取り組める社会を実現することが

次の使命であると決意しました。

もっと多くの経営者や、働く人たちとその家族の想いをつなぎ、

成約から成功、そして成長まで伴走することで、

最高のM&Aをより身近なものにしていこうと。

私たちは、業界のリーディングカンパニーとしての誇りを持ち、

最高のM&Aを追求し続け、日本にとどまらず世界中で、

安心してM&Aに取り組める社会をつくります。

経営者（お客さま）の想い
当該企業従業員とその家族の想い

私たちの想い

最高のコンプライアンス
最高のお客さま満足

最高の業務品質

企業と企業をつなぐ
地域（国）と地域（国）をつなぐ

人と人をつなぐ

3つの想い

3つの最高

3つのつなぐ

パーパス
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フィロソフィーは、社員一人一人がパーパスを実現するための、企業としての信条や社員の

行動規範・判断基準となるものです。

パーパスの実現に向けて社員一丸となって取り組んでまいります。

Philosophy

1  お客様に最高の敬意を
私たちは、お客様の人生、歴史、企業経営に最高の敬意を払い、その最良のプロフェッショナル・パートナーとして、使命感を持って伴走します。

2  高い視座、広い視野
私たちは、大所高所から物ごとを俯瞰して眺め、常に未来を見据えるとともに、個別最適だけではなく、全体最適とのバランスを追求します。

3  失敗を恐れず、挑戦する
私たちは、挑戦者です。これからも、多くのイノベーションを創出し、それをデファクト・スタンダード（標準）にしていきます。

4  振り子を振りきる
私たちは、無難な妥協をするのではなく、敢えて大きく振りきることにより、一見相矛盾する両極の同時実現を目指します。

5  自由闊達な議論でベストな結論を
私たちは、多様な意見を尊重し、大いに議論を重ねます。そしてその結論に、一致団結して突き進みます。

6  実現するまで諦めない
私たちは、一人一人がオーナーシップを持ち、圧倒的な行動力によって、掲げた目標を必ず実現します。

7  謙虚に学び、成長する
私たちは、旺盛な好奇心とともに自己研鑽に励み、互いに切磋琢磨し、

個人としても企業としても成長し続けます。

8  正しいことを正しく
私たちは、社会の一員です。人として、企業として、お客様のために、

誇りを持って正しいことを正しく行います。

当社のブランドについてはこちらから
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
brandbook.html

より幅広い関連情報を入手したい方は
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
sustainability/philosophy.html

フィロソフィー（行動規範）

フィロソフィーについての従業員インタビューは
こちらから
https://colors.nihon-ma.co.jp/tag/
our-philosophy/page/1/
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事業承継型のM&A需要が引き続き高い水準を維持する中、業界再編の必要性も増しています。
日本は少子高齢化が進行しており、国内の総人口は長期にわたって減少しています。国の推計による

と、2070年には総人口が9,000万人を下回り、生産年齢人口は約4,500万人にまで減少すると予想され
ています。この人口減少は消費者数の減少と直結しており、消費パターンの変化や消費・投資の活性度
の低下をもたらします。その結果、国内市場が縮小し、企業の売上や成長機会が制約され、日本全体の
経済規模の縮小やGDP（国内総生産）の低下への悪影響も懸念されています。
生産年齢人口の減少は労働力不足を引き起こし、企業は人材確保に苦慮しています。この労働力不

足は、企業の生産能力やサービス提供能力を低下させるため、競争力を維持するためには効率化が求
められます。
経済規模の縮小や労働力不足により競争が激化している中小企業は、効率化や競争力強化を図るた

めにM&Aを選択するケースが増加しています。特に、2023年度には民間M&A支援機関を通じたM&A件
数が4,681件に達し、前年比で約15%増加しました※8。このような状況下で、M&Aを通じて他社と統合す
ることにより、労働力や競争力を補完し、シナジー効果を生み出すことが期待されています。
業界再編型M&Aは、企業の競争力を高め、経済全体の活性化にも寄与するため、注目すべきトレンド

となっています。

日本の中小企業・小規模事業者は約336万5,000社（2021年6月時点）※1あり、経営者の平均年齢
は2024年に63.59歳と依然として高い水準です。特に、70代以上の経営者の構成比は34.47％に達
し、過去最高を記録しています※2。
経営者の年齢分布を都道府県別に見ると、全ての都道府県で70代以上の経営者割合が増加して

おり、特に地方圏での増加幅が顕著です※3。また、休廃業・解散企業数も増加傾向にあり、2024年に
は6万2,695件に達しました※4。これは、後継者を見つけられずに自社を廃業する企業が多く存在する
ことを示唆しています。黒字で休廃業・解散をした企業の割合は50%以上に達しており、経営者が高
齢化する中で事業を続ける意欲を失っていることを反映しています※4。
近年の中小企業M&Aの普及・浸透に伴い、早めの世代交代や後継者候補の選定が進んでいるもの

の、後継者不在率はなお過半数を占めています※5。
若年層の人口減少により後継者候補の確保が難しく、親族内での事業承継も減少しています。仮に承

継可能な子ども世代がいても、家業を継ぐ意欲や能力が不足しているケースもあります。また、多くの若
者が地元を離れ、都市部で進学・就職する傾向が強まっています。さらに、経営環境の変化や競争の激化
により、事業の将来性が不透明となり、後継者が現れにくい状況を生んでいます。経営者自身が後継者
を育成するための時間やリソースを十分に確保できていないことも、後継者不在の一因です。
このような事業承継問題は、企業の存続だけでなく地域経済や国全体の経済にも深刻な影響を及

ぼすため、M&Aを通じた事業承継が重要な解決策となります。M&Aを通じて後継者を見つけること
で、企業の価値を維持し、雇用を守ることが可能です。事業承継型のM&Aの潜在需要は2035年を
ピークとし、その後も高い水準を維持する見込みです。

 Source：令和５年版高齢社会白書「高齢化の推移と将来推計」より 資料を元に当社再編加工Source: 矢野経済研究所による算出（2023年11月調査）

日本の総人口と高齢化率

事業承継型の中小企業M＆Aの潜在需要の見通し※6

（売上高１億円超、社長年齢60歳代以上） 企業数（社）
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業界再編型M&A需要の増加事業承継型M&A需要の高まり1 2

近年、日本の中堅・中小企業におけるM&Aは、経営者の高齢化が拍車をかける後継者不在問題の解決、人口減少による労働力不足や地域経済の縮小への打開策といった複数の要

因から注目されています。事業承継型M&Aの需要以外にも、業界再編を目的としたM&Aや経営環境の変化に伴う不安から生じるM&A、さらには企業の成長を目指す成長戦略的

M&Aへと広がることが予想されます。

以下では、これらの流れを踏まえたマーケットポテンシャルについて、客観的なデータを交えながら説明します。

中堅・中小企業のM&A市場のマーケットポテンシャル
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先行き不安ニーズと成長戦略ニーズの高まり3
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Sources: 矢野経済研究所による算出（2024年1月調査）
※11 中小企業経営実態調査（R４確報）に基づき矢野経済研究所が加工集計した値
※12  社長年齢60歳以上の企業は事業承継型中心、社長年齢60歳未満の企業は非事業承継型中心のM&Aと仮定。

それぞれ異なる方法で推計した企業数の合算値60歳未満の非承継型には承継型も、60歳以上の承継型には非承継型もそれぞれ含まれると仮定
 非事業承継型については、業界再編型と成長戦略型に区分される
※13  当社過去実績から、売上高規模区分別の平均成功報酬額を算出し、M&Aポテンシャル企業数を乗じて算出
※14  前ページの事業承継型の中小企業M&A潜在需要の見通し（推計値）とは、推計時の区分やこれに関連した仮説設定などが異なっているため、企業数が一致していない

※9   2025年７月１日 中小企業庁 2025年版『中小企業白書』
※10 2024年７月18日 中小企業庁2024年版『中小企業白書』

Source：中小企業庁2024年版『中小企業白書』を基に作成
（注）  ここでのM＆Aは、「事業譲受」、「吸収合併」をした場合及び「国内子会社」または「海外子会社」を1社以上買収した場合をいう。元データは経済産業省「企業

活動基本調査」（調査対象は該当業種の従業員50人以上かつ資本金または出資金3,000万円以上の企業）。2017年度において中小企業基本法上の中小企業
に該当する者について集計。

売上高 経常利益 労働生産性

経営者の高齢化や経済環境の変化に伴い、先行き不安を抱える企業が増加しています。円安や物価
高の継続、金利の上昇による生産・投資コストの増加、構造的な労働力不足など、中小企業・小規模事業
者が直面する経営環境は依然として厳しい状況です。このような背景から、企業はリスクを分散し、安定
した成長を図る戦略を求めています。

M&Aは、企業が競争力を維持・拡大し、持続的な成長を実現するための重要な経営手段です。新規
市場への参入やシェア拡大を図る際に、既存企業を買収することによって短期間で成長を加速させる
ことが可能になります。また、外部の技術や経営資源を取り込むことで、自社の強みを補完し、市場での
優位性を確立することができます。
このような状況から、成長戦略を意図したM&Aの需要も増加しています。企業規模を拡大する際に

は、「M&A（水平・垂直）」や「M&A（多角化）」といった重要な投資戦略が挙げられ、スケールが大きくな
るほどこの戦略を選択する事業者の割合が増加しています。企業が将来的に売上高「100億円企業」を
目指すにあたり、M&Aは重要性の増す投資行動であることが確認されています※9。

2017年度におけるM&Aの実施有無別に売上高、経常利益、労働生産性の推移を確認したところ、
M&Aを実施した企業は非実施企業に比べて、いずれも高まっていることが明らかになりました※10。

M&Aは、売上高を高めるだけでなく、生産設備や技術・ノウハウといった経営資源の共有を通じたシナ
ジー効果を発揮し、経常利益も向上させる可能性がある重要な手段と位置づけられています。

M&Aを通じて経営資源の補完や新規事業展開を図ることで、成長の壁を突破するケースが増加して
います。M&Aは企業規模拡大や市場シェア拡大の有効手段として認識されており、M&Aを成功に導
くための買収先との信頼関係の構築やPMI（M&A後の経営統合）の重要性も高まっています。
中堅・中小企業のM&A市場は、事業承継型M&A需要から業界再編需要、成長戦略需要へと広がりを

見せています。
中小企業は日本の企業総数の99.7％を占め、従業員数は全体の69.7％ に上ります。中小企業の動

向は個人消費に直接的な影響を及ぼし、日本経済全体に広範な波及効果をもたらします。また、地域コ
ミュニティや経済、文化の発展において重要な役割を果たす存在として、地域経済の基盤を支え、地域
の多様なニーズに応えることが求められています。
日本M&Aセンターホールディングスは１社でも多くの中小企業をM&Aで救い、地域経済並びに日本

経済への持続可能な成長に寄与してまいります。

M&A市場規模のポテンシャル

※１ 2023年12月13日 中小企業庁公表「中小企業・小規模事業者の数（2021年6月時点）の集計結果」
※２ 2025年２月17日 ㈱東京商工リサーチ「2024年『全国社長の年齢』調査」
※３  2025年５月９日 中小企業庁「中小M&A市場の改革に向けた方向性について」（「都道府県別の経営者の年齢分布の変化」　元データ：㈱帝国データバン
クデータを基に作成）

※４ 2025年１月11日 ㈱東京商工リサーチ「2024年の『休廃業・解散』企業 動向調査」
※５  参照：中小企業庁2025年版『中小企業白書』の「中小企業における後継者不在率の推移（経営者の年代別）」 出典：㈱帝国データバンクの「企業概要

ファイル」及び「信用調査報告書」
※6  親族内等及び役員・従業員などへの内部承継企業、並びに廃業・清算企業（以下、廃業等）を除き、廃業等・各事業承継等未実施の潜在企業分も含む（潜在
企業分についても、廃業等や事業承継等で顕在化した企業の内訳と同様の割合で潜在して分布していると仮定して算入）

※7 次ページの事業承継型M&A企業数（推計値）とは、推計時の区分やこれに関連した仮説設定などが異なっているため、企業数が一致していない

※8 2025年５月26日 中小企業庁 中小企業政策審議会（第43回）配布資料「中小企業を取り巻く環境について（「中小M&Aの実施件数の推移」）

売上高規模区分 中小企業の数※11

M&Aポテンシャル企業数※12

ポテンシャル
市場規模※13事業承継型中心

（社長年齢60歳以上）
非事業承継型中心
（社長年齢60歳未満）

10億円超 100,012社 13,821社 16,758社 4.0兆円

1億円超
10億円以下 577,149社 79,715社 90,724社 9.5兆円

合計 677,161社 93,536社※14 107,482社 13.5兆円
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当社グループは、日本における中堅・中小M&A支援業界のリーディングカンパニーとして、業界標準を確立してまいりました。

M&Aの情報提供から戦略策定、最適な企業評価、PMI（M&A後の経営統合）まで、「成功するM&A」のためのM&Aプロセスを一気通貫の体制で提供します。

日本投資ファンド
「中堅・中小企業の成長基盤の社会インフラの役割を果た
すファンド」を目指すPEファンド運営会社。日本政策投資
銀行と共同で設立。

日本サーチファンド
地方企業が抱える事業承継問題や経営人材の課題を解決
する、地域特化型サーチファンド※運営会社。

AtoG Capital
ASEAN各国企業とのガバナンス・ギャップを埋め、クロス
ボーダーM&Aを成功に導く、課題解決型ブリッジファンド
運営会社。

サーチファンド・ジャパン
日本初の全国を対象としたサーチファンド※形式でのM&A
投資ファンドの運営会社。

日本プライベートエクイティ
中小企業向けの事業承継・事業再編ファンド、MBO（経営
陣や従業員が参加する買収）ファンドの運営会社。日本政
策投資銀行との合弁会社。

札幌

タイ
ベトナム

マレーシア

シンガポール

インドネシア

名古屋
東京

大阪

福岡
広島

沖縄

ほか、全国にサテライトオフィス等17か所・「経営相談窓口」を４か所開設

海外M&Aネットワーク 上場支援

World M&A Allianceに加盟
欧米進出の足掛かりとして世界最

大級のM&Aアライアンスに加盟。

ASEAN主要国に５拠点を構え、現地スタッフととも
に、海外進出・海外撤退・日本市場参入を支援してい
ます。2024年度は12組の海外企業関連M&Aの成約
を支援したほか、韓国のM&A仲介会社Korea M&A 
Exchangeへの出資も行っています。

東京証券取引所が運営する株式市場「TOKYO PRO Market」への上場支援
業務を手掛ける「J-Adviser」資格を2019年7月に取得。年間新規上場支援会社
数は2023年と2024年の２年連続で全J-Adviserの中で最多となりました。
“成長にコミット”できるJ-Adviserを目指し、M&Aのリーディングカンパニーとし
て、これまで多くの企業の経営をサポートしてきた中で培った成長支援のノウハウ
をタイムリーに提供し、上場を志す企業の上場前・上場後の成長を後押ししてい
ます。また、2024年12月には、福岡証券取引所が新たに開設したFukuoka PRO 

MarketのF-Adviser資格取得の承認を受け、新たにFukuoka PRO Market上
場支援サービスを開始しました。

中小企業の海外M&Aの
パイオニアとして躍進

全国にスター企業を生み出す東証TOKYO 
PRO Market（東京プロマーケット）上場支援

日本M&Aセンター
1991年創業。M&A仲介業で成約実績No.1。

企業評価総合研究所
企業評価専門会社。中立的なM&A取引価格を算定・提示。

企業評価総合研究所

スピア
企業概要書作成や財務データ入力、その他M&A BPO
業務を手掛ける。2020年10月に子会社化。

ZUUM-A
中堅・中小企業経営者に役立つメディア
「ＴＨＥ ＯＷＮＥＲ」の運営。

矢野経済研究所
市場調査業界のリーディングカンパニー。

ネクストナビ
事業承継・財産活用・生涯計画に関する総合コンサル
ティング会社。青山財産ネットワークスと共同で設立。
M&Aで会社を譲渡されたオーナーをメインにサポート。

日本DX人材センター
DX人材育成のための学習コンテンツの提供と、中堅・
中小企業のDX支援を手掛ける。

日本PMIコンサルティング
M&A後の統合プロセス（PMI）を専門に支援するコン
サルティング会社。

バトンズ
インターネットを活用したM&A・事業承継支援プラット
フォーム「BATONZ」の運営会社。

国内
７拠点

海外
５拠点

PMI
支援

ファンド 

アフター
コンサル

小規模 
M&A

企業
評価 メディア

市場
調査

DX人材

M&A
仲介

※ サーチファンド ： サーチャーと呼ばれる経営者候補が自ら投資先企業を発掘・選定し、事業承継/M&Aの実行と経営を主導する仕組み

P.30

（いずれも2025年３月末時点）

※2025年３月末時点

日本M&Aセンターホールディングスとは

日本全国・
海外に広がるネットワーク

上場審査・
モニタリング業務の委託

上場指導・審査・
モニタリング＋経営支援

J-Adviser資格の
認証（付与）

J-Adviser契約
（費用、解約条件など）

東京証券取引所
（東証）

J-Adviser
（日本M&Aセンター）

上場予定会社

小規模M&A

ファンド

ファンド

ファンド

ファンド

ファンドM&A仲介

DX人材

市場調査

企業評価

企業評価

アフターコンサル

PMI支援

メディア
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日本M&Aセンターホールディングスの中核子会社である日本M&Aセンターは、中堅・中小企業のM&A支援において業界のリーダーとしての地位を確立しています。ここでは、当社が最高

のM&Aを実現するために行っている取り組みをお伝えします。着手金・専任契約、最高のマッチング、丁寧な企業分析、安全・安心なM&Aといった基本的な要素から、成約後の成功を支える

シナジー創出やトラブル防止策まで、包括的な支援体制をご紹介します。これらの取り組みが顧客満足度を向上させ、持続可能な成長を支える鍵となっています。

最高のM&A

成功
成約後の成長・
成功を全力で
サポート

「成約から成功へ。」 5 つのサポート

シナジー創出
のための

PMI※

トラブル
防止のための
表明保証
保険

記憶に残る
成約式

伝説の経営者
の足跡を辿る
The WAY

第二の人生を
サポートする
ネクストナビ※

「着手金」×「専任契約」により、M&A成約の
確率を高める理由1

M&Aは企業にとって重要な意思決定であり、覚悟を持って進める必要があります。日本M&A

センターでは、譲渡企業と譲受け企業から着手金をお預かりし、真剣な交渉を促進します。この

着手金は、双方が本気でM&Aに取り組む姿勢を引き出し、成約率を高める重要な要素です。また、

専任契約により情報漏洩のリスクを軽減しつつ、スピーディかつ入念なマッチングを実現します。

この仕組みが、成約率向上の鍵となります。

譲受け企業

提携仲介契約時
着手金

● 譲受けの意欲が
高い状態

譲渡企業

提携仲介契約時
着手金

● 譲渡の意欲が高い状態
● リスクの洗い出しが完了

した企業評価
・企業概要書

両社が
M&Aに対し本気

● 相手を検討するリスクが少ない
● お互い前向きに検討を進められる

● 良質なマッチングが生まれる

成約
安全・安心に
最高のM&Aを

実現

成約実績No.1の4 つの理由

着手金・
専任契約

丁寧な
企業分析

最高の
マッチング

安全・安心な
M&A

※オプション

企業評価総合研究所

なぜ日本M&Aセンターは最高のM&Aを実現できるのか

P.11P.11

P.12

基本合意契約につなげるための丁寧な企業評価・
企業概要書作成理由2

企業の魅力は数字だけでは語りきれません。日本M&Aセンターでは、受託後に丁寧な企業評価

と企業概要書の作成を行い、譲受け候補企業との交渉を円滑に進めるための基盤を整えます。企

業評価専門のグループ会社である企業評価総合研究所では、累計２万件超の企業価値算定実績

をもとに、中立的で精緻な企業評価を実施しています。

企業概要書は、インタビューを通じて会社の技術、製品の特長、業界での優位性など、譲渡企業

の強みや特徴を引き出し、譲受け候補企業に伝える重要な資料です。約40枚にわたるこの企業概

要書は、専門家によるチェックを受け、企業の実態や魅力が適切に反映されるよう、全てのケース

について丁寧にレビューされます。このプロセスを通じて、譲渡企業の魅力を最大限に引き出し、

より相応しい譲受け企業を見つけるためのマッチングに向けた準備を整えます。

  「企業評価総合研究所」による企業評価
  全ての案件について、企業概要書を公認
会計士等の専門家がレビュー

P.9
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成約
安全・安心に
最高のM&Aを

実現

着手金・
専任契約

丁寧な
企業分析

最高の
マッチング

安全・安心な
M&A

安全・安心なＭ＆Ａを実現するための各種の取り組み理由4
M&Aにおけるリスク対策も力を入れています。日本M&Aセンターでは、情報漏洩やトラブル発生を

防ぐために、業務プロセスを管理する部門を設置し、M&Aのプロセスを丁寧に進めています。基本合

意締結前には、専門家によるリスク分析を行い、阻害要因を整理し、論点を洗い出します。最終契約

書における不備やリスクも徹底的に分析し、適切な契約を結ぶことでトラブル防止に努めています。

また、高いセキュリティを確保し、秘密保持を厳守します。全ての印刷物には個人特定番号を印

字し、追跡可能にしています。さらに、ISMS認証を取得し、機密情報管理を徹底。中身の見えない

ブラインドフォルダーを使用し、譲渡企業の情報を厳重に管理します。

日本M&Aセンターは中小企業庁の「M&A支援機関登録制度」登録企業として、中小M&Aガイド

ラインを遵守しているほか、業界自主規制ルールの策定にも関与しています。万が一トラブルが

発生した際には、専門部署とM&Aコンサルタントが迅速に対応し、リスクを最小限に抑えます。

安心・安全なM&Aを実現するための取り組みを徹底しています。

案件化/専門家によるサポート 案件ごとに支援チームを組成、
各重要フェーズで安心・安全なM&Aをサポートしています

業界最大のデータベースと30年超のノウハウで、
全国×全業種マッチング理由3

M&Aにおけるマッチングは、圧倒的な情報量とその質が重要です。日本M&Aセンターは、業界

最大の600名超のM&Aコンサルタントが協力し、全社で譲渡案件を共有することで、相乗効果のあ

るお相手を探します。さらに、1,300を超える全国の金融機関や会計事務所とのネットワークを活用

し、地方企業とのマッチングを実現しています。

また、3万社以上の譲受け企業候補とNDA（秘密保持契約）を締結し、担当者が日々企業のニー

ズを更新することで、精度の高いスピーディなマッチングを実施しています。AIによるリコメンドシ

ステムも導入し、過去のマッチングデータを基にした最適な提案を行います。万が一お相手が見つ

からない場合でも、専門部署が迅速に対応し、理想的なお相手を見つけることに尽力しています。

30年超のノウハウを活かし
最高のマッチングを実現

ネットワークを駆使し全国×全業種から
最高のマッチングを実現

● 業界最大600名超の
  M&Aコンサルタントによる
マッチング

● AIによるリコメンドシステムでの
  マッチング

● 1,300超全国の金融機関・会計  
  事務所ネットワーク
● ３万社超の譲受け企業候補とNDA
 （秘密保持契約）締結済み

成約実績No.1の4 つの理由

案件レビュー会議
● M&A制約を阻害するリスクの洗い出し　● 案件化方針の決定
※案件化：リスクの洗い出しが完了した企業評価・企業概要書

キックオフミーティング
● トップ面談前に成約に向けたポイントの確認　● スキーム確認
● 両社の希望条件確認　● 利害関係者への同意確保の道筋確認 

基本合意　法務ミーティング
● 契約書・スキームの妥当性確認　● 法務リスクの洗い出し
● ＤＤに先立ち論点を把握　

最終契約　法務ミーティング
● 基本合意締結後の変更事項、最終契約書への反映事項を共有

譲渡希望企業

提携仲介契約の締結

トップ面談

基本合意契約の締結
（独占交渉権の発生）

最終契約の締結・
デリバリー・決済

なぜ日本M&Aセンターは最高のM&Aを実現できるのか
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成功
成約後の成長・
成功を全力で
サポート

「成約から成功へ。」

5 つのサポート

シナジー創出
のための

PMI

トラブル
防止のための
表明保証
保険

記憶に残る
成約式

第二の人生を
サポートする
ネクストナビ

伝説の経営者
の足跡を辿る
The WAY

PMI支援専門会社が、成約後のスムーズな
経営統合とシナジーの創出をサポートサポート1

M&Aの成約だけではシナジーは生まれません。日本M&Aセンターでは、成約後
の経営統合をスムーズに進めるため、PMI支援専門のグループ会社である日本
PMIコンサルティングがサポートします。中堅・中小企業に特化した実践的なPMIの
ノウハウを活かし、両社が早期に信頼関係を構築できるよう、成約前からシナジー
創出まで一貫して支援します。この取り組みにより、M&Aを成功に導きます。

M&A後の安心を実現する
表明保証保険サポート2

成約後も安心して譲受け企業と良好な協力関係を築くために、
日本M&Aセンターでは、M&A仲介に表明保証保険を自動付帯す
る取り組みを日本で初めて展開しています。※この保険は、M&A後
に譲受け企業に起こりうる表明保証違反によ
る想定外の損失を、譲渡オーナーに代わり保険
会社が補償するものです。
これにより、M&Aの最終契約交渉や万が一の
際の損失回収交渉がスムーズになり、PMIまで
一貫して円滑にM&Aを進めることが可能です。

※ 専門家による買収監査の実施等一定の条件を満たした譲受け企業に適用されます。保険の補償
対象は一定の範囲に限られます。

成約式により、顧客満足度を向上サポート3
経営者人生のフィナーレを最高のセレモニーで飾る「M&A成約式」を、日本

M&Aセンターでは実施しています。最終契約書が交わされるその日は、譲渡企業
にとって人生の締めくくりであり、譲受け企業にとっ
てはM&A成功への覚悟を新たにする重要な瞬間で
す。専任のM&Aセレモニストが、記憶に残るセレモ
ニーを演出し、顧客満足度を向上させることで、両社
の関係をさらに深めます。

譲渡企業経営者の伝記「The WAY」を制作サポート4
日本M&Aセンターでは無料で経営者の自伝「The WAY」を制作しています。

この伝記は、後世に「おじいちゃんやおばあちゃんは素晴らしい人だった」と伝える
ためのものです。ご家族やロータリークラブの仲
間、ゴルフ仲間、お取引先などに配布することで、経
営者としての輝かしい記録が人々の記憶に深く刻ま
れます。

成約後の譲渡企業経営者の
人生の成功も支援サポート5

日本M&Aセンターは、事業承継が終わった後も、経営者の第二
の人生を素晴らしいものにするお手伝いをします。経営者の皆様に
は、事業承継とともに財産承継も成功していただきたいと考えて
います。ネクストナビでは、財産診断サービス「TOMORROWS」を
通じて、譲渡後の財産状況を「見える化」し、詳細な分析を行いま
す。さらに、課題を洗い出し、具体的な対策をご提案し、一緒に解決
していきます。会員制倶楽部「ネクストクラブ」では、セミナーやイ
ベントを通じて、元経営者同士の交流を促進し、より豊かな第二の
人生をサポートします。

「成約から成功へ。」

5つの
サポート

オプション

オプション

なぜ日本M&Aセンターは最高のM&Aを実現できるのか
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価値創造のあゆみ

日本M&Aセンターグループは1991年の創業以来、中堅・中小企業M&Aマーケットの

拡大を牽引し、ノウハウを確立してきました。2021年の創業30周年を「第二創業」

の機会と捉え、「世界№１のM&A総合企業」を目指して邁進し続けています。

第
1フ
ェ
ー
ズ（
創
業
～
上
場
期
）

1990

2000

2010

会社設立・会計事務所ネットワーク構築1991 4月

各地域の有力な公認会計士・税理士が中心となり、日本
エム・アンド・エーセンターを設立。
全国の会計事務所を「地域M&Aセンター」としてネット
ワーク化。

地域金融機関ネットワーク構築2000 5月

地方銀行を会員とする「全国M&A研究会」を立ち上げ。全国の
信用金庫との提携も順次拡大。

中堅・中小企業のM&A支援専門会社
として日本で初めて東証マザーズ上場

2006 10月

M&A支援専門会社として初の東証一部上場2007 12月

全国のネットワークを構築して中堅・中小企業
M&Aマーケットを拡大。ノウハウを確立。

大手金融機関との提携を開始2008

● 1980年代のバブル景気を背景に大企業によるIN-OUT型の
  クロスボーダーM&Aが活発化。
●  1990年代のバブル崩壊で大企業によるクロスボーダーM&Aは急減
する一方で、中小企業の間では経営権の承継が問題に。

● ITバブルで株価上昇、M&A件数も拡大。
●  M&Aの知名度は高まるものの、複数の証券取引法違反事件等の
影響によって印象が悪化し、M&Aがなかなか浸透しない時代。

●  次世代への円滑な事業承継の促進と、中小企業の事業活
性化を図るため、中小企業庁は2006年に「事業承継ガイ
ドライン」を策定・公表。
●   同ガイドラインに「事業承継の手段としてM&Aとい
う方法がある」ことが示され、M&Aに対する意識
が変わるきっかけに。

●  M&Aが経営戦略の一つの手法として浸透し
始め、中小企業のM&Aは「急成長フェー
ズ」に。件数はそれまでの10年と比べ、大
幅に増加。

●  中小企業経営者のM&Aに対する理
解促進のため、中小企業庁は
2015年に「事業引継ぎガイドラ
イン」を公表。

第
2フ
ェ
ー
ズ

国内拠点の拡大2010
～2018

2016 初の海外拠点となるシンガポール・オフィス開設
2025年３月末時点で、ASEAN地域に5拠点を構える。
（シンガポール、ベトナム、マレーシア、タイ、インドネシア）

4月

M&A業界の流れ

海外拠点・グループ会社を設立してM&Aの総合企業を目指す。

2025年３月末時点で、野村證券、大和証券、三菱UFJ銀行、三菱UFJモルガン・スタンレー証
券、三井住友銀行、岡三証券、日本郵政及び日本郵便、東海東京証券、SBI証券と提携。
※提携を開始した時系列順

1991年に開設した大阪に加えて、札幌、名古屋、福岡、広島、沖縄と全国に順次拠点を開設。

P.35

P.9

P.9
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（
ブ
リッ
ツ
ス
ケ
ー
ル
期
）

第
3フ
ェ
ー
ズ（
第
二
創
業
期
）

2020

専門サービスを持つ
関係会社を次々と設立
企業評価総合研究所、ネクストナビ、日本投資ファンド、
日本PMIコンサルティング、バトンズ、ZUUM-A

2016
～2018

矢野経済研究所を共同通信社と合弁経営2018
J-Adviser資格取得及び
TOKYO PRO Market上場支援サービス開始

純粋持株会社体制に移行
日本M&Aセンターホールディングスへ商号変更

自主規制団体「一般社団法人M&A支援機関協会」設立に参画
M&A成約件数ギネス世界記録®認定

M&A表明保証保険サービス開始
創業30周年記念イベント「M&Aカンファレンス 2021」開催

創業30周年を迎え、新たに制定したパーパス・フィロソフィーのもと
第二創業期に突入

2022 東証プライム市場へ移行

「パーパス」を制定

2023

2024

周辺サービスのさらなる拡充

産学官の連携を促進

M&A、フィナンシャルそれぞれの領域において会議体を設立

日本M&Aセンターグループのコーポレートキャラクター「MA★PY（まーぴー）」誕生

●  中小企業庁は2021年４月に「中小M&A推進計画」を取りまとめ、M&Aの重要性を再定義。

●  中小企業庁は2021年８月にM&A支援機関に係る登録制度を創設。

●  経営者の高齢化、後継者不在問題がますます深刻に。

●  2021年10月にM&A仲介業者による自主規制団体「一般社団法人M&A仲介協会」設立。
中小M&Aが定着する一方で、支援機関の課題が顕在化。

●  中小企業庁は2023年９月に「中小M&Aガイドライン」を３年ぶりに改訂。

●  自主規制団体は2023年12月に倫理規程と自主規制ルールを策定。

●  2024年５月に業界における不適切な譲受け企業とのトラブル事
案の報道がなされ、社会問題化。

●  中小企業庁は2024年８月に「中小M&Aガイドライン」の２度
目の改訂を実施。手数料の透明化や、不適切な譲受け企業
への対応を明記。

●  自主規制団体は2024年10月に不適切な譲受け事業
者を登録し業界内で共有する「特定事業者リスト」
の運用を開始。

●  自主規制団体は2025年１月に名称変更「M&A

支援機関協会」へ。新理事就任や委員会設置
など、体制・ガバナンスを強化。

●  自主規制団体は2025年４月に「特定事
業者リスト」を改訂し、運用を厳格化。

●  中小企業庁は2025年４月に「中小
M&A専門人材（個人）向けスキル
マップ」を公表。

4月

2019 7月

10月

11月

4月

6月

2月

1月

4月

5月

2023年１月にはパーパス実現のため、「フィロソフィー」を制定。

地域金融機関との提携関係のさらなる発展7月
十六フィナンシャルグループ（岐阜県）との合弁会社を設立。2024年には、肥後銀行（熊本県）及
び玉山ベンチャーキャピタル（台湾）と、2025年には沖縄銀行（沖縄県）との合弁会社を設立。

「M&A研究・産学官連携推進室」を発足。

日本DX人材センターを設立。

2021

2018
～2024

ファンド事業の拡充
2000年に設立した日本プライベートエクイティに加え、日
本投資ファンド、サーチファンド・ジャパン、AtoG Capital、
日本サーチファンドを順次設立。

P.9

P.30

P.9

2024年12月にはF-Adviser資格を取得し、Fukuoka PRO Market
上場支援サービスを開始。

P.9

P.26

P.37

P.27 P.30

価値創造のあゆみ
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日本M&Aセンターグループは、パーパスを軸とした企業経営の実行と、中堅・中小企業のM&A支援の総合企業としての強みを活かし、

社会課題の解決を通じて価値を創出してまいります。

Value Creation価値創造プロセス

日本M&AセンターM&A仲介による経済損失回避効果（2024年度試算）

最高の
M&Aを

より身近に。

私たちは、

想いをつなぎ、

安心してＭ＆Ａに

取り組める

社会をつくります。

日本、

そして世界で。

アウトプット

ROE

24.1%

経常利益率

38.4%

経常利益

169.2億円
売上高

440.8億円
PBR

3.89倍
社員の生産性向上予算を持つ営業社員一人当たりの売上高

80.7百万円

左記企業の売上高合計

3,672億円
日本M&Aセンター支援の譲渡企業成約数

493社
現在の経済損失回避効果

6,758億円
10年間の経済損失回避効果

5兆752億円
雇用損失回避効果

5万2,240人

TOKYO PRO Market
新規上場 支援社数

15社

ファンド事業での
Exit件数

4件
GHG排出量

2,710t-CO2

バトンズ年間成約件数

1,606件
日本M&Aセンター売り受託件数

1,398件

日本M&Aセンター年間成約件数

1,078件
うち、海外企業関連M&A成約組数

12組

PMIサービス
提供数

ネクストナビ
事業承継・財産承継
コンサル件数

93件 82件

顧客満足度
アンケート結果

89点/100点中

地方創生に貢献

  中堅・中小企業の後継者問題を解決　  雇用の維持・増加　  企業の生産性向上

 M&Aリスクの低減　  地域の中核企業の創出　  経営人材の育成

 パートナーシップの拡大　  社員のモチベーション向上　  社員の生産性向上

アウトカム

  低い労働生産性・
収益性

  経営者の高齢化
の進行

  後継者不在企業
が多数存在

  人口減少

  国内市場の縮小・ 
GDPの低下

  廃業企業の増加

  M&Aの一般化

  価値観・ ニーズ
の多様化

  デジタル化の 
急速な進展

  M&A支援会社の
増加

  ガイドライン・
自主規制ルール
の変化

P.7-8

P.16

環境認識 事業活動 目指す社会アウトプット／アウトカム（2024年度）投入資本

人的資本

財務資本

知的資本

社会・
関係資本

中堅・中小企業
M&A支援

エクイティの力で
企業を成長へ導く
フィナンシャル

領域

企業評価～
成約後の統合（PMI）
までの各プロセスを
専門とする

グループ
会社群

企業理念

M&A業務を通じて
企業の

「存続と発展」に
貢献する

前年対比+17.3％

マテリアリティ（重要課題） P.17

Source: 矢野経済研究所による算出（2025年５月調査）
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創業以来当社が積み上げてきた資本は、当社の強みそのものです。当社の成長を支える資本は、人的資本、知的資本、社会・関係資本、財務資本の４つからなります。

これらの資本を投入し、事業活動を展開することで、「最高のM&Aをより身近に。」というパーパスの実現を目指していきます。

積み上げてきた資本

人的資本

財務資本

知的資本 社会・関係資本
当社は「優秀な人材の採用・育成による、エンゲージメントの高い
組織の構築」を、マテリアリティにおける最重要課題の一つと位置
づけています。
業界最大の人員体制に加え、弁護士・公認会計士ら専門家チームの
きめ細かなサポートにより、品質の高いサービスを提供しています。

当社は過去14期連続で増収を続けており、常に健全な財政状態を維持しています。ROEに
ついては、中期経営目標期間の2027年度までに25％とすることを目標としています。
同時に中期経営目標期間中においては60％以上の配当性向を継続し、機動的な自社株
買いを組み合わせることで、株主の皆様に対する長期的な利益還元の維持・向上に取り
組んでまいります。

創業から30年以上かけて培ってきた中堅・中小企業M&Aに関す
る高度な知見・ノウハウは、リーディングカンパニーの当社にしか
ない重要な資本です。また、過去数十万件のマッチングデータを
活用することで、独自のM&A業務システムを開発し、業務の効率
化・リードタイム短縮につなげています。

創業当初から続く全国の会計事務所や金融機関とのネットワーク
を活用し、M&A情報をデータベース化。全国各地に拠点を設け、
海外にも進出。地域・業種・企業規模に応じた選択肢を提供してい
ます。また、専門性・業務品質の高いグループ会社により総合的な
M&A関連サービスの拡充を図っています。

創業30年以上で培ってきたブランド力

累計成約件数

10,000件超
にのぼる中堅・中小企業M&Aに関連する高度な知見・ノウハウ

提携先数

長期にわたるデータベースの蓄積

業種別の専門チーム
（医療、介護、調剤、IT、運送、製造、食品等）

自己資本比率

76.4%

ROE

24.1%

売上高経常利益率

38.4%

配当性向

84.0%

グループ
会社数 16社 持分法適用

関連会社
連結
子会社 13社

経営
相談窓口サテライトオフィス  17拠点 4拠点

会計事務所

1,072事務所
地方銀行

95/97行

金融機関・会計事務所等からの出向受入

WORLD M&A ALLIANCEへの加盟

連結従業員数 1,086名

M&Aコンサルタント 630名

スタッフ職その他 456名

法務、会計・税務等の有資格者
約40名（弁護士・司法書士・公認会計士・税理士等）

精度の高いM&A業務システムの開発・活用

企業価値算定システム「V-Compass」　案件診断システム 
会社売却シミュレーションシステム「M-Compass」

約6割の案件が提携先経由

地方銀行と合弁で設立したM&Aアドバイザリー会社　3社

拠点数
国内 7拠点 海外 5拠点

国内（東京、大阪、愛知、広島、福岡、北海道、沖縄）

海外（シンガポール、インドネシア、ベトナム、マレーシア、タイ）

（いずれも2025年３月末時点）

信用金庫

221/254庫

大手金融機関
野村證券、大和証券、三菱UFJ銀行、

三菱UFJモルガン・スタンレー証券、三井住友銀行、

岡三証券、日本郵政及び日本郵便、東海東京証券、SBI証券
※提携を開始した時系列順で記載
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日本M&Aセンターグループは、社会課題を事業テーマとし、これを解決することで価値を創造します。多くの社会課題がある中でそれらの課題が社会や当社グループに与える影響を考慮し、解決や対応に

向けて重点的に取り組むべきテーマを「マテリアリティ（重要課題）」として特定しています。

これらの「マテリアリティ（重要課題）」を基盤に、事業活動を通じて社会課題の解決に貢献し、ステークホルダーへの良好な影響を目指すことで、「継続的な企業価値の向上」と「社会の持続的発展」を実現します。

Materialityマテリアリティ（重要課題）

マテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティ・マトリクス　※各象限内での重要度に違いはない

M&A総合企業としての
さらなる発展

1-1 国内外あらゆる企業へサービスが提供できる体制 P.9

1-2 ファンドビジネスの社会インフラ化の推進

イノベーション
2-1 市場変化（含む、経営者の意識の変化）への対応

2-2 DX活用による生産性アップ / マーケティング推進

安全安心なM&A
3-1 業務品質の維持・向上

3-2 顧客・提携先・株主とのエンゲージメント

社会への貢献

4-1 M&A総合企業としてのさらなる発展による地方創生

4-2 業界トップ企業としての業界の健全な発展・育成

4-3 公的機関、教育機関等との連携 P.26

人的資本経営の推進

5-1
優秀な人材の採用・育成による、エンゲージメントの
高い組織の構築

5-2 M&A総合企業にふさわしい多様な人材の活躍

5-3 一人当たり売上高の向上 P.39

情報管理の強化 6-1 情報セキュリティとサイバーセキュリティ対策

ガバナンス基盤の強化

7-1 コンプライアンス重視のコーポレートガバナンスの構築

7-2 リスクマップによるリスクマネジメント高度化 P.70

7-3 パーパス・フィロソフィー経営の徹底 P.5-6

7-4 トップマネジメントのサクセッションプラン P.56

7-5 顧客への高付加価値の提供による財務基盤の拡充

極
め
て
重
要

重
要

や
や
重
要

やや重要 重要 極めて重要

当社にとっての重要性

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

最重要課題

7-4 2-1
2-2

3-1 5-3

4-2 7-3
3-2 7-1

5-1

7-2 6-11-1
4-1
5-2

1-24-3
7-5

各マテリアリティに関する主な取り組み状況は各ページでご確認ください。

1

2

3

4

5

6

7

P.35-38
P.41

P.82-84

P.42-43

P.54-66

P.71-72

P.49-50

P.44-53

P.24-26

P.22-23

P.30-32

P.24-26

P.40

P.24-26

P.40

P.24-26

P.39

マテリアリティ（重要課題）は、下記のステップで抽出しました。
また、定期的なレビューを実施し、経営会議で年に１回再検討を行っています。特定したマテリアリティは、
取締役会での審議を経て承認されています。

マテリアリティ項目の抽出・特定
  ステークホルダーの期待や要請、
SASBスタンダードを含む国際的
なガイドライン、ESG評価機関の
指標を参照し、マテリアリティ候補
のロングリストを作成。
  当社事業との関係性を整理し、
マテリアリティ項目を抽出。

  経営会議にて討議し、マテリアリ
ティ項目の重要度を順位付け。
  ステークホルダーに対し、重要度
のヒアリングを実施。
  マテリアリティ・マトリクスに整理。

以降の予定
  サステナビリティの主
管部署であるIR部を
中心に、各マテリアリ
ティに関する進捗状
況を確認し、年に一度
経営会議に報告。
  経営会議及び取締役
会において、マテリア
リティに関する年次レ
ビュー・メンテナンス
を実施。

前年度マテリアリティのレビュー
  前年度制定の18項目について、2022年度の取り組み内容を
確認し、リスクと機会を再整理。

マテリアリティの見直し・再特定
   昨年度のコンプライアンス中心のマテリアリティについて、
コンプライアンス基盤の整備に一定の目途がついた状況を踏
まえ、成長戦略を重視した内容に改訂。
   経営会議で討議し、企業理念、中期経営目標、パーパスから
のバックキャスティングにより重要課題を特定。サブマテリア
リティ（17項目）を定めた。
   経営会議及びステークホルダーに対し、重要度のヒアリングを
実施。
   マテリアリティ・マトリクスに整理。

2022年度 2023年度 2024年度～

マテリアリティ特定初年度 17
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Top Message

M&A支援会社は品質・信頼性で
選ばれる時代へ

トップメッセージ

三宅 卓

日本M&Aセンターホールディングス
代表取締役社長

2024年度は第４四半期単独では過去最高の売上高・経常利益を達成しました。通期業績予
想には一歩及ばない結果となりましたが、社内のモチベーションは非常に高く、新規案件の
受託強化やミッドキャップ企業向け施策、地域連携の推進などに精力的に取り組んだ結果、
明るい兆しが見えてきています。また、業界全体が激変する中、当社はリーディングカンパ
ニーとして、業界の健全な発展にも責任があります。自主規制団体においては、業界の業務
品質・モラル向上を目指し、業界全体の信頼性を高めるための取り組みを進めています。さ
らに、産学官連携を推進することで、業界の健全な発展に取り組んでいます。
私たちの目指す未来は、自社の成長にとどまらず、業界全体に新たな価値を提供することで
す。次世代から憧れられる業界を築くために、ともに成長していくことを目指しています。こ
の目標に向かって、全力で邁進してまいります。

再成長に向けた経営シナリオの進捗

不祥事の再発防止から再成長へ―。当社は2021年度の第４

四半期に発表した不祥事を受けて、起承転結からなる経営シナ

リオを描き、実行してまいりました。2025年度はその仕上げの

「結」の１年と位置付け、大きな一歩を踏み出しています。

2024年度は再成長に向けて
過去最高の先行指標を記録

経営戦略
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起：2022年度はコンプライアンス重視の経営に移行し、コン

プライアンス基盤の整備に注力。

承：2023年度は前年度に不祥事に起因する退職者が多く発

生したことを受け、社内体制の立て直しに取り組む。社内の一

体感を取り戻すため、社内クラブ活動の活発化や健康保険組

合の立ち上げなど、様々な社員エンゲージメント向上施策を

展開しました。

転：その結果、2024年度には先行指標である新規売り受託

件数が過去最高を達成し、ミッドキャップ※新規売り受託件数

も増加。一件当たりM&A売上高（単価）アップを実現するな

ど、再成長へと大きく舵を切ることができました。

結：そして2025年度は仕上げの段階です。再成長シナリオ

は、「起」「承」「転」を経て、ようやくスタートラインに立てた

と考えています。

成約を阻害する要因にはすでに対応済み

残念ながら2024年度は成約件数が前年対比で減少となり

ました。外部要因としては、①「中小M&Aガイドライン（第３

版）」「業界自主規制ルール」への対応、②不適切な譲受け企

業問題と関連報道の影響、③金利上昇によるM&A融資審査

の厳格化の３つの影響が大きかったと見ています。

①については、業界自主規制ルール遵守のため、契約書の

ひな型を４回改訂し、重要事項説明に関する社内資格制度を

新設しました。運用に慣れるのは時間の問題であり、今後は解

決していくと考えています。②では、報道による影響で譲渡企

業がより慎重になったことが成約件数に影響を与えました。で

すが、ベテラン社員や専門家を加えて商談開始時の案件分析

経営戦略

Message    トップメッセージ

を目的とするキックオフミーティングを導入し、譲渡企業の不

安に対して先手を打つ体制を整えました。これは大きな効果

があります。③については、これまでM&A融資に積極的であ

った銀行が、金利上昇を背景に慎重姿勢に転じ、審査が長期

化したことや与信の観点で劣る企業に対して審査が通らない

場合も出てきたことなどが、リードタイムの長期化や成約率の

低下につながりました。金融機関出身者による社内向けの

ファイナンスの相談窓口を設置し、お客様向けに資金調達の

準備を早めるアドバイスを行うなどの対応で、成約を阻害する

外部要因は取り除くことができると考えています。

事業環境は引き続き良好

再成長シナリオの「結」を実現するための事業環境は、きわ

めて好機と捉えています。

中堅・中小企業M&A業界は変わらず成長市場であり、事業

承継型M&Aは2035年をピークとしながらも以降10年間も比

較的高い水準を維持すると予測されています。年間の倒産件

数が約１万社、休廃業・解散件数は約７万社と非常に多く※、こ

れらの企業を救えるのはM&Aしかありません。また、生産年齢

人口の減少を背景とする人手不足の波が様々な業界に押し寄

せ、今後は大手グループ傘下に入る業界再編型M&Aが急増

すると考えられます。さらに最近では、50代の経営者が、円安

などによる原材料価格の高騰・人材不足による深刻な採用難

などから中長期の会社存続に危機感を持ち、経営状態が良好

な時に大手の傘下に入って成長を目指す成長戦略型のM&A

も増加しています。これらの要素から、中堅・中小企業のM&A

市場は今後も拡大し続けると確信しています。

競合環境も変化しています。M&A支援機関は増加傾向に

あり、特にここ数年での起業が激増しました。現在、M&A支援

機関は約3,000社、そのうちM&A仲介専門会社は約700社が

中小企業庁に登録されています（2025年９月22日現在）。この

700社の多くはブティックと呼ばれる小規模なM&A仲介専門

会社であり、案件の紹介を受けるネットワークを持たないため、

ダイレクトメール（DM）やテレアポ、広告営業によって新規受

託を獲得しようと奮闘しています。しかし、健全なガバナンス体

制のない会社は次第に誤解を招くような営業手法を用いる

ケースが見受けられ、結果的に業界全体の業務品質やモラル

が疑問視されるような状況となりました。また、多くの仲介会社

からのダイレクトマーケティングにより、中堅・中小企業経営者

にM&Aの浸透が進んだ一方で、経営者は日々届く多くのDM

に対して疲弊しており、反応率は低下しています。同時に不適

切な譲受け企業に関する報道によって経営者は慎重になって

※成約した場合に合計で成功報酬１億円以上が期待できる案件

※ 2025年４月８日 帝国データバンク 倒産集計 2024年度報（2024年４月～2025年３月） 
2025年１月20日 帝国データバンク 全国企業「休廃業・解散」動向調査（2024年）
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います。ダイレクトマーケティングしか案件獲得手法を持たな

い仲介会社は、今後非常に厳しい環境になると考えられます。

日本M&Aセンターは、会計事務所や金融機関との強固な

ネットワークを背景に、多くの案件紹介を受けており、歴史や

知名度、実績から高い信頼性を持つ企業として認識されてい

ます。このような信頼を基に選ばれる時代が到来しています。

産学官連携を強化し、業界の健全な発展を促す

こうした変化に対応するため、日本M&Aセンターが設立時

から幹事会員を務めるM&A支援機関協会では、業界の業務

品質・モラル向上を目指し、スピード感を持った取り組みを続

けています。

現在、M&A支援機関協会の会員数は207社に達し（2025

年９月現在）、2024年度の成約件数は3,300件に上ります。

「開かれた組織」を目指し、2025年１月からは仲介会社だけ

でなく、金融機関や士業専門家の方々にも理事会に参加い

ただくことになりました。各分科会や検討委員会では、活発

な議論が交わされ、業界全体の知恵が集まっていることを感

じます。

一方で、中小企業庁も中小企業M&Aの重要性を踏まえ、

2020年に中小M&Aガイドラインを策定し、2021年にはM&A

支援機関登録制度を創設しました。この制度により、支援機関

の透明性や法令順守がルール化され、業界の信頼性が高まっ

ています。また、会社だけでなく、個々のM&Aコンサルタント

に対する取り組みも強化されています。今年４月には「中小

M&A専門人材（個人）向け」スキルマップが公表され、今後は

資格制度の創設も検討されていく方向です。

このように、会社と個人の両方に対してレベルアップとスキ

ルアップが求められています。今後、ルールを遵守できない支

援機関は淘汰される流れが加速するでしょう。私たちは、この

変化をチャンスと捉え、より良い業界の構築に向けて全力で

取り組んでまいります。

このほか、当社が業界のリーディングカンパニーとして力を

入れているのが、産学官連携です。健全に発展している産業

に共通するのは産学官の連携が取れていることだと私は考え

ています。M&A業界における産学官連携では、「産」による

自主規制の取り組み、「学」による学術面からの研究・政策提

言、「官」によるガイドラインの整備という三位一体の取り組

みが不可欠です。

先述の通り、中堅・中小M&A業界では中小企業庁が中小

企業のM&Aの在り方をガイドラインとして示し、業界団体が

自主規制ルールを運用することで品質・モラルの向上に努め

ている一方、学術的研究は進んでいなかったのが実情です。

そこで当社では、業界のリーダーとして中小M&A理論の確

立や一層の業界発展を目指し、「M&A研究・産学官連携推進

室」を発足しました。2025年４月１日には、新たにCPAO

（チーフ パブリック アフェアーズ オフィサー：最高産学官連携

執行責任者）も設置しました。他にも神戸大学大学院経営学

研究科と連携し、「中小M&A研究教育センター (MAREC)」を

開設したほか、複数の研究機関との共同研究・研究助成の実

施、大学・大学院での寄付講座開講、シンポジウム開催など、

様々な取り組みを進めています。2025年４月に設立された一

般社団法人M&A研究学会には法人会員・賛助会員として参加

しており、私が同学会の理事に就任しました。

今後、産学官の連携が一層強化されることで、イノベー

ションによる生産性向上、優秀人材の確保、品質・モラルの

向上など業界の健全な発展につながることを大いに期待し

ています。  中堅・中小M&A業界の動向と当社の取り組み P.24 参照

最高の先行指標を最高の成約件数につなげる

このような経営環境の中、2025年度は、これまで着実に取

り組んできた施策が実を結ぶ段階と位置付けています。日本

M&Aセンターは2024年４月１日付で新社長に就任した竹内

直樹の下、2024年度に営業組織体制を従来の５事業部制か

ら会計事務所・地銀・メガバンクなどチャネル別に専門特化し

た10チャネル制に変更しました。チャネルごとにミッションを定

め、オーナーシップを持って人材育成や営業戦略が進められ

た結果、先行指標が過去最高を記録するなど新体制が有効に

機能し始めています。

黄金のサイクルを取り戻す

2025年度の売上高業績予想は、上場以来初めて前年予想

額を下回る形で設定しました。この通期業績予想の見直しに
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は、M&Aコンサルタントがお客様に寄り添う時間を増やすこと

が念頭にあります。不適切な譲受け企業の出現により、譲渡企

業が慎重姿勢を強めている現状では、これまで以上にお客様

に寄り添う姿勢や対応が求められています。先手を打ってお客

様の不安に対処することが、結果的にリードタイムの短縮や成

約率の向上につながると考え、お客様と向き合う時間を増や

すためにも予算を引き下げました。

さらに、予算を下げることでより多くの社員に目標を達成し

てもらい、組織のモチベーションを高め、成長の加速につなげ

たいという意図があります。従来、成約率向上のために成約ま

での期間を短縮することを重視していましたが、効率性の追

求が顧客理解力や提案力の育成・強化を不足させていた部分

もありました。目標の引き下げによってお客様に寄り添う時間

を増やすこととM&Aコンサルタントのレベル向上に資する時

間を創出することで、最終的に成約率の向上と成約件数の増

加にも寄与すると考えています。

また、これは、当社本来の成長のための業績達成サイクル

に戻したいという覚悟と決意の表れでもあります。本来のサイ

クルとは、第３四半期までに通期業績予想の大部分を達成し、

第４四半期は次年度のロケットスタートに向けた準備を行うこ

とです。当社は従来、そうしたサイクルで安定的に成長を遂げ

てきましたが、2022年の不祥事以降は第４四半期に予算達成

を目指す状況が続いてきました。2025年度を従来の業績達成

サイクルに戻す出発点とし、来年度以降に成長を加速して、

以前のようなサイクルと高い成長力を持つ企業に復帰したい

と考えています。

ブランディングによる発信力強化

先ほど申し上げた通り、M&A支援機関が急増しており、業

界内での競争が激化しています。このような環境の中でお客

様に選ばれる会社であり続けるために、当社は他社とは異な

るアプローチでM&Aに取り組んでいるという点をより強く打

ち出し、業界における独自の立ち位置を確立する必要がある

と強く感じています。

企業は単なる商品ではなく、経営者や従業員、そのご家族

など様々な人の人生が紡がれている場所です。あらゆるス

テークホルダーの皆様に「このM&Aで人生が救われた」「未

来が拓けた！」と思っていただけるような仕事をしなければなら

ないとの覚悟で、当社は業務に臨み、それを実現する体制も

構築してきました。

その一方でお客様にも相応の覚悟を持っていただきたくた

め、契約時には着手金をいただいています。M&Aは決して気

軽に行うものではありません。そのような姿勢は結果的に、多

くの人々の気持ちを踏みにじってしまいかねません。当社が着

手金をいただいているのは、本気のお客様に対して、私たち

も覚悟を持って、案件に関する最高の分析・最高のマッチング

でお応えするためです。

当社は、受託した企業に対して徹底的な分析と準備を行

い、M&Aコンサルタント全員でマッチングを実施します。さら

に、お相手探しをスタートしてから半年以上が経過した企業に

関しては、候補先探しに特化した専門部署で再度マッチング

を行い、成約を目指すという努力も重ねています。その結果と

して、国内でトップクラスの成約率を達成しています。

こうした姿勢でお客様に向き合ってきた結果が、業界トップ

である累計１万件以上の成約件数と、高い成約率です。

しかし、M&Aは「成約」で終わりではありません。その後の

PMI（M&A後の経営統合）をスムーズに進めることで確実に

「成功」に導いていく必要があります。そのために当社では、

PMIコンサルティングはもちろん、感動的な成約式、表明保証

保険の無償付帯など相手企業と良好な関係を築き、PMIをス

ムーズに行うための様々な支援を展開しています。

また、譲渡企業オーナーが経営者人生に満足を覚え、第二

の人生を充実したものにしていただく事も成功のカギです。譲

渡企業の経営者に対しては、譲渡までの人生を一冊の本にま

とめた「The WAY」を製作・贈呈するといったサポートを行っ

ているほか、専門子会社で事業承継後の資産管理・第二の人

生設計支援を行っています。　

当社のコンセプトは、「最高に満足できるM&Aを提供する、

世界で唯一のM&A総合企業」です。M&A仲介に留まらず、

経営戦略
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PMIのプロセスまで含めた最終的な成功を見届けるまで本気

でお客様に向き合い、社長の人生やそのご家族まで視野に入

れて仕事をしている会社は他にないと自負しています。しかし

ながら、現状ではそのサービス品質や実績をお客様に十分伝

えきれていない部分があります。そのため、ブランディング向

上を経営重要課題の一つと位置づけ、CBO（チーフ ブランディ

ング オフィサー：最高ブランディング執行責任者）の下、発信力

の強化とともにブランド価値向上に注力しているところです。
マーケティング本部長メッセージ P.40 参照  

PMIを日本のスタンダードに

当社は「世界一のM&A総合企業」を目指し、M&A仲介に

とどまらず企業評価、PMI支援、ファンド運営など様々な事

業を展開しています。「成約」を「成功」させるために重要な

役割を担うPMI事業は今年から急拡大を図り、日本における

中堅・中小企業M&Aのスタンダードとなることを目指してい

ます。

また、中小企業庁も「中小PMIガイドライン」でPMIの重

要性を訴え 、先述の「中小M&A専門人材（個人）向け」スキ

ルマップにはPMIも盛り込まれました。金融庁も「中小・地域

金融機関向けの総合的な監督指針」を改正し、PMIを含む

M&A支援の強化を促すべきだと発表していますが、日本で

はその重要性が十分に認識されていないのが現状です。当

社においては、ゆくゆくは、初めてＭ＆Ａをした譲受け企業に

ついては、全案件でPMIコンサルを実施し、成功率の向上と

PMIの普及・定着につなげていきたいと考えています。

海外事業・ファンド事業は未来の大きな柱に

海外事業とファンド事業は、今後グループの成長を支える

重要な柱として育てていきたいと考えています。日本の中堅・

中小企業のM&A市場は今後も拡大が見込まれますが、永遠

に右肩上がりで成長することはありません。当社が持続的成

長を実現するためには、M&A事業に並ぶグループの新たな収

益の柱が必要であり、海外事業とファンド事業はその重要な

要素と位置づけています。これらの事業について、中長期的

に飛躍に向けた足掛かりを築いていくことが不可欠であり、

2025年度はその基礎を構築する年と考えています。

海外事業は2025年度から、第３ステージに入ります。第１

ステージで海外進出を果たし、第２ステージではノウハウの

蓄積と現地人材の育成に取り組んできました。そして、第３

ステージでは本格的な収益化を目指します。
現地人材の育成 P.53 参照

ファンド事業に関しては、無限の可能性を感じています。

当社では複数のファンドを運営しており、特にPEファンドや

サーチファンドはM&Aと相互補完関係にあります。そのう

ち、サーチファンドは地方が抱える経営人材不足の解消を図

り、サーチャー（経営者候補）が自ら投資先を発掘・選定し、

事業承継型M&Aを主導する仕組みです。現在、地域金融機

関と連携して地域特化型サーチファンドの運営を南九州・北

陸・北海道の３地域で開始しています。日本はファンド後進国

とされる中、当社グループがファンドを社会インフラにまで

引き上げるけん引役となることで、日本経済の発展にも寄与

できるのではないかと考えています。  ファンド事業 P.30 参照

M&Aで地方創生から日本創生へ

地方創生は私のライフワークであり、「廃業の危機にある

企業の救済」と「成長企業の育成、スター企業の創出」とい

う２つの戦略で貢献したいと考えています。最終的には地方

創生から日本創生につなげたいという想いで様々な施策を

展開しています。

まず廃業の問題ですが、私の出身地である兵庫県ではこ

れから10年間で２万5,000社の廃業が予測されています。日

本の多くの地域で廃業の急増が見込まれており、経済の縮

小・雇用の喪失につながる深刻な課題となっています。この

ため当社では、M&Aの活用により後継者問題を解決し、１社

でも多くの企業を廃業から救いたいと考え、エリア別・業種

別ダイレクトマーケティングによる積極的な事業展開を進め

ています。例えば茨城県ではラジオ番組やバスケットボール

チームの支援などで存在感を高めています。

スター企業創出に関しては、TOKYO PRO Market上場
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支援に取り組んでいます。この事業では、東京証券取引所が

運営するプロ投資家向け株式市場であるTOKYO PRO 

Marketにおいて、上場を目指す企業を対象に、上場準備か

ら上場後までの総合的な支援を提供しています。2024年度

は15社の上場を支援し、年間新規上場支援会社数は２年連

続で最多となりました。さらに、当社は2024年12月に福岡

証券取引所が新たに開設したプロ投資家向け株式市場

Fukuoka PRO Marketへの上場審査を担う資格F-Adviser

も取得し、上場支援体制を強化しています。

上場は、企業の知名度や信用力を格段に向上させ、採用

や資金調達、新規取引の際に良い影響を与えるだけでなく、

従業員の士気向上にもつながります。TOKYO PRO Market

やFukuoka PRO Marketへの上場をきっかけとして成長を

加速させていく企業を増やしていきたいという強い思いが、

私にはあります。また、こうした企業を増やすことが、進学を

機に地元を離れた優秀な人材が地元に戻るきっかけにもな

ってくれればと願っています。

地域連携により一層のネットワーク強化を目指す

地方創生に資する取り組みとして、地域金融機関と共同で

事業承継・M&A支援に取り組む事例も増えています。すでに

十六フィナンシャルグループ（岐阜県）との合弁会社である

「NOBUNAGAサクセション」（岐阜県）や、肥後銀行（熊本

県）・玉山ベンチャーキャピタル（台湾）との合弁による「九州

M&Aアドバイザーズ」（福岡県）を設立し、７月には沖縄銀行

との合弁会社となる「おきぎんサクセスパートナーズ」（沖縄

県）を設立しました。今後２～３年でさらに数社の設立を検討し

ています。 地域金融機関との合弁事業 P.37 参照

また、当社は会計事務所の出資によって設立された背景も

あり、ネットワークの強さは当社のアイデンティティでもありま

す。地域金融機関や会計事務所といった各地域で濃い人脈や

情報を持っている提携先との連携を強化するとともに、ネット

ワークのさらなる拡充を図りたいと考えています。お客様の

M&Aに対する意識・知識が向上する昨今では、地域金融機関・

会計事務所との強固な連携は、お客様の安心感、信頼感にも

つながるものとして積極的に進めていきます。

2025年度の業績予想を見直した結果、中期経営目標に

ついても見直しを実施しました。従来の中期経営目標を維持

できなかったことについて深くお詫び申し上げます。私自身、

また経営陣一同非常に悔しい想いをしております。新たな中

期経営目標は、確実に実現できると考えられる保守的な数字

を設定しましたが、これを上回る実績を目指す覚悟であり、

あくまで高い成長を目指していることに変化はありません。

株主還元に関しては、以前の業績達成サイクルに戻す舵

切りの年として、前年同様、特別配当６円を含む29円の配当

を継続します。成長に伴う利益を株主の皆様へ還元する方

針を堅持し、自己株式取得も含めた株主還元を検討してまい

ります。  財務戦略 P.42 参照

また、今後も投資家の皆様とのコミュニケーションを一層

強化していきます。再成長軌道に戻るための過渡期にある

今、確実な予算達成と建設的な対話を重ねることで、経営に

対する信頼を回復し、長期的な関係を構築していくことが企

業価値向上の為に重要と認識しています。

ぜひ当社グループの今後にご期待いただきますよう、よろ

しくお願いいたします。

経営戦略

Message    トップメッセージ

ステークホルダーの皆様へ
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中堅・中小M&A業界は、近年急激な変化に直面しています。急増する小規模なM&A支援機関や不適切な譲受け企業によるトラブル事案が報道される中、中小企業庁や自主規制団体

は業界の健全化を図るためのルールを定め、運用を進めています。

中堅・中小企業M&A業界において、従業員が４名以下の業者による新規参入が急増して

います。業界全体の拡大に対して、一部のモラルの低い営業やフィッシング的広告がなされ

るなどの問題が顕在化してきています。

また、M&Aの大衆化が進むにつれ、様々な買い手がM&A市場に参入してきており、一部

には譲渡企業側の経営者保証の解除をせずにM&Aを悪用するなどの、不適切な買い手の

問題も発生しています。

2025年１月にはM&A支援機関登録制度において、初の登録取り消し処分がなされるな

ど、M&Aの促進とルール化の議論が加速度的に進んでおり、業界全体の変革が求められて

います。

このような状況に対し、中小企業庁は以下の取り組みを進めています。

  登録制度の創設（2021年８月）：M&A支援機関に係る登録制度を創設し、中小M&Aガイドラインの普及・定着を図る。

  「中小M&Aガイドライン」の改訂（2023年９月、2024年８月）：契約時の重要事項説明などの仕組みを導入。再改訂では不適切な広告・営業の禁止事項の明記、さらには

不適切な譲受け企業問題への対応などを規定。

  スキルマップの公表（2025年４月）：「中小M&A専門人材（個人）向けスキルマップ」を公表し、業界全体の健全化と信頼性向上を目指す。

  中小M&A市場改革プラン（2025年８月）：中小M&A市場の改革を促進するための施策を中間取りまとめ。M&Aアドバイザー個人の知識・スキルに係る資格制度の創設。

業界をとりまく変化

中小企業庁による主な取り組み

M&A支援機関

3,026社

M&A仲介専門業者

約700社

M&A支援機関の数 （2025年９月22日時点）

新規参入業者が増加

● M&A支援業務専従者数が
  ４名以下　86.3%
● 2020年以降に設立　58.0%

全体の
うち

（参考）中小企業庁「中小M&Aガイドライン」、「中小M&A専門人材（個人）向けスキルマップ」https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/m_and_a_guideline.html

※M&A業界の流れについては、p.13-14でも時系列順に主な出来事をまとめています。

中堅・中小M&A業界の動向と当社の取り組み
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2021年10月、自主規制団体として「一般社団法人  M&A支援機関協会（旧・M&A仲介協会）」が設立され、トラブル防止やM＆A支援の質向上を目指し、以下の取り組みが行われ

ています。2025年9月時点で会員数は207社に達し、日本M&Aセンターも幹事会員として参画しています。

ト ラブル防止のための研修（2025年８月）

トラブルを未然に防ぐため、M&Aのディールプロセスにおける

各種チェックポイントを、M&A支援機関全体に提供・普及する研

修を実施。

業界のレピュテーション向上に向けた広報活動

M&A支援機関協会の姿勢や経営者への注意喚起、情報提供

の依頼等を新聞やメディアを通じて定期的に発信。

倫理規程と自主規制ルールの策定（2023年12月）

中堅・中小企業M&A業界のあるべき姿を定めた倫理規程と重

要３領域（コンプライアンス、広告・営業、契約重要事項説明）の

自主規制ルールを策定。適宜改訂。

名称変更と体制変更（2025年１月）

より開かれた実効性のある自主規制団体として、金融機関、士業

等のメンバーが理事に就任。また、有識者や専門家をメンバーに

迎えた自主規制ルール検討委員会や、M&Aアドバイザーの資格

制度の検討を行う資格制度検討委員会を設置し、体制を強化。

特定事業者リストの運用（2024年10月）

不適切な譲受け事業者を登録し業界内で共有

する特定事業者リストの運用を開始。2025年４月

には不当なM&A取引防止のため、リストに自動登

録される要件を設定し、運用を厳格化。2025年10

月よりセキュリティを強化し、FISC基準に準拠。

サンプル契約書の公開（2025年６月）

M&A契約全体を網羅的にカバーする適切な契

約条項の普及を目的として、サンプル契約書を

ウェブサイトで公開。

業界自主規制団体の主な取り組み

自主規制団体
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不適切な譲受け企業問題への対策
当社では、最新のガイドライン・自主規制ルールを厳守し、透明性

のある手数料体系を採用しています。また、不適切な譲受け企業へ

の対応策を強化し、顧客に対して質の高いサービスを提供するため

の社内研修を実施しています。

M&Aに関するトラブル防止のため、具体的には以下のような取り

組みを主に行っており、資力やノウハウの不足する譲受け企業による

不適切なM&Aを排除する取り組みにもつなげています。

  譲受け候補企業に対するリスクチェック体制の強化
受託審査時、基本合意契約締結時、最終契約提携時、成約後に３

つの視点（反社該当性、資金充当性、スキームの妥当性）から

チェック。

  経営者保証・個人保証解除確認コールの実施
M&A成約後の譲渡企業経営者に電話で状況を確認し、未解除の

場合はサポート。

  「顧客満足度調査」の実施
M&A成約後の譲渡企業・譲受け企業経営者にアンケート調査を実

施し、提供サービスの問題点を把握。

  「お客様相談窓口（クレーム・苦情のホットライン）」
の明記
万が一お客様に不安があった場合に備え、各種営業資料に相談先

を明記。

産学官連携の取り組み
当社では業界の健全な発展と品質向上に寄与するため、産学

官の連携体制を強化しています。2024年１月には社長直轄組織と

して「M&A研究・産学官連携推進室」を開設し、アカデミアと連携

して中小M&A研究の発展に取り組むとともに、その成果を業界に

おける抜本的な質の向上などに役立てています。

  神戸大学大学院経営学研究科との連携
2022年に中小M&A研究教育センター（通称、MAREC）を立ち上げ、専業の研究者とともに中小

M&A研究及び寄附講座の運営を行っています。MARECでは、広く研究助成や懸賞論文を募り、

在野の研究者の掘り起こしや中小M&A研究の裾野を広める活動を精力的に行っています。

  京都大学経営管理大学院との連携（2024年～）
企業評価領域での共同研究や寄附講座の開設、シンポジウムの開催等。

  一橋大学大学院法学研究科ビジネスロー
専攻での寄附講座の開講（2025年～）

  早稲田大学商学部での寄附講座の開講（2021年～）

  一般社団法人M&A研究学会（JASMAR）
2025年４月に新設された同研究会に法人会員・賛助会員として参加し、理事に社長の三宅が就任

しました。同年７月にはM&A研究学会の第一回大会が開催され、約70名の研究者・実務家が参加

しました。

  CPAO（Chief Public Affairs Officer、最高産学官連携執行責任者）の新設
2025年４月に渉外担当として新設。

三位一体行政
中企庁・
地方自治体
等

業界
M&A支援
機関協会
M&A支援
会社

アカデミア
M&A研究学会・
大学等

変化する時代に対応した中小企業M&A業界のスタンダードを作るべく、取り組みを進めています。

業界の変化を踏まえた当社の対応
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Message
M&Aストラテジック会議議長メッセージ

先行指標と成約件数の乖離が示す変化
2024年度は、M&A事業にとって将来につながる重要な

気づきを得た年でした。

営業成果を振り返ると、先行指標である売り案件新規受

託件数・買い案件新規受託件数がともに1,300件を突破し、

過去最高を記録しました。また、最高のマッチングに向けて

企業評価書や企業概要書の作成等に取り組む「案件化」期

間は、前年度の90日から59日に短縮され、ミッドキャップの

新規売り受託案件数は前年度の約1.5倍に増加しました。こ

れらの成果は、現場の営業努力と戦略遂行、デジタルを活

用した効率改善施策の効果であると評価しています。

一方で、成約件数は前年度の1,146件から1,078件へ減

少し、成約率も一時的には低下しました。

この要因として、M&Aの一般化が進む中で不適切な譲受け

企業が現れたことによる、お客様の意識の高まりと、金利上昇

に伴う金融機関の融資姿勢の慎重化が挙げられます。受託後

の成約に向けたトランザクションの流れが変わったことは、今

後の戦略に影響を与える重要な要素です。
トップメッセージ P.18 参照

私たちは、これまでの常識は通用しないという変化を事

実として認識しなければなりません。しかしその変化は、業

界の安全・安心をより高め、ビジネスのクオリティ向上を求

めるものであり、ポジティブな変化であると捉えています。

私たちは、守るべきものと変革すべきものを見極め、変化に

対応して新しいM&Aの世界に挑んでいきます。

Japan Valueを磨き上げ、世界に打ち出す
これまで私は、M&A部門のトップとして数値目標を掲げ、

チームメンバーとともに事業の成長・発展に努めてきまし

た。業績を拡大し、株主・投資家の皆様の期待に応えること

は上場会社の重要なミッションであり、数値目標を掲げた成

長戦略が求められます。しかし、M&A業界の変化を考える

中で、当社として何を目指すべきかを再考しました。これは、

私のメンターから、当社グループの価値提供が社会貢献とし

てのポテンシャルを持ちながら、リーダーが数値目標に偏るこ

との危険性を指摘されたことがきっかけです。創業からM&A

変化に対応し、新しいM&Aの世界に挑む

Ｍ＆Ａ事業の「Ｖａｌｕｅ」を見つめ直し
さらなる成長を実現します

事業戦略

竹内 直樹

専務取締役
（株式会社日本M&Aセンター 
代表取締役社長）
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事業を発展させてきた名誉会長の分林と代表取締役社長の

三宅が目指したのは、世界一の成約件数や１兆円の時価総額

といった数値目標の達成ではなく、少子高齢化社会を迎える

日本の未来を見据えた問題の解決です。

この原点を再認識し、企業の存続と発展に貢献するM&A

事業を深化させるため、2025年度の経営方針に「Value」を

掲げ、「Japan Valueを磨き上げ、世界に打ち出す」というビ

ジョンを定めました。

中小企業の価値をフェアバリューで捉えて明確化し、事

業承継によって価値を未来へ受け渡すこと。成約セレモ

ニーやPMIプロセスを通じて価値を高め、新たな価値を創

出すること。これが、お客様が求める安全・安心とクオリティ

向上に応える私たちの取り組みです。

４本部体制で「Value」を磨くフィールドを創出
M&A事業は、私たちの根幹である「Value」を上位概念に

置き、営業力の強化や効率化、リードタイムの短縮、歩留ま

りの改善に取り組んでいきます。そのために必要な転換とし

て2025年度は、組織及び予算の改革を実行し、「Value」を

磨くフィールドを創出します。

日本M&Aセンターの組織改革では、「営業本部」「バリュー 

推進本部」「マーケティング本部」「コーポレート本部」の４

本部体制を導入し、組織間のコラボレーションを促進します。

営業本部は、2024年度に導入したチャネル制を維持し、引

き続きミッションドリブンの営業活動に徹するとともに、営業体

制のサクセッションを進めます。 営業本部長の取り組み P.33 参照

バリュー推進本部は、業務の品質向上を担う品質本部を

改編した組織で、案件化期間のリードタイムの改善におい

て高い成果を上げた2024年度に続き、2025年度は成約率の

改善に注力します。公認会計士や税理士、司法書士、弁護士

などの専門家が営業本部に伴走し、M&Aのバリューチェーン

の各ゲートで、業務品質・リードタイム・歩留まりの改善をサ

ポートします。  バリュー推進本部の取り組み P.39 参照

マーケティング本部は、M&A事業の差別化戦略を支え、

成約率の回復・向上を目指します。M&A業界の平均成約率

は10％から20％程度にとどまっている中で、当社の成約率

は高く、最高品質のM&Aを手掛けている自負があります。

今後は、マーケティングを通じて、そうした優位性や価値を

お客様に訴求し、ブランド価値をしっかりと築き上げます。  

マーケティング本部の取り組み P.40 参照

コーポレート本部は、人事本部と管理本部を統合し、人材

の確保・育成を強化します。  コーポレート本部の取り組み P.44 参照

予算改革を実行し、「意志ある踊り場」を設定
「Value」を磨くフィールドを創出するもう一つの転換は、

予算改革です。2025年度の営業活動におけるM&Aコンサ

ルタント一人当たりの予算（目標設定）を見直し、従来水準

からの引き下げを行いました。

お客様が成約に向けての商談過程において慎重姿勢を

強める中で、それを解きほぐすアプローチとして、ディール

におけるお客様とのタッチポイントを従前の1.5倍から２倍

に増やし、より緊密かつ丁寧なプロセスを構築するととも

に、案件マネジメントに落とし込んでいきます。M&Aコンサル

タントが限られた労働時間でタッチポイントを増やすために

は、必然的に予算の引き下げが求められます。言い換えれ

ば、予算の引き下げによって生まれる余裕を、お客様へのア

プローチの改善に充て、それをタッチポイントごとに管理す

ることで、成約件数の増加を図ります。

また、これまで案件化における企業評価は、リードタイム

の短縮に向けて、グループ内の企業評価総合研究所にアウ

トソーシングしてきましたが、今後は業務上の基礎知識を修

得する観点から、新たに入社したM&Aコンサルタントは最低

３件の企業評価を自ら手掛けることとします。これにより、

M&Aコンサルタントの知識向上を図り、お客様の安心感や

信頼感につなげます。

以上をM&A事業における原点回帰とし、「意志ある踊り

場」を設けることで、力強い日本M&Aセンターとして、さら

なる市場の拡大に立ち向かうことができると考えています。

データドリブン経営がもたらす価値の最大化
今後の取り組みにおいてカギとなる要素の一つは、デジ

タルを活用した「Value」の最大化、すなわちデータドリブン

経営の実践です。当社は、AIによるデータ解析サービスを提

供するスタートアップ企業であるブリングアウト社と2025年

事業戦略

Message    M&Aストラテジック会議議長メッセージ
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AI活用の３ステップ

下記のM&Aプロセスにおける対話データを収集・解析

  譲渡企業の定性情報インタビュー

  譲受け候補企業の成長戦略・M&Aニーズインタビュー（5,000社以上）

  企業概要書提案の録音・解析（1,500社）

  キックオフミーティングの録音・解析　　　　　　　　　　　　等
※2025年8月末時点

当社における「Bring Out」の活用状況

  社員のスキルアップ及び正しいデータ蓄積により、マッチング～概要書提案の領域において圧倒的な生産性向上につなげていく

提携仲介
契約

インタ
ビュー

企業評価
概要書
作成

インタ
ビュー

マッチング
概要書
提案

提携仲介
契約

マッチング
支援

提案品質
向上

スムーズな部門間連携

…Bring Outによる対話の解析

譲渡企業

譲受け候補
企業

キ
ッ
ク
オ
フ
Ｍ
Ｔ
Ｇ

ト
ッ
プ
面
談

条
件
調
整

基
本
合
意
契
約
の
締
結

デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス

（D
D

／
買
収
監
査
）

最
終
条
件
の
調
整

最
終
契
約
の
締
結

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー

Ｐ
Ｍ
Ｉ

２月に資本業務提携を結び、新たな仕組みを構築しました。

私はAI活用にあたっては、情報の収集・分析・活用の３つの

ステップのうち、特に収集が最も重要であると考えていま

す。この取り組みは、私たちが34年間にわたり積み上げてき

た豊富なデータの収集があってこそ、実現可能となるもの

です。同社の商談解析ツール「Bring Out」の活用により、

この収集プロセスをさらに洗練させます。

私たちが接するお客様は、経営戦略を日々考え抜いてい

る企業経営者です。その頭の中にある暗黙知を、「Bring 

Out」を利用して収集・分析し、M&Aコンサルティングにおけ

る業務の効率化と提案力の強化につなげます。

具体的には、まずBring Outを通じて売り手側の経営者

情報をデータベース化し、併せて買い手側のニーズ情報も

収集・分析することで、両者を組み合わせたより精緻で効果

的なマッチングをリコメンドする機能として活用します。

また、M&Aコンサルタントのソリューション提案をグルー

プリーダーや部長がモニタリングし、それぞれに合わせた的

確な指導・教育を行います。さらに、当社グループが過去34

年間に蓄積したナレッジをもとに、AIエージェントがディー

ルにおけるアドバイスを行うシステムを構築します。このよ

うに、収集・分析・活用の各ステップにおいて、当社の独自の

データと経験が重要な役割を果たします。

Message    M&Aストラテジック会議議長メッセージ

事業戦略

データドリブン経営を通じて、私たちが持つ実績と経験が

強みとして顕在化され、唯一無二の価値を生み出すことに

期待しています。

二つの変革期を迎え、その先の豊かな未来へ
M&A業界全体が大きく変貌する中で、私たち日本M&A

センターグループも、次世代へのサクセッションが進行して

います。今はまさに二つの変革が重なっている状況にありま

す。社内では、創業者が指導しながら、次世代経営陣がその

スピリッツを受け継いで発展させ、そしてさらに若い世代が

業界全体をより高めていく意思を示しており、この３世代が

共振して力強く羽ばたく瞬間を迎えています。

私は、次世代の経営を率いる立場として、社員とともに変

化を楽しみながら、豊かな未来を築き上げていきたいと思っ

ています。

ステップ1 収集 ステップ2 分析 ステップ3 活用

29

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

日
本
M
&
A
セ
ン
タ
ー

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
の
ビ
ジ
ョ
ン

最
高
の
M
&
A
総
合
企
業
へ
の

成
長
に
向
け
た
戦
略

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン



Message
フィナンシャルストラテジック会議議長メッセージ

３つのファンド事業の進捗と今後の展開
フィナンシャル部門は、当社グループの主軸であるM&A部

門が30年以上にわたり中堅・中小企業の事業承継支援に取り

組んできた実績を基に、新たな社会課題の解決に貢献するこ

とを目指しています。この取り組みを私は「成約から成長へ」と

いう言葉で表現し、事業承継の支援に加え、エクイティ投資の

力で企業が持つプラス面を伸ばし、成長を促進することが当社

グループのフィナンシャル部門の役割であると考えています。

フィナンシャル領域とM&A領域の有機的な結合による事業

展開は、他社が追随できない独自の価値提供を可能とし、競

争環境における差別化要素として、当社グループに大きな優

位性をもたらすものと期待しています。

フィナンシャル部門は2023年に立ち上げ、事業構想を明確

化し、2024年にはその構想を具体的な形にしてきました。現

在進めている主な取り組みは、以下の３つです。
1   株式会社日本投資ファンド（J-Fun）によるプライベート

エクイティ（PE）ファンド事業
2   株式会社AtoG Capitalが手掛けるクロスボーダーファ

ンド事業

3   株式会社日本サーチファンド（J-Search）が展開する

サーチファンド事業

それぞれの事業について、進捗と今後の展開をご説明し

ます。

地方創生を意図する新たな運営形態のPEファンド
J-Funは、１号ファンドが投資する12案件のうち、現在ま

でに累計５件のEXITを達成し、２号ファンドを設立しました。

最初のEXIT案件は、肥後銀行のご紹介を受けた熊本県の

老舗菓子メーカー（㈱フジバンビ）で、J-Funが買収後、九

州旅客鉄道㈱（JR九州）へのEXITを実現しました。また、北

陸銀行にご紹介いただいた石川県の観光土産品事業を展

開する企業（㈱たくみや）は、コロナ禍を乗り越えて業績回

復を遂げました。EXIT先は北海道の北洋銀行の取引先で

す。これらの事例はいずれも、地方銀行とのネットワークを

活かした当社グループならではの事例であり、かつファンド

のパフォーマンスだけでなく地方創生への貢献のあり方の

一つとして、協業する地方銀行からも高く評価いただいて

います。もちろんファンドビジネスとして、パフォーマンスの

創出も重視しており、愛知県に本社を置くシロアリ駆除会社

（㈱雨宮）への投資は、５件のEXITの中で最大のIRR（内部

収益率）を上げています。

「成約から成長へ」を具現化する
３年目の飛躍

M&A領域との有機的結合による
独創的なファンドモデルを展開

事業戦略

大槻 昌彦

専務取締役
（株式会社日本投資ファ
ンド代表取締役、株式
AtoGCapital代表取締
役、株式会社日本サー
チファンド代表取締役）
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新たに立ち上げた２号ファンドは、投資期間を１号ファン

ドよりも大幅に短縮し、迅速な投資を行うことでファンドの

成長を目指しています。一般的なPEファンドでは、ファンド

が新たに立ち上がるごとに規模が大きくなりますが、投資件

数は変わりません。そのため、１件あたりの投資額が増加

し、より大規模な企業やプロジェクトに焦点を当てる傾向が

あります。これにより、ファンドのコンセプトが変わることが

あります。しかし、J-Funでは地域の中堅・中小企業への投

資を重視しており、地域のニーズに応じた支援を行うこと

で、持続可能な成長と地方創生を目指しています。このた

め、一般的なファンドの運用方法をそのままJ-Funに適用し

ても、地域の特性に合った投資がでない可能性があります。

そこで、J-Funではファンドの規模を変えずに成長を続け

る運用方法を検討しています。具体的には、数年ごとに約

100億円を12件程度の中堅・中小企業の投資に充てる計画

を立てています。この計画の実現には、高速レイジングが重要

です。規模を維持しながら、１号ファンド、２号ファンド、３号

ファンドと、より早いタイミングで各ファンドを立ち上げ、投

資を実行し、運用残高を積み上げていくことを最終的な目標

としています。2025年度は、この投資スピードへのチャレン

ジを開始します。

今後の課題としては、複数のファンドを運用する中で、全体

の投資件数や社数が増加していくことが挙げられます。その

ため、限られた人員で効率的にバリューアップを図る必要が

あります。日本M&Aセンターは、従来、M&Aが主に大企業に

よる特別な取引とされていた状況を変革し、中堅・中小企業

のM&Aを広めることで業界に革命をもたらしてきました。具体

的には、M&Aの手法を標準化し、多くの中堅・中小企業の

M&A案件を成約させることで、M&Aを一般的な手法として

普及させてきました。この成功した経営手法をファンド業界

に応用し、高速レイジングや高速投資という新たな運営形

態に挑戦することで、中堅・中小企業におけるファンドの活用

と取引を標準化していくことを目指しています。

ASEANと日本を結ぶ
画期的なビジネスモデルのファンド
クロスボーダーファンドであるAtoG Capitalは、ASEAN

地域の譲渡企業を買収し、ガバナンスやコンプライアンスな

どを整えた上で日系企業に売却するビジネスモデルです。

日系企業がASEAN地域の企業を買収する際の障壁を取り

除くことを目指しています。

2024年度には１号ファンドを立ち上げ、マレーシアの機械

商社への投資を実行しました。現在、１号ファンドの投資案件

について2025年度内のEXITを目指すとともに、１号ファンド

の規模を上回る２号ファンドの立ち上げに向けて取り組んで

います。

AtoG Capitalがこの独自のビジネスモデルを実現できる

理由は、日本M&Aセンターが受託したクロスボーダー案件

を買収し、その後日本M&Aセンターが持つ譲受け候補企業

に売却するからです。AtoG Capitalは、日系企業による買

収において障害となるガバナンスやコンプライアンスなど

の問題を解決することで企業価値を向上させる役割を果た

します。

日本M&Aセンターで受託したクロスボーダー案件の中に

は、ガバナンスやコンプライアンスなどの問題が原因で日

系企業とのM&Aの商談がペンディングしたり、ブレイクにな

っている企業が多く存在します。このような背景から、日系

企業が買収をためらう理由が明確になった企業をAtoG 

Capitalが買収し、問題を解決することで、将来的なEXIT先

を確保することが可能になります。

東南アジア、特に新興国の中堅・中小企業への投資は、

一般的には高いリスクが伴います。買収時の監査も限界が

あり、ファンドによる投資においては、EXIT候補先として日

系企業には限りがあります。そのため、現状では東南アジア

の中堅・中小企業を対象としたファンドは非常に少ないのが

現状です。

 しかし、AtoG Capitalにおいてはペンディングやブレイク

の背景となった課題を理解した上で投資判断を行います。さら

には、EXIT候補先からの要望を反映した課題解決を行うこ

とを目指した、EXIT候補先ありきの確実性の高いEXITス

トーリーを描くことができます。

このように、短期間での明確な出口戦略を有するという

点において、AtoG Capitalは非常に画期的なファンドであ

ると自負しています。

また、AtoG Capitalの活動は日本M&Aセンターの海外

事業にもレバレッジをかける存在となっています。企業の問題

を解決する機能を有することによって、ASEANの譲渡企業

事業戦略

Message    フィナンシャルストラテジック会議議長メッセージ
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と日本の譲受け企業双方に対して、M&Aの実現のための新た

なソリューションを提供することが可能になりました。AtoG 

Capitalの活用を通じて、中堅・中小企業のクロスボーダー

M&Aのハードルを下げ、より活発化できるがことが期待され

ます。これにより、日本M&Aセンターの海外事業における成

約件数の向上にもつながると考えています。

さらに、元のオーナーが会社に残り、企業成長を担う一方

で、ファンド側では日本企業による買収に向けて問題を整え

るという役割分担を明確にしており、良好な関係を維持しな

がらEXITを迎えることができる点も大きな特徴です。

M&A仲介会社とファンド会社が有機的に結合した当社

グループならではのビジネスモデルであり、参入障壁が圧倒

的に高いと期待しています。

地域特化型サーチファンドが目指すもの
サーチファンドは、経営者を目指す個人（サーチャー）が、

ファンドを通じて投資家から資金を集め、自ら経営したい中堅・

中小企業を発掘（サーチ）し、出資者の支援を受けながら既

存の企業を承継し、経営に携わり、企業価値の向上を図る

仕組みです。2024年度は、このサーチファンドを各地の地方

銀行と連携し、地域特化型で展開するための運営会社であ

る日本サーチファンドを設立しました。2025年度には、肥後

銀行・鹿児島銀行・宮崎銀行出資の「南九州サーチファンド

１号」、北洋銀行出資の「北海道サーチファンド１号」、北陸銀

行出資の「北陸サーチファンド１号」を立ち上げ、年度内に合

計５件のファンドを立ち上げる予定です。

地方銀行業界では、当社の取り組みが大きなインパクト

をもって受け止められ、金融機関からの問い合わせも増加し

ています。今後３年間で約10地域での設立を目指して、各

地域をカバーしてまいります。　

米国では近年、サーチファンドが急増していますが、その

流れを受けて日本でもサーチファンドの展開が進んでいます。

私たちは地元の金融機関と協力し、地域の特性に合った日本

型サーチファンドのモデルを地方に根付かせることで、地域

経済の活性化を図りたいと考えています。この考え方は、多く

の地方銀行から共感を得ており、地域の発展に寄与できる

と期待しています。

サーチファンド事業も、日本M&Aセンターと密接に連携し

たビジネスであり、M&A領域とフィナンシャル領域の有機的

結合がカギとなります。地銀チャネルとの連携はもちろん、

会計チャネルとの連携においても「日本M&A協会」に所属す

る理事会員の皆様と協力し、ファンドの投資案件のデューデ

リジェンス（買収監査）をより高度に実施する会計事務所の

創出に取り組んでまいります。これにより、関係強化と案件

紹介の獲得を図っていきたいと考えています。

また、「J-Search」を当社グループ社員のネクストキャリア

の一つとするため、地域や中小企業に熱い想いを抱き、経営

に強い興味を持つ人材をサーチャーとして育成してまいり

ます。現在、実際に１名の社員がサーチャーとしての活動に

就いており、出資先企業の経営については、当社グループ

の日本PMIコンサルティングが出資前から伴走をする体制

を整えています。このような連携も当社グループならではの

特徴といえるでしょう。

さらなる飛躍に向けた新たなファンドの構想
フィナンシャル部門の３つの柱、PEファンド、クロスボー

ダーファンド、サーチファンドに加え、将来的には「成長戦略

ファンド」と「経済安全保障ファンド」の立ち上げを構想して

います。

成長戦略ファンドは、上場企業のカーブアウトや中堅企業

を対象としたファンドです。経済安全保障ファンドは、日本

の産業や文化を支える企業を支援することを目的としてい

ます。特に、海外企業による買収が懸念される産業分野の

後継者不在企業に焦点を当てたいと考えています。これら

の企業をファンドで買収し、経営効率化やデジタルトランス

フォーメーション（DX）を進めることで、その存続と持続可能

な成長を支え、日本経済の安定に寄与することを目的とし

ています。大規模な取り組みですが、私たちにできることを

考えていきます。

2025年度は、フィナンシャル部門の立ち上げから３年目

となり、重要な飛躍の年です。「成約から成長へ」のビジョン

を貫き、企業、地域社会、日本経済の成長に全力を挙げて取

り組んでいきます。

事業戦略

Message    フィナンシャルストラテジック会議議長メッセージ
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営業本部長メッセージ

「黄金のサイクル」を取り戻し、
成長軌道への回帰を果たします

鈴木 康之株式会社日本M&Aセンター
専務取締役　営業本部長

Message事業戦略

ネットワークへの注力とダイレクトの強化
2024年度を振り返ると、不適切な譲受け企業の増加によ

るトラブルや、業界全体の業務品質やモラルの低下が懸念

される中で、「金利のある世界」への転換が金融機関の

M&Aファイナンスに影響を及ぼしました。お客様がより安

全・安心なM&Aを求める時代に移行する中で、先行指標で

ある新規売り受託件数は過去最高を更新しました。

新規売り受託件数の拡大は、後述するチャネル体制のもと

で、各ネットワークとの関係構築に注力し、信頼を深めるとと

もに、エリアマーケティング、セミナーマーケティング、デジタ

ルマーケティングを組み合わせたダイレクトマーケティング

の強化により実現した成果と捉えています。また、中堅企業

の受託・成約に係る相談に全社横断的に対応する専門部署

「成長戦略開発センター」の取り組みが奏功し、成約した場

合に成功報酬１億円以上が期待できるミッドキャップ案件の

増加をもたらしました。

残る課題は成約件数の拡大です。受託案件を成約につな

げなければ、お客様の事業承継や成長を実現することはで

きません。お客様がM&Aへの理解を深め、慎重な姿勢を強

める中で、私たちは最高の成約件数を目指し、より一層お客

様に寄り添った営業活動を推進していきます。

チャネル制の導入効果で成約の拡大へ
日本M&Aセンターの営業体制は、2024年度に従来の５

事業本部を解体し、より細分化したチャネル制を導入しまし

た。「会計」「地銀」「証券」「メガバンク」「法人」「ダイレクト」

「成長戦略」「業界再編」「ヘルスケア」「特務」の10チャネル

体制を敷いています。

各チャネルは特定のミッションを持ち、専門的なアプローチ

で業務を展開しています。例えば、会計チャネルは全国約

1,100の会計事務所や税理士法人から成る「日本M&A協会」

の理事会員を対象に、その顧問先企業の課題解決を図る営業

活動を行っています。地銀チャネルは、全国の地方銀行・信用

金庫と連携し、各行の顧客企業へ地域に根差した営業を展

開。証券チャネルやメガバンクチャネルも同様に、ネットワーク

営業を通じて売り受託案件を獲得しています。

一方、ダイレクトチャネルは、ネットワークからの紹介に拠らず、

地域特化の営業を通じて譲渡ニーズを捉えます。

これらの営業活動で獲得した売り受託案件に対し、全国展

開で譲受け企業を見つけるのが、法人チャネルです。

またミッドキャップ案件に特化する成長戦略チャネルでは、

譲渡企業と譲受け企業の両方に対応します。製造業や運送

業、IT分野など再編が加速している業種を対象とする業界再

編チャネルと、医療機関や調剤薬局などに特化したヘルスケ

アチャネルも、同じく譲渡と譲受けの両面対応です。

特務チャネルは、譲受け企業探しが長期化している受託案

件に対し、専門的なマッチングで成約につなげます。お客様の

課題解決に向けて最後までサポートするこの部隊は、同業他

社にはない当社の特色です。

チャネル制の導入により、ミッションのターゲットを細分化・

特化し、より密度の高い対応でお客様にしっかり寄り添う体制

営業アプローチを緊密化し、
業務品質を向上
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を構築しています。各チャネルの下の部署数や部長・グループ

リーダーの人数を増やし、マネジメントの範囲を狭めることで、

人材教育においても従来以上にきめ細かい施策が可能となり

ました。こうしたチャネル制の導入効果は2024年度の先行指

標に表れており、2025年度の成約件数の拡大に向けて、引き

続きお客様への緊密な対応によって成果を上げていきます。

お客様に寄り添い、営業活動を緊密化
成約件数拡大のカギは、安全・安心なM&Aを求めるお客様

に対し、営業アプローチの密度を高め、課題解決に向けて寄

り添うことです。今まで以上にお客様や提携先との商談機会

を増やし、時間をかけて取り組むため、営業活動における予算

（売上目標）は水準を引き下げました。特に若手メンバーには、

丁寧な営業アプローチを通じて成果を出し、お客様と喜びを

分かち合うことで、自信や達成感につなげる狙いがあります。

成約件数の目標達成において重要なもう一つの要素は、私

たちが「型化」と呼ぶ取り組みです。営業活動における商談プ

ロセスを標準化し、チーム内で共有可能な再現性の高いノウ

ハウとして活用することで、業務品質の向上と効率改善を図

ります。2024年度に続き、「型化」で若手育成も含めた営業力

強化を進めていきます。

営業本部では、不祥事の発生した2022年度以前、第1四半

期からのスタートダッシュで第3四半期までに年度目標を達成

し、余裕ある第4四半期で次のスタートダッシュへの準備を進

めていく「黄金のサイクル」を維持し、業績を伸ばし続けてきま

した。

この３年間、私たちはコンプライアンス経営を進めるととも

に、業績回復に向けた取り組みを着実に実施してきました。成

長軌道への回帰を果たすべく努力を続けており、従来の「黄

金サイクル」を再構築していく所存です。より多くのお客様の

課題を解決し、それによって社員にもステークホルダーの皆様

にも喜んでいただける会社を実現してまいります。

事業戦略
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よりきめこまやかなマネジメント・育成で、ミッションドリブンな組織へ
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全国1,000超の公認会計士・税理士事務所を結ぶ
M&Aネットワーク

上夷　日本M&Aセンターグループ

は1991年、各地域の公認会計士・

税理士の共同出資で誕生しました。

創業当初から会計事務所との提携

によりネットワークを構築してきまし

たが、2012年に一層のネットワーク

拡大を図り「日本M&A協会」として組織化、今では全国1,000超

の事務所が理事会員として加盟し、私が統括する会計チャネル

では会計事務所ネットワークの拡大や、理事会員様の顧問先へ

のM&A支援に取り組んでいます。

柴田　ミカタグループは、全国600名超の体制で約１万2,000件

の中堅・中小企業オーナーの経営・資産形成に関する課題を解決

しています。「経営と、人生の、味方になる。」をモットーに、ビジ

ネス（経営）とライフ（人生）をトータルで支援する唯一無二の組

織だと自負しています。オーナー社長の味方として、人生をか

けて築かれてきた大切な会社を長期にわたって受け継いでい

けるよう伴走支援を行っています。

上夷　ミカタグループさんは「資産税」や組織再編など多分野の

専門家が揃われていますよね。各分野のプロフェッショナルが

チームとなり、難易度の高い案件にも積極的に挑戦されている

印象です。M&A業務についての取り組みはいかがでしょうか？

柴田　ありがとうございます。当社グループが協会に加盟した

当初は20名ほどの規模でした。そのため、M＆Aニーズの高まり

は感じていたものの、当時はもっぱら税務会計が中心でした。そ

の後、事業規模の成長に伴い、M&Aの専門部署を設置したこと

を機に本格的にM&A支援を開始しました。事業承継を通じた成

長支援により、お客様のお役に立ち、同時に後継者不足という

社会課題の解決にも貢献できていると実感しています。

M&A仲介会社と会計事務所が提携するメリット

上夷　日本M&A協会主催マドリード国際会議※（以下、国際会

議）2024ではMVP、最優秀譲渡アドバイザリー賞を受賞されま

した。全国で見ても成約件数が突出していらっしゃいますが、成

約までどのように案件を進められるのか、その中で当社と提携す

るメリットを教えてください。

柴田　当グループでは、お客様との日々のコミュニケーション

の中で担当者が財務・親族・不動産・保険などの情報を収集し、

常に顧客の現状を把握しています。これらの情報を活用して

潜在課題を洗い出し、課題解決の手段としてM&Aが有効であれ

ば、お客様のご了承を得た上で日本M&Aセンターさんととも

に成約を目指します。

公認会計士・税理士事務所が日本M&Aセンターさんと連携

する最大のメリットは、業界トップクラスのネットワークを活用

できることですね。サポートを受けることで、マッチングの際に

中小企業の存続・発展が会計事務所
ひいては日本M&Aセンターの成長に
つながる「成長循環」を実現する
会計事務所ネットワーク「日本M&A協会」の2024年MVP（優秀事務所賞）を受賞

されたミカタグループ総代表と日本M＆Aセンターで公認会計士・税理士事務所と

協働する会計チャネル責任者が、会計事務所におけるM&A支援業務の重要性に

ついて語り合いました。

会計事務所対談
顧客・提携先・株主とのエンゲージメント

柴田 昇 様
ミカタグループ 総代表

※顧問先企業をM&A成約に導いた理事会員事務所が集う年に一度のイベント。

上夷 聡史

株式会社日本M&Aセンター
執行役員 営業本部 会計チャネル部長
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はより多くの選択肢をお客様に提示することができます。

もちろん、グループ内でM&Aが完結する方が利益率は高い

ですが、日本M&Aセンターさんにお願いすれば、我々は社長

に対して提案する側から、社長側に立って相談を受ける立場

に変わります。これにより、お客様も安心してM&Aを進めるこ

とができ、会社として対応できる範囲も広がるため、お客様か

らの信用も高まります。結果として、長期的なメリットを享受で

きます。

上夷　公認会計士・税理士の先生方は中堅・中小企業経営者に

とって最も身近な相談相手ですので、多くの事務所がミカタグ

ループさんのようにM&Aに伴走していただけるようになれば、

M&Aの普及を通じた社会課題解決が大きく前進するでしょうね。

柴田　今日では事業承継の手段の一つとしてM&Aに対する

認知も高まり、経営者の意識も変わっていますので、顧問先へ

の提案もしやすくなっています。ただ、かつての当グループの

ように初めの一歩が踏み出せない事務所が多いのが課題で

す。事務所の経営者が一歩踏み出さなければ、担当者は５歩ぐ

らい下がってしまいますから、まずトップからM&Aに対する意識

を変えていく必要があると感じます。

上夷　柴田先生には国際会議や支部会※の場での理事会員様

向けの講演など会計事務所ネットワークの活性化に多大なご尽

力をいただいています。その中でも印象に残っているのが「会計

事務所の無限の可能性」という題名の講演です。理事会員全社

が一件ずつ成約を挙げれば、過去最高だった2024年の実績から

さらなる飛躍を遂げることができるという内容でしたが、理事会

員数に比して成約件数が少なすぎるというご発言で、会計事務

所ネットワークのポテンシャルの高さを再認識しました。

このポテンシャルをより一層引き出すため、当社では引き続き

M&Aに関する勉強会の実施や営業資料・ノウハウ・データの提

供、案件検討会、同行訪問といった理事会員様向けのM&A支援

を全力で進めていきます。

ネットワークの拡大と活性化に注力し
日本の社会課題解決を目指す

柴田　公認会計士・税理士事務所の大多数を小規模事務所が

占める中、今後間違いなく集約による大規模化が進展します。

当社グループも含め、成長を続けるには事業規模の拡大が必至

であり、そのためにはニーズが高まるM&A業務の拡大は避け

て通れません。　

そういった状況の中、私個人としては、税務・会計といった

コア業務以外は必要に応じて専門組織と提携する方がお客様

のメリットになると考えています。今後も日本M&Aセンターと

ともにお客様、ひいては社会の課題解決に取り組むことで、さ

らなる成長を目指していきます。

上夷　少子高齢化に伴い生産年齢人口の減少が続く日本で

は、M&Aの重要性はますます高まっていきます。日本M&A協

会への加盟を通じて、経営者に最も近い立ち位置にいる事務

所の先生方がより多くの顧問先にM&Aの提案・サービス提供

ができるようになれば、顧問先の成長につながります。そし

て、M&Aを活用して成長を図る顧問先が増えることがさらなる

事務所の発展につながりますし、我々も一緒になって成長して

いくことができます。どこかが起点になるのではなく、最終的に

三者全てが成長していく「成長循環」の実現に向けて、当社と

しては引き続き公認会計士・税理士事務所ネットワークの拡大

と活性化に注力し、業界全体の底上げを目指していく方針で

す。

柴田　日本M&Aセンターさんに

は、今後も当社グループが成長し

ていくために、ぜひともご支援を

いただきたいと思っています。仮

に私たちが何十倍の規模になっ

たとしても、全ての日本企業の課

題解決に関わることは不可能です。だからこそ、多くの会計事

務所がM&A支援に参入し、企業の成長・発展、さらに社会の持

続的成長に貢献できるよう、若く志の高い会計事務所の支援

についてもご協力をお願いしたいと思います。業界の活性化、

さらに顧問先である中堅・中小企業の活性化を進め、一緒に明

るい日本社会を目指していきましょう。

上夷　ありがとうございます。柴田先生には、常に前向きなお言

葉で様々な気付きを与えていただき、本当に感謝しておりま

す。引き続きご助言をいただければ幸いです。

　今後も継続的に会計事務所ネットワークの拡大に取り組み、

先生方と協働して業界を盛り上げていきたいと考えています

ので、全国の会計事務所の皆様には、顧問先の存続・発展とい

う本ネットワークの趣旨に共感いただき、ぜひ加盟をご検討い

ただければと思います。

また、ここまで申し上げてきました通り、私はM&A支援にお

ける会計事務所のポテンシャルは無限大だと確信しています

ので、株主や投資家の皆様には、その可能性と会計チャネル

の今後の取り組みにご期待いただきたいと思っております。

会計事務所対談

顧客・提携先・株主とのエンゲージメント

※年に二回程度、全国12エリアごとに開催される理事会員事務所様向けイベント。
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1社でも多くの地域企業を廃業の危機から救う

鈴木　日本M&Aセンターグルー

プは、地方銀行・信用金庫と提携

し、全国で中堅・中小企業の事業承

継を支援してきました。2023年に

は十六フィナンシャルグループ（岐

阜県）（以下、十六FG）との合弁会社

「NOBUNAGAサクセション（岐阜県）」、2024年には肥後銀行

（熊本県）及び玉山ベンチャーキャピタル（台湾）と「九州M&A

アドバイザーズ（福岡県）」を設立し、地域における事業承継の

課題解決を加速させています。

角　十六FGでは傘下の十六銀行に専門部署を設置し、事業承

継やM&Aの支援を行ってきました。しかし、経営者の高齢化や後

継者不在の問題が深刻化する中、専業でさらに質の高いサービ

スを提供する必要があると考えました。当社グループはお客様の

成長への貢献を第一に考え、特にニーズが高まる分野において

は専門のプロフェッショナルと連携することが重要であると認識

しています。持株会社化を進める中で、コアな事業は自社で行う

一方、新たな取り組みも同業・異業種との連携を含め積極的に

行ってきた経緯があります。

長年の信頼関係に加え、十六FGの強みである愛知・岐阜県地

域における強固な顧客基盤と、日本M&Aセンターホールディング

ス（以下、日本M&AセンターHD）が持つ知見・実績が組み合わさ

れば、お客様に最高のサービスを提供できると確信しています。

米本　九州M&Aアドバイザーズ設立のきっかけとして、台湾積体

電路製造（TSMC）の熊本進出があります。肥後銀行では、県内に

おけるM&Aニーズの拡大を受け、担当者の増員や専門部署の設

置といった対応を進めてきましたが、TSMCの進出決定はその最

中でした。投資規模も非常に大きく、熊本のみならず九州全体の

経済振興の機運が高まる中、肥後銀行としては九州最大のマー

ケットである福岡へのアプローチ強化が求められていました。そ

のタイミングで、長く提携関係にある日本M&AセンターHDからお

声掛けいただき、合弁会社設立に至りました。玉山銀行との提

携も2022年に業務提携を結んでおり、玉山VCからのご提案で

合弁会社への出資が実現しました。台湾においてM&Aビジネスは

まだ発展途上にあるため、玉山銀行のM&Aノウハウ獲得への関

心は高く、日台の経済交流促進はもちろん、クロスボーダー案件

も含め取り組んでいきたいと考えています。

互いの強みを掛け合わせ地域に
特化したソリューションを

角　全国の中小企業のうち、約半数は後継者がいないという

データがあります。十六FGの顧客数、愛知・岐阜県内の法人数を

踏まえると、事業承継に悩んでいるものの、まだ相談できていな

いお客様が当社の手の届く範囲にも相当数存在します。実際、

どこにも相談できず休廃業を検討していた事例も見てきました。

そうしたお客様に対して、M&Aをどのように想起・検討してもらう

か、またそのお客様の情報をどう集めていくかが重要です。

米本　九州も非常に深刻な状況です。例えば福岡では、2024年

は約500件の倒産に対し、その約４倍に相当する2,000件以上の

休廃業がありました※1。2025年は団塊世代の方々が75歳になる

年であり、この問題は深刻化する一方です。地域の活力を次世

M&Aは地域課題の解決、
地方創生を実現する有力な
ソリューション
 ─ 地域金融機関との合弁によって生み出すシナジー
地域金融機関との連携を強化し、地方創生を推進する合弁事業。

今回は合弁会社2社のトップをお招きし、会社設立の背景や今後の方向性に

ついてお話を伺いました。

地域金融機関合弁事業鼎談
顧客・提携先・株主とのエンゲージメント

米本 明弘 様

九州M&Aアドバイザーズ株式会社　
代表取締役

角 知篤 様

NOBUNAGAサクセション株式会社　
代表取締役社長

鈴木 康之

株式会社日本M&Aセンター
専務取締役 営業本部長
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代につなぐための企業をどう残していくか、これは地域全体で取

り組むべき課題です。

　解決のためのネットワーク強化には様々な方法がありますが、

地域のキーマンへのアクセス強化が重要です。熊本と比べ、

当社が拠点を置く福岡のマーケットは数倍の大きさがあります。

新しくビジネスに参入する者にもチャンスがあり、九州の中で最

も早く、幅広い情報が入ってくる商業都市だからこそ、事業承継

やM&Aといった会社の根幹にかかわる話については、身近な

キーマンを頼りにすることが重要です。薄い情報だけでは、どれ

だけ高い営業力があってもビジネスを発展させるのは難しいで

すから、深い情報をいかに広く取っていくかが鍵になりますね。

角　金融機関最大の強みは、地域

における広く深いネットワークです。

社長の性格や地域経済における

ポジションなど、深い情報を幅広

く把握していることが、受託獲得に

おいて非常に大きな役割を果たし

ています。

その後、成約を目指す段階では、これまで社外のアドバイザー

だった日本M&Aセンターのコンサルタントと、今では同じ会社の

仲間として成約につなげるためのアプローチについて議論をする

ことができます。経営層としては、会議の場で日本M&Aセンター

HDの三宅社長から最新の業界動向なども得られています。こうし

た経営への日本M&AセンターHDの参画は、合弁会社だからこそ

の利点だと思いますね。

米本　ともに仕事をするようになってから、日本M&Aセンターの

テレアポ手法は非常に参考になっています。初年度は認知度向上

を目指し、セミナー開催やメディア露出とともに、ダイレクト営業に

注力しました。「会いたい」という気持ちが伝わるテレアポは、肥

後銀行の出向者にとっても学びの機会となり、日本M&Aセンター

からの出向者も肥後銀行の顧客対応から多くを学んだようです。

業務を通じての相互学習により営業力が着実に向上し、設立初

年度は、肥後銀行の基盤である地元・熊本以外の新たなエリアで

20件の契約を獲得し、想定以上の成果を実感しています。

鈴木　合弁事業の大きなメリットは二つあります。第一に、リア

ルタイムで地域の課題を共有し、一体となってサービスを提供

できる点です。第二に、お客様が求める『安心・安全』を一つの

形として実現できた点です。M&Aに関するトラブルが報道さ

れ、お客様も不安を感じる中、昔から付き合いがある地域の金融

機関と、業界のパイオニアである日本M&AセンターHDがしっ

かりとタッグを組むことで、多くのお客様に信頼を得られる要

因となっています。

お客様の成長、地域の成長とともに
自らの成長を目指す

角　2024年度は50件を超える受託を達成し、2025年度に入

り大型案件を成約するなど、着実に成長できていると考えて

います。

今後の成長に向けては、地域の潜在ニーズを拾い上げる新た

なネットワークづくりが当面の課題です。コアな情報の取得ルート

は十六FGのネットワークになりますが、日本M&Aセンターは会計

事務所、証券会社、メガバンクなど多様なネットワークで全国から

広く情報を収集・蓄積しているので、その辺りのノウハウを教えて

いただけると有難いですね。現在、さらなる成長の加速のため

に、人材の強化にも取り組んでいます。これまでは約10名のコン

サルタント体制で運営してきましたが、2025年４月から新たに数

名の増員を行い、今後も計画的に拡大していきます。より多くの

案件に対応できる体制を整え、地域のニーズに即したサービス

を提供する準備を進めています。

米本　当社は現在、福岡を中心に

事業を展開していますが、中長期

的には名実ともに九州全域を活

動範囲とする会社になることを目

指しています。

個別の案件におけるノウハウ

の提供はもちろん、九州経済の振興という点では日本M&Aセ

ンターのFukuoka PRO Market支援事業※2やファンドなど

M&A周辺領域での多様な事業展開にも期待しています。その

一環として、肥後銀行も出資している南九州３県に特化した南

九州サーチファンドがありますが、今後も一緒に九州経済を盛

り上げていきたいと思っていますので、頼りにしています。

鈴木　ありがとうございます。今後も各地域で提携先の皆様と

ともに、一歩ずつ誠実に、お客様に寄り添って課題解決に貢献し

ていきたいと思っています。

合弁事業の展開については、７月に沖縄銀行と「おきぎんサ

クセスパートナーズ（沖縄県）」を設立しました。今後も地域の

課題解決を目指す上で合弁が最善であれば積極的に検討した

いと考えています。現在、M&A業界は転換期にあり、市場環境も

大きく変化しています。これからも正しく、コンプライアンスに則

り、お客様に喜んでいただけるM&Aに取り組んでまいります。

地域金融機関合弁事業鼎談

※1 倒産：帝国データバンク、全国企業倒産集計2024年度報
休廃業：帝国データバンク、九州企業「休廃業・解散」動向調査（2024年）、2025年１月31日

※2  福岡証券取引所が2024年12月に国内２つ目となるプロ投資家向け株式市場を新たに開設。
日本M&Aセンターは上場審査を担うF-Adviser資格を取得した。

顧客・提携先・株主とのエンゲージメント
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2024年度（実績） 2025年度（目標）

全社指針：一人当たり売上高の向上

一人当たり売上高

一件当たりM&A
売上高（単価）

一件当たりM&A
売上高（単価）

一人当たり
成約件数

リードタイム

成約率

＝ ＝× ×
（短縮）

×

Message
バリュー推進本部長メッセージ

事業戦略

リーディングカンパニーの専門家集団として、
最高の成約件数へと導く新たな価値の創出
2022年10月、日本M&Aセンターは、それまでは案件の個別サポートを中心に活動していた専門家チームを再編し、品

質本部を設立しました。これにより、専門家による業務範囲をリスク管理まで拡大しました。

2025年度には、これまで培ってきた経験と知識を基盤に、品質を守るだけでなく、さらなる価値を創出する攻めの本部として新たなスタートを切るべく、名称をバリュー推進本部

に変更しました。変化に強い企業を目指し、営業本部への支援を一層強化するとともに、全社的な業務の効率化を実現していきます。

私たちバリュー推進本部は、「リーディングカンパニーの専門家集団として、最高の成約件数へと導く新たな価値の創出」をスローガンに掲げています。「生産性」と「ナレッ

ジ」の強化に取り組み、リーディングカンパニーとしての地位を確立し、業界をリードする存在であり続けることを目指します。

案件化※期間の短縮と成約率の向上
生産性の向上に関して、私たちは案件化期間の短縮と成約率の向上を目指しています。

具体的には、2024年度には全案件の半数以上が60日以内に案件化されました。2025年

度もこの比率を完全に定着させることを目指すとともに、譲受け候補企業との提携仲介契約

の締結後の成約率をより高い水準に引き上げることを目標としています。この取り組みによ

り、一人当たり売上高の増加を図り、企業価値の向上を実現します。

ナレッジデータベース構築
ナレッジの活用については、デジタル技術を活用した情報の集約と分析により、業務から

得た情報や成果を体系化し、業界最高峰のナレッジデータベースを構築することを中長期的

に目指しています。具体的には、過去の案件分析や成功事例・ブレイク事例等に関する情報

を集約し、M&Aコンサルタントが迅速にアクセスできるようにします。これにより、M&Aコンサ

ルタントとバリュー推進本部内双方の生産性を向上させ、より高い付加価値を提供できる体

制を整えます。

 全案件の半数以上を60日以内に
案件化

  新規買い受託件数 1,495件
（前年対比 +18.9％）

 「全案件の半数以上を60日以内に
案件化」のさらなる定着

  譲受け候補企業との提携仲介契約締結
後の成約率 のさらなる向上

※企業評価書や企業概要書の作成等、マッチングに向けた準備。

生産性の向上

ナレッジの活用

能登 雄太
株式会社日本M&Aセンター  
取締役上席執行役員
バリュー推進本部長
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Message
マーケティング本部長メッセージ

事業戦略

仲川 薫

CBO
株式会社日本M&Aセンター
取締役上席執行役員
マーケティング本部長

日本M&AセンターのValueを世界へ
私たちの目指すところは、顧客満足度を向上させることにより、ブランドのロイヤルティを高め、ブランド価値を向上させるこ

とです。顧客満足度の見える化や客観的評価の獲得を通じて、業界内での競争力を一層強化していきます。これにより、成

約実績№１を継続するとともに、顧客満足度を向上させ、量・質ともに業界のリーダーとしての地位を確立することを目

指します。

顧客ニーズの多様化や市場環境の変化に迅速に対応するため、従来の組織を再編成し、マーケティング本部を新設しました。この新しい組織は、持続可能な成長を実現するた

めの戦略を強化する役割を担っています。マーケティング、顧客満足、ブランディング、IT・DX、データマネジメントの５つのミッションを掲げ、各領域での連携を進めながら進

化を目指します。これにより、マーケティング、IT、ブランディングの力を結集し、最高の成約件数を推進することに最大限貢献していきます。

急速に進化するIT及びAIの技術に対応
AIやITは急速に進化しており、M&A業界のマーケティング戦略もデータや

ITの力を最大限に活用します。特にAIの進化は、顧客との接点を効果的に築く

上で重要な要素となってきています。この変化に適応することで、顧客のニー

ズに迅速に応え、より効果的なコミュニケーションを図っていきます。

顧客満足度のさらなる向上
顧客満足度をさらに向上させるための取り組みを継

続してまいります。特に力を入れているのは、成約式

の実施と顧客満足度調査です。成約後のお客様を対

象とした顧客満足度調査アンケートの総合平均点は

88.7点と高評価をいただいていますが、アンケートの

回収率は40%にとどまっています。これを60%まで引

き上げ、お客様の声をより多く集めることで、さらなる

顧客満足度の向上をサポートしていきます。

マーケティング戦略

顧客との信頼関係強化
M&A仲介業者の急増に伴う競争激化や、一部の不適切な譲受け

企業の出現により、顧客の不安が広がっています。こうした状況にお

いて、私たちの価値を十分に理解していただき、信頼できる情報を提供することが一層重要になっていま

す。そのため、私たちは新たにブランドムービーを制作し、私たちが届けようとしている最高のM&Aとは何か

をより感情的に分かりやすく表現することで、当社グループの価値を伝えることに注力しています。

また、創立の歴史や強みを一冊に集約したブランドバイブルを作成し、全社員が統一したメッセージを

発信できるようにすることで、顧客との信頼関係を強化しています。

ブランディング戦略

顧客満足

新規開拓を促進するリアル・デジタルマーケティングの進化
リアルとデジタルを組み合わせた、マーケティングを推進しています。例えば、リアルなマーケティングセミ

ナーの開催を通じて、お客様との接点を増やし、商談の機会を増やしています。それと同時に、セミナーに参

加されたお客様に対して、デジタルを活用して検討期間に合わせた長期的なフォローアップ施策を行ってい

ます。 ITやデータマネジメントの力を使うことで、従来は難しかった長期フォローが、より効果的・効率的にで

きるようになってきています。

IT・DX、データマネジメント

2024年度（実績）

 成約式実施率
83.9％

 顧客満足度調査
アンケート総合
平均点88.7点
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中村 眞理子様中村工芸株式会社

― いつ頃からM&Aを検討し始めましたか。
社長である夫が50代後半に差し掛かった頃から、金融機関

より「後継者は決まっていますか？」と聞かれるようになりまし

た。私たちには子どもが３人いましたが、一番上の子でまだ 

20代でしたので従業員たちを引っ張っていくには難しい。

そこで、事業承継の手法の一つとしてM&Aを考えるようにな

り、少しずつ情報収集を始めました。１年ほど情報収集に動きま

したが、いずれも不安が先行してM&Aの検討を具体的に進める

までには至りませんでした。M&A後に会社はどうなるのか、どう

交渉を進めていくのがいいのかという具体的説明があまりなく、

「利用されるだけで会社を乗っ取られるのではないか」という

M&Aに対する先入観が払拭できなかったんです。

― そうした中で、 日本M&Aセンターに任せようと
　 思われたのですね。
担当M&Aコンサルタントの方がいらっしゃって、まず私たち

の希望条件を丁寧に聞いてくれました。希望したのは、社名も

従業員の処遇もそのまま、さらには私たちも同じ役職のまま継

続勤務すること、つまり「何も変えない」ということでした。こ

の条件を聞いた上で、「大丈夫です。その条件でM&Aができ

ますよ」と言ってくれて、過去のご経験から具体的に説明をし

てくれたんです。それが日本M&Aセンターに任せようと思った

最大の決め手になりました。

― 提携仲介契約を締結してから、
　 どのように交渉が進みましたか。
契約から ３か月ほどで３社から手が挙がりました。その後２

社とトップ面談をして、そのうちの１社がリープテックでした。

お相手探しには４、５年かかるだろうからゆっくり探せばいいと

思っていたので、こんなに早く巡り合えるとは思いませんでした。

― 交渉においてM&A仲介会社に任せたメリットは
　 感じましたか。
交渉中は様々なことが起こりますし、不安にもなります。担

当の方は社長が不安になって度々電話をかけても、いつも親

身になって話を聞いて解決してくれました。困ったことが起こっ

た際には冷静な判断で的確に対応してくれて、安心して任せ

られました。

また、日本M&Aセンターは業界最大手なだけあって会社の

体制がしっかりしていて、各部署が連携して滞りなく交渉が進

められたのも良かったですね。

― M&A成約式を行ってから３年が経ちましたが、
　 どんな変化がありましたか。
課題だった営業を強化することができ、売上が毎年昨年対比

で6,000万円ほど上乗せできています。商圏も関西中心でした

が、東京にショールームを出して本格的に関東に進出しました。

― M&Aという選択を振り返っていかがですか。
間違っていなかったと思います。やはり、従業員の幸せ、将来に

わたる安定が一番大事です。その点、業界で太いパイプをもつ

リープテックと手を組むことができてよかったと思います。

（左）株式会社リープテック代表取締役宮崎祐一様
（右）中村工芸株式会社代表取締役中村弘様（役職はM&A実行当時）
※2021年ご成約

※情報はM&A実行当時

譲渡企業インタビュー／中村工芸様 ─ 私の最高のM&A
顧客・提携先・株主とのエンゲージメント

 中村工芸株式会社
（大阪府東大阪市）
  事業内容：特注家具の製造販売
 売上高：約2.6億円
 従業員数：18名

 株式会社リープテック
（大阪府大阪市）
 事業内容：家具・建具卸売業
 売上高：約15億円
 従業員数：27名

譲渡企業 譲受け企業

時間をかけて考えた事業承継
この選択は
“間違っていなかった”
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Message財務戦略

CFOメッセージ

持続可能な成長への戦略的アプローチ
当社グループは、2027年度までに連結売上高540億円、

連結経常利益200億円を目指す第４期中期経営目標を掲

げ、M&A仲介事業のリーディングカンパニーとして着実な

成長を実現するための戦略を進めています。この目標達成

のためにはM&Aを取り巻く外部環境の変化を見据えた各種

施策に加えて財務体質の強化が必要不可欠です。そして確

実な成長を遂げることでしっかりと利益を計上し、株主の皆

様への長期的な利益還元を経営の最重要課題として位置

づけています。

特に、M&A仲介事業は現預金が蓄積されやすいため、こ

の現預金を中長期的な成長を促進する投資へと戦略的に

活用することで、当社グループの持続的な成長と財務体質

の強化を図ってまいります。具体的には、蓄積された現預金

をファンドビジネスや当社の中長期的な成長を支えるため

のAI・DX投資等を積極的に行うことで、さらなる成長の基盤

を整えるとともに持続可能な成長を実現するための道筋を

立てていきます。このように、現預金を当社の成長のために

積極的に活用しつつも、財務体質の強化と安定した株主利

益の確保に努め、現預金を適切に配分することで株主の皆

様に対しても安定した利益還元を行うとともに、企業価値の

向上を目指しています。

ROE重視の経営戦略
ROE（自己資本利益率）は、当社グループの経営戦略にお

ける重要な指標です。第４期中期経営目標においては最終

年度までにROE25%を目指している中、2024年度のROE

持続可能な成長を支える
財務戦略の展望

楢木 孝麿
取締役副社長　CFO

積極的な成長投資と安定した
株主還元の両立
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財務戦略

は24%となり、着実に目標に向かって進捗しています。ROE

は企業の資本効率を示す指標であり、利益率の高い当社に

とって、持続的な成長を支える重要な要素です。このROEを

高めることは株主価値が向上するだけではなく、投資家から

の信頼向上にもつながります。

当社グループはROE20%を下限値と設定しています。こ

の下限値を維持するべく、着実に収益を確保しつつもコスト

管理の徹底や新たな収益源の開発が不可欠だと考えてい

ます。具体的には、ファンドビジネスやAI等を活用したM&A

仲介ビジネスの成約期間の短縮・業務効率化を図る等の施

策により、収益基盤を拡充しつつ不要不急の経費を抑制す

ることで収益の最大化を狙っています。もしROEが20%を

下回るような状況が発生した場合は自己株式の取得の検討

などにより資本効率の維持・向上に努めてまいります。

株主還元に対するコミットメント
第４期中期経営目標において、配当性向を60%以上と

することを基本方針としています。この基本方針に則り、

2024年度には１株当たり23円の普通配当に加え、株主優

待制度の廃止に伴う特別配当６円を加算し、年間配当金を

29円とした結果、配当性向は84.0%となりました。2025年

度においても、配当性向60%以上の基本方針を維持しつ

つ、2024年度と同額の１株当たり29円（普通配当23円、

特別配当６円）の配当を予定しています。

2025年度においても特別配当６円を残す理由としては、

当社の配当の基本方針通り普通配当を23円に据え置く一

方で、2024年度の１株当たり29円の配当水準を維持し、

減配を回避するためです。株主の皆様に対する長期的な利

益還元を経営の最重要課題としている当社は上場来、減配

をせずに累進的に配当を実施してまいりました。この中期

経営目標期間中においても上記方針を維持し、稼得した収

益をしっかりと株主の皆様に還元してまいります。

当社は引き続き株主還元を重視し、安定した配当を確保

するための取り組みを継続してまいります。配当性向を高

めることで、株主の皆様に対する信頼を築き、長期的な関

係を維持していくことが私たちの責務です。今後も、株主

の皆様に対して透明性のある経営を行い、持続可能な成長

を実現することがCFOである私の責務だと考えています。

配当金額と配当性向の推移※ 株主資本とROE（自己資本利益率）の推移

配当金額 配当性向

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（予想）

2021年度

年間配当
18円

配当性向
52.0%

配当性向
77.3%

配当性向
69.6%

年間配当
23円

年間配当
23円

年間配当
29円

年間配当
29円

（内、中間配当１４円） 

年間配当
29円

（うち、中間配当１４円） 

配当性向
84.0%

配当性向
83.6%

記念
配当分

3円

特別
配当分

6円

（円）
30

（%）
90

25 75

20 60

15 45

10 30

5 15

0 0

株主資本 ROE

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
（予想）

2021年度

24.0

18.7

21.8 22.9

24.1

（百万円）
60,000

（%）
30

50,000 25

40,000 20

30,000 15

20,000 10

10,000 5

0 0

中期経営目標期間中の「配当性向60％水準以上」の
基本方針は継続

ROEは２0％台で推移
※ 2021年4月1日の株式2分割考慮後

Message    CFOメッセージ
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育成の重要性を再認識した2024年度
当社の全社員に共通して必要となるのは、圧倒的な自己

成長意欲と社会的使命感です。この意識を基盤に、育成の

重要性を再認識した2024年度、当社の人材戦略はこれま

での取り組みを基盤に、さらなる進化を遂げています。

経営トップ自らが実行する人材育成から、より組織的な人

材育成への移行を掲げ、2020年度に「人材ファースト戦

略」を策定したことは、その重要な節目となりました。研修

の体系化や従業員サーベイの実施による社員のモチベーシ

ョンのモニタリング等に着手しました。2023年度には、採用

と教育、と機能別に分かれていた人材・人事部門の組織体

制をミッション別チームへと移行し、「採用～育成～活躍支

援」を一貫して推進する体制を構築しました。

中長期的な成長を見据え、採用に対する意識は高く、

2024年度にはM&Aコンサルタント120名の純増という高い

目標が掲げられました。こうした高い目標を掲げる人材・人

事部門にCHROとして着任したのは2024年６月のことでし

た。上半期までは概ね順調に採用が進んでいましたが、下

半期に入ると育成の進捗状況を鑑み、現場でのOJT教育を

さらに充実させる必要が生じました。そのため、より厳選し

て採用する方針に切り替えました。私自身、M&Aコンサルタ

ントとそれを支えるスタッフにおいて、真のプロフェッショナル

としての質の確保に向けた取り組みが重要であると感じて

おり、「育成と学習の重要性」が人材部門、現場、そして経営

の共通認識となりました。

この認識を踏まえた育成面の対応として、M&Aコンサルタン

トについては、初期教育時のカリキュラムの入れ替えや、育成

サポートのリスト化・見える化・型化を行いました。また、コーポ

レートスタッフに対しては、これまで実施してこなかった全社的

な教育を若手社員向けに実施しました。採用も重要ですが、そ

の後の育成と定着、活躍支援からキャリア開発まで、長いスパ

ンで人材の成長を図る基盤を構築することを目指しています。

まず最初の入り口段階でいうと、採用したM&Aコンサル

真のプロフェッショナルとして
自律的に成長し続ける人材を支援

武田 安央

取締役コーポレート本部長 
CHRO

Message人材戦略

ＣＨＲＯメッセージ

Ｖａｌｕｅを創出するプロフェッショナルな
人材づくり
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タントが人材部門による１か月の研修を経て現場OJTに進

む際に、「何ができて何ができないか、現場では何をどういう

順番で教えてほしいか」をリスト化し可視化する、いわば育

成マニュアルのような「教育する人を教育する」仕組みの構築

を行っています。OJT教育を担当する先輩社員だけでなく、

グループリーダー（以下、GL）や部長にも育成に取り組んでも

らうため、その共有化を進めています。

結果として、2024年度は71名の純増にとどまりましたが、

M&Aコンサルタントの採用数はここ数年と比較しても多い状

況です。また、育成面については、初期教育の目安として設定

している新規受託契約や成約に関する目標が、近年の低下傾

向から回復したことを一定の成果と捉えています。

全社員一人当たり売上高の拡大へ
私たちコーポレート部門が今、最大の目的としているの

は、全社員一人当たり売上高の拡大に貢献し、当社グルー

プのValueを向上させることです。その実現には、二つの条

件が求められます。

まず一つは、M&Aコンサルタント一人当たり売上高の拡大で

す。人員増加を上回る売上成長に向けて、人材の育成と定着へ

の取り組みを強化します。当社グループでは、入社後３年から４

年でM&Aコンサルタントがしっかり育ち、成績が大きく伸びるた

め、売上成長には育成とともに定着支援・活躍支援が重要です。

もう一つは、M&Aコンサルタントを支えるコーポレートスタッ

フの適正な人数バランスです。仕事量の増加に合わせていた

ずらに要員を拡充するのではなく、教育の機会を設けて一人

ひとりの能力を高めつつ、デジタル活用を進めて業務効率を

改善し、一定人数のもとでサポートの質的向上を図ります。

現在、新人M&Aコンサルタントの育成は、入社時の教育と１

年間の「ニコイチ制度（２ｉｎ１制度＝先輩社員と新人が１対１で

ペアとなり、共同で予算達成を目指す育成制度）」を実施して

いますが、今後はプラス２年間ほどの育成支援を導入し、入社

から３年目までの新人にしっかり並走していく考えです。その中

で、戦力化が遅れている新人に対しては、これまで現場中心だ

った育成を人材部門でサポートしていくことを検討しています。

こうした取り組みを進めていく上で、人材一人ひとりについて

「何が足りていて、何が足りないか、将来は何がやりたくて、その

ために何が必要か」といったことを可視化するスキルマップを作

り上げる必要があります。そのデータをいかに活用し、人材育成

に反映していくかが2025年度の大きな課題と認識しています。

育成マニュアルやスキルマップのようなコンピテンシーの可

視化強化策と、商談プロセス管理の細分化、標準化による案件

マネジメントの可視化強化策はいずれも「型化」という共通の手

法です。型化により、将来的にはモニタリングの数値化が可能

になり、当社の人材戦略のさらなる高度化が実現できると考え

ています。

人材の定着とボトムアップの強化
M&Aコンサルタントの定着状況について、満３年以上在籍

している社員の離職は減少傾向が続いており、定着が進んで

いることがうかがえます。一方で、成約経験が少ない新人層

においては、依然として一定数の離職が見受けられます。こ

の離職の要因として、業務難度の高さが影響していると考え

られます。M&Aコンサルタントの業務は非常に複雑であり、

税務、経理、財務、人事、マーケティングなど幅広い知識を備

えつつ、経営者の悩みに寄り添う姿勢が求められます。当社の

人事データによれば、入社１年目で成果を上げられなくても、

３年目以降に大きく活躍し、ＧＬに昇格する人材も少なくあり

ません。しかし、１年目の段階で自身が描いていた成果を出す

ことが難しい場合もあり、その結果として早期に離職を選択

するケースが見受けられます。

こうした状況を踏まえ、当社はニコイチ制度の後に続く、長

期的なメンター制度の導入を検討しています。この制度の実

施にあたっても、「教育する人を教育する」ことが重要である

ため、まずはそのための準備を着実に進めています。

一方、全社員を対象に毎年に実施している「社員エン

ゲージメント調査」では、2024年度の他社比較分析にて高

水準のエンゲージメントスコアを獲得しています。また、経営

トップの考えが他社に比べて浸透しているという特徴が見ら

れました。その一方で、ボトムアップのさらなる強化が求めら

れています。

ボトムアップの強化を図るため、10名前後の社員から経営

陣・本部長が質問を受ける形で意見交換を行う「ツーウェイ

トーク」の場を設け、経営に活かしていく取り組みを開始して

います。

当社グループは、世の中に必要不可欠な役割を担ってい

ます。このミッションを意識し、真のプロフェッショナルとし

て自律的に成長し続ける人材とともに社会に貢献するため

に、コーポレート部門の機能をさらに高めてまいります。

Message    ＣＨＲＯメッセージ

人材戦略
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①プロフェッショナルな「Ｍ＆Ａコンサルタント」

社会課題である中堅・中小企業の存続と発展、ひいては日本経済の経済成長を支えるた

め、中小企業のみならず、総合的サポートができる素養を持ち、最高のM&Aにつながらない

場合はディールを止める事もできる。その為に、最初の３～４年で10件程度のM&A成約の

経験を積み上げる成長を自ら追い求める人材。

②プロフェッショナルなスタッフ

問題に気づき自ら解決策を提案する力や、解決策の汎用パターンを型化し効率的運用や

DX活用に活かして高度化する力を持ち、その分野の業界における第一人者となり得るスキル

を身に付けている。その上で、専門分野の個別最適だけでなく全体最適を見られる視野の広

さを持ち合わせる人材。

中堅・中小企業のM&A仲介業は、当社が生み出したビジネスモデルであるため、採用市場

には即戦力となる人材がほとんど存在しません。そのため自社にて、潜在能力の高い優秀な

人材を採用・育成し、中長期にわたり活躍ができる環境を整えることが、当社の「成長」と「成

功」に起因すると考え、採用～育成～活躍支援までを一気通貫した体制で推進しています。

組織設計においては、多種多様な人材を組織に取り込めるよう、一人一人の経歴や適性

を丁寧にレビューした上で、新卒採用・中途採用いずれにおいても、配属部署や職種を決定

一気通貫の採用～育成～活躍支援体制

しています。入社後は１か月から２か月にわたりじっくりと導入研修を行い、未経験者であっ

てもM&Aコンサルタントとして一人前になるまで、しっかりと活躍支援する体制を整えていま

す。これらの理念は、2020年度に掲げた「人材ファースト」の旗の下、社員のキャリアに寄

り添う組織体制の強化を目指しています。

当社グループが考えるプロフェッショナルとは、次の通りです。

日本M&Aセンターグループの最重要な経営資源は、“人材” すなわち“社員”です。社員の成長と活躍があってこそ、「最高のM&Aをより身近に。」というパーパスの実現が可能となります。

したがって、社員が活き活きと働くことのできる組織や環境の構築は、マテリアリティの最重要な構成要素であると考えています。

当社が全社員に求める資質は、「圧倒的な自己成長意欲」と「社会的使命感」です。この二つの資質を持つことで、社員は自己の成長を追求しつつ、社会に貢献する意識を持って業務に取

り組むことが期待されています。

このような環境を整える中で、当社では2022年度に制定したフィロソフィーの浸透に注力しています。フィロソフィーは、パーパスを実現するための全社員の行動規範・判断基準として位

置づけられ、採用基準や人材育成、人事評価に至るまで共通の指針となっています。フィロソフィーの浸透を基盤に、次の段階として、2024年度からの経営テーマ「自律したプロフェッショ

ナル集団へ！」を掲げ、社員一人ひとりのプロ意識の醸成や成長支援に向けて、様々な施策を立案し、その活動を展開しています。

好循環

人材の取り組みの全体像

組織文化

持続可能な
組織づくり

優秀な人材の
採用

社員エンゲージ
メントの向上

人材の早期
育成・戦力化と

定着

健全で
多様性のある
組織づくり

活躍する
社員に報いる
仕組み

Human Resources人材の取り組み
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人材の取り組み

人材育成については、目的別、階層別の研修プログラムを策定し、充実したカリキュラム

に基づき体系的な教育を実施しています。Ｍ＆Ａコンサルタント及びコーポレート・スタッフ

それぞれに対し、「経営幹部」「中間マネジメント」「メンバー」の３階層の人数比と経験

値を見ながら、年度毎の注力対象を決めています。2021～2022年度には、グループリーダー

や課長などの中間マネジメント層の強化を行ってきました。積極的な採用活動により若手人

材の層が拡大しているため、１年目の社員には、「ニコイチ（２ｉｎ１）」としてオンボーディン

グを支援する先輩社員をメンターとしてアサインし、共同で予算達成を目指す育成制度を導

入したほか、４年目前後の社員には、レポートライン上の指導者だけではなく、別部署のメン

ターを設定し、育成、離職防止とキャリア開発を促進する支援を行っています。

2024年度の全社の退職率は14.9％でしたが、中長期的には12％前後の水準の維持を目

標としており、評価制度の見直しやキャリアプランの整備など定着率改善のための取り組み

を推進しています。

採用活動においては、毎月実施している社長をはじめとする役員が登壇するイベントや、

学生向けにはインターンシップやワークショップ、YouTube配信などを活用して積極的に情

報発信を行い、当社グループの事業内容や成長戦略への理解を深める取り組みを実施して

います。2024年度に実施した学生向けのサマーインターンシップは、「就活会議」が行う「学

生が本当に行ってよかったINTERNSHIP 2025」表彰の「自己成長につながった部門」で

１位に選ばれました。

また、パーパスへの共感性の高い人材を確保するため、現役社員からのリファラル採用に

も力を入れています。

2.3件

売上高予算を持つコンサルタント
一人あたりの年間平均成約件数

（2024年度）

224.4時間

入社３年未満コンサルタントの
一人あたり研修時間

※但し、参加者限定研修を含むと

260.4時間

（2024年度）

YouTube配信企画　M&Aコンサルタントへの１日密着動画や中途新入社員向けの入社時研修の様子、
M&Aコンサルタントのキャリアストーリーに関する動画等を公開しています。
https://www.youtube.com/@nihonma/videos

優秀な人材の採用 人材の早期育成・戦力化と定着
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人材の取り組み

トップマネジメントからの特別研修

社長や役員が直接の指導役となり、中核コンサルタントや若手コンサルタントに対して、基本

合意～成約までのケーススタディ紹介、ロールプレイングやディスカッションを通じて、顧客

に寄り添う姿勢や実践的なノウハウを習得する機会を提供しています。また、当社はリーディ

ングカンパニーとして業界全体の人材レベルの引き上げや品質向上に寄与することを目的と

しています。

・若手コンサルタント育成

・トップコンサルタント育成

・エグゼクティブ・コーチング

新入社員研修

新卒採用・中途採用問わず、職種ごとに１か月から２か月間にわたって丁寧に研修を実施し

ています。内容としては、基本的なビジネスマナー、M&A仲介業界の知識だけではなく、コン

プライアンス教育にも注力しています。

管理職・次世代経営研修

新任のマネージャーをはじめ、管理職・次世代経営のマネジメント力強化は当社ビジネスの

成長に不可欠な重要事項と捉えています。生産性・業務効率を考慮しながらのタスク・マネジ

メントやピープル・マネジメントを養ってもらいます。

・部長研修

・マネジメント研修

研修制度について一部を抜粋して紹介します。

研修ピラミッド

経営者合宿
エグゼクティブ・コーチング

360度評価
役員1on1面談
幹部合宿
部長合宿
部長研修

マネジメント研修（M&Aコンサルタント）
グループリーダー合宿
（M&Aコンサルタント）

マネジメント研修（スタッフ）

トップコンサルタント育成
（M&Aコンサルタント）

新入社員育成プログラム
OJT・メンター制度（M&Aコンサルタント）

次期管理職研修（スタッフ）

ベーシックスキルトレーニング
（スタッフ）

若手コンサルタント育成
（M&Aコンサルタント）

デール・カーネギー・トレーニング
新入社員研修

キャリア開発プログラム（スタッフ）

経営
執行役員

次世代経営
部長

管理職以上

海外学術機関派遣

若手～管理職

女性リーダー
異業種交流

管理職
グループリーダー・課長

若手・中堅

新入社員

会社の成長戦略の
創造・実行

次世代を担う人材としての
知識・マインドの醸成

マネジメントスキルの習得

早期戦力化・TOPプレイヤーの輩出
個人のパフォーマンス向上

ビジネスパーソン・M&Aプレイヤー
としてのベースの構築

目的 対象

育成強化の柱
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人材の取り組み

業務効率化と働き方

グローバル企業である当社グループは、各国が定める法令・規則について、制定された目

的を理解し、誠実に遵守しており、日本国内においては労働基準法に基づいて社員代表と

「時間外勤務及び休日勤務に関する協定（36協定）」を締結し、適正な労働時間を遵守し

ています。業務の効率化を推進し、長時間労働の削減により、個人・家庭生活及び仕事の面

で精神的・健康的・経済的に豊かでバランスの取れた状態を目指しています。コーポレー

ト・スタッフ系を対象としたフレックス勤務制度の導入や、一部の部署では個人の固定席を

設けず業務内容などに応じて自由にその日の座席を選択できる「フリーアドレス」を導入し、

社内コミュニケーションの活性化と業務効率の向上を図っています。

健康で安全な職場の実現

社員の健康は、会社の成長と成功における必要条件です。当社は、2024年４月に当社グ

ループ健康保険組合を設立しました。同組合では選択型福利厚生制度「３KMプラン（カ

フェテリアプラン）」を導入しており、従業員各自が付与されたポイントを使って、健康増進

やリフレッシュなど、自由にメニューを選択することができます。

健康診断の受診率は引き続き100％を実現しており、健康診断費用については法定項目を

大きく上回る水準の会社補助を行っています。毎年行うストレスチェックのリスク指標において

も、全国平均を大幅に下回る結果となっています。また、必要に応じて産業医やメディカルカウ

ンセラーによるカウンセリングが受けられるよう支援体制を拡充しています。2024年７月から

は社員向けの『人事ポータルサイト』をオープンし、上記カウンセリングの窓口を明記したほか、

労務・人事関連の問い合わせFAQの整備、窓口の明記を行いました。いじめやハラスメント、

その他労務に関する相談・通報は、内部相談・通報窓口でも受け付けています。  P.68 参照  

ほかにも、MA６（「みんな（Minna）でアフター（After）６」の略）の課外活動や全社

ゴルフ・コンペ、フィナンシャル・ランナーズ駅伝大会への参加推進等、社員によるスポー

ツ活動を積極的に支援しています。このように当社では健康経営の一環として社員が活き活

きと健康で安全に働くことができる職場環境の整備に努めています。

健全で多様性のある組織づくり
育児との両立支援

子育て中の社員に対して、ベビーシッターの支援金制度や、小学４年生の始期に達するま

で短時間勤務を延長できる制度を設けており、家庭との両立に向けて制度拡充を行ってい

ます。2024年度は新たに子の看護休暇を有給化したほか、子が１歳になる前に復帰した社

員に対して保育料を支援する早期復職支援策を試験導入しました。 

社員国籍の多様化

事業のグローバル化の進展に伴い、外国籍社員及び海外現地社員の登用を積極的に進め

ています。機会均等や人材の相互理解の観点からも、海外拠点社員と営業活動の方法や市場

環境に関する情報交換を行う勉強会や海外会計事務所の研修ツアーなども開催しています。 

多様な知見を持った社員

当社は、中途採用において多様なバックグラウンドを持つ人材を積極的に受け入れていま

す。特に金融業界出身者が多いものの、IT・情報通信業界、メーカーなど、M&Aとは異なる

業界出身者も活躍しています。

中途社員の出身業界の構成比

※ 本データは、2024年度に中途入社した社員の合計139名を対象としています。
※また、本データはTSR業種コードに準じて分類されています。

連　結

その他 9％

運輸・郵便 2％M&A仲介 2％

サービス 
3％

コンサル・
士業 6％

商社 4％

建設・
不動産
7％

人材サービス
11％ メーカー 14％

IT・情報通信
17％

金融 24％
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人材の取り組み

ダイバーシティ＆インクルージョン推進

多様性こそがイノベーションを生み出すという思想のもと、ダイバーシティ＆インクルー

ジョン（D&I）を推進しています。2022年度に特に緊急度の高い分野として「女性活躍推進

プロジェクト」を立ち上げ、2023年度以降、各種数値目標も設定し、本格的にD&Iの取り組み

を展開しています。

特に、女性M&Aコンサルタントが自らのキャリアを描き、活躍できる仕組みづくりは当社

の成長戦略の重要な一環です。2024年度の取り組みの成果として、若手優秀層向けの管

理職の登竜門となる研修において、女性参加者の比率が19.4％（2025年3月期実施回）

となりました。なお、2024年度末時点でのM&Aコンサルタント職に占める女性比率は約

10％でした。

また、年に１～２年に１回実施している社員サーベイにおいて、職場の多様性を図る設

問のスコアが3.75（2023年度）から3.84（2024年度）へと向上しています。

多様な視点が生む提案力こそが、中堅・中小企業の未来を支える力になると信じてい

ます。

人権に関する取り組み

当社では、国際連合が提唱する「国連グローバル・コンパクト（以下、UNGC）」に賛同

を表明する署名を行っており、世界人権宣言や国連「ビジネスと人権に関する指導原

則」、ILO中核的労働基準の４分野全ての考え方を尊重し、グループコンプライアンス基

本指針において人権尊重の取り組みを推進しています。採用や登用においては、国籍・人

種・宗教・出身地・性別・年齢・障がいの有無等での差別を行わない方針を堅持しています。ま

た、子どもの人権に関し、特別な配慮が必要であるとの認識のもと、「子どもの権利とビ

ジネス原則」の国際規範に賛同し、事業における子どもの権利の保護と推進を図ります。

フィロソフィーを指針とした人事評価制度

採用における選考基準や、社員の人事評価における評価項目は、フィロソフィーを軸に設

計しています。フィロソフィーをより具体的に体現し、定量・定性いずれの目標も高く達成した

者が高い評価を得る仕組みを取り入れています。その評価結果は上司との定期的な１on１

面談によりフィードバックされます。

また、執行役員以上の社員にはリーダーシップ醸成の観点から「360度フィードバック」を

取り入れ、周りの社員から被評価者の強みや弱みに関する情報を集め、本人にフィードバック

しています。受け取った結果から適切に自身の長所や改善すべき点を認識し、次に目指す姿

を明確にイメージすることでスピード感のある成長循環を創出し、フィロソフィーを体現する

リーダーとなっているかのチェック機能を果たしています。

優秀者表彰制度（ＭＶＰ、ディール・オブ・ザ・イヤー）

上半期、下半期の計二回、成績優秀者を対象に表彰制度を設けています。単純な営業成

績だけでなく、案件内容を確認し、社会的意義の大きさや、マッチングのアイデアにより大き

なシナジー効果を実現した案件など、質の高さを評価しています。個人を対象としたＭＶＰに

加え、案件に関わったメンバー皆がチームとして表彰されるディール・オブ・ザ・イヤーがあり

ます。

100％応援型社員持株会

社員が自社の企業価値向上を株主と同じ視点で強く意識することを目的として、社員持株

会において特別応援制度を導入しています。このプログラムにおいては、社員の拠出に会社

が同額（100％）の奨励金を提供しており、グループの企業価値向上と社員の資産形成の両

面から充実を図る取り組みとなっています。また、2024年度からは四半期毎の社員向けの決

算説明会を開催しています。

社員

課長

部長

役員
定量目標

（期初） 2023年 2027年 2030年

女性役員比率 14.3% 21.4% 31.3%

女性管理職（課長以上）比率 16.1% 21.1% 21.9%

女性社員比率 27.8% 28.9% 30.2%

活躍する社員に報いる仕組み
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人材の取り組み

社員サーベイ

１～２年に１回、社員サーベイを実施しています。「社員の声」ともいえるその結果は、各種

の教育プログラムや人事施策に結実しています。今後も定期的なモニタリングを継続し、社

員のエンゲージメント向上に注力していきます。

社員エンゲージメントの向上 インナーコミュニケーションの強化

当社では、「３ＫＭ」（個人（Kojin）・ 家庭（Katei）・会社（Kaisha））の“三つのK”につい

て、「意欲（Motivation）」を高め、「目標（Mark）」 による「管理（Management）」（“三つ

のM”）していくこと）を、 経営思想・組織文化の根幹に置いています。例えば、上司と部下

の面談の中では３K全てに触れ、キャリアや業務にとどまらず、「人として最高に幸せにな

るためには」という視点で議論を行うことを推奨しています。

さらに成績優秀者をパートナーとともにテーマパークへ招待したり、ファミリーイベントを

開催するといった社員の家族も対象とした取り組みも行っています。

また、部署を超えたネットワーキングとチームビルディングを推進するため社内部活動

「MA６」を支援しています。バスケットボール部、野球部、軽音楽部、ワイン会、ヨガ・クラ

ブ、ゴルフ大会、駅伝チームなど積極的な活動を展開しています。

西日本支社で開催されたファミリーイベントの様子

「MA６」バスケットボール部の様子

社員サーベイ ５段階で評価（最高５～最低１）

テーマ　 設問 2024年度 2025年度

仕事 今の仕事にやりがいを感じている 3.91 3.97

業務負荷・WLB
あなたは、心身に不調をきたすことなく
働けている 3.64 3.73

職場 あなたは、職場メンバーを信頼している 3.92 3.99

上司 あなたは、上司を信頼している 4.01 4.07

人事制度
当社の人事制度は、あなたの成長と意
欲の向上に役立っている 3.40 3.45

トップマネジメント あなたは、経営トップを信頼している 3.70 3.79

エンゲージメント
あなたは、当社で働いていることについ
て誇りを持っている 3.88 3.98

2024年度よりパルスサーベイを廃止し、年に１度の全社員サーベイに統合しました。設問

項目もより網羅的な内容に変更いたしました。

※ 全社員サーベイは、当社及び日本M&Aセンターをはじめとした一部の子会社に所属する社員を対象に実施しています。
※ また、全社員サーベイではコンプライアンス意識についても併せてサーベイを実施しています。コンプライアンスに関するサーベイ結果の詳細は
ｐ.69をご覧ください。
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従業員インタビュー

太田 麗子
株式会社日本M&Aセンター
業界再編１部コンサルタント

見て見ぬふりをしないことを第一に意識しています。面談中

のお客様の表情や仕草、レスポンスの反応速度には、相手の

気持ちが込められていると考え、敏感に読み取るように心掛

けています。例えば、お客様が商談中に「ん？」と聞き直した場

合、内容に対する疑問だけでなく、私への不満や条件への不

満があると考えています。

違和感があれば必ず上司に相談することを心掛けています。

M&Aコンサルタントは、情報量が多い仕事ですが、全部は相

談できないからといって、何も相談しないのは良くありません。

疑問や課題を的確に解決することでお客様の不満を解消する

ため、上司が聞きたいことと私が言いたいことが噛み合うよう

にこれまでトレーニングしてきました。これらは全て、上司や周

りの方々に教えていただいたことなので、感謝しています。

また、お客様にはシンプルに明るく率直に向き合いたいと

思っています。お客様が不安に思うであろう情報や言いにくい

ことから先にお伝えすることも心掛けています。

転職したのは28歳になる年で、残りの20代と30代前半

のキャリア形成期において、働くことに振り切って成長したい

気持ちがありました。また、成長産業で働きたい理由から転職

を決断しました。よく「銀行員らしくない」と言われていた中

で、尊敬していたお客様から、コンサルタント職を勧められた

こともきっかけになりました。

元々働くことが好きで、仕事をしていると楽しいと感じます

し、成長意欲は強い方だと思います。お客様も社員も成長意

欲で溢れている環境で働けている今はとてもありがたいで

す。時には大変だなと感じる場面もありますが、大前提として

すごく楽しいので不満はありません。また、親友のお父さんが

当社で３年前に会社を譲渡した方で、転職前にもらったアドバ

イスにも背中を押されました。

モチベーションを上げやすい環境で、四半期ごとの決算月

が来ると、「決算月辛いね」ではなくて、「決算月が来たね。

出番だね」と言ってもらえ、やる気がでますね。M&Aコンサル

タントの仕事は自分を成長させてくれるものであり、M&Aをし

たお客様の満足そうな姿を見ると、嬉しいですし、仕事が楽し

いと感じます。

人材戦略

東京都出身。2016年に横浜銀行に新卒で
入社し、個人営業業務を経験。2023年４月に日
本M&Aセンター入社。日本M&Aセンターに所属す
る女性M&Aコンサルタントとして、初めて年間1億
円の売上を達成するなど顕著な活躍が高く評価
され2024年度の「社長賞」を受賞。

Q1 商談で心掛けていることを教えてください。

Q3
日本M&Aセンターの良さは
どんなところですか？

Q2 なぜ銀行員からM&Aコンサルタントに転職を？

Interview

当社の女性M&Aコンサルタント
として初の売上1億円達成
明るく率直にお客様に
向き合いたい
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Interview    従業員インタビュー
Malaysia

人材戦略

Vanessa Choy
日本M&Aセンター マレーシア現地法人
ディールマネージャー

マレーシア・イポー出身。マレーシアの大手
証券会社のIB部門を経て2021年に日本M&A

センターに入社し、マレーシア現地法人の立ち上げ
黎明期に参画。以降、日本企業とマレーシア企業
のM&A支援を多く手掛ける。

マレーシア現地法人で、M&Aコンサルティング業務を行っ

ています。主にマレーシア国内の企業と日本の企業をマッチ

ングしています。譲渡企業はコールドコールや現地のネット

ワークを活用して探しています。現地法人はまだメンバー数

が少ないため、譲渡企業の企業評価や概要書の作成などの

案件化も行い、相手先企業が見つかった際にはトップ面談な

どM&Aのエグゼキューションも担当します。私はクアラルン

プールと出身地のイポーを中心に活動しており、昨年成約し

た案件２件もイポーの企業に関するものでした。

前職は新卒でマレーシアの証券会社のIB部門に入り、上

場支援のコンサルティングを行っていました。コーポレートフ

ァイナンスに関わっていたこともあり、M&Aにも興味があり

ました。マレーシアはM&Aが発展中の国で、M&Aが社会に

与えるインパクトは大きいです。中堅・中小企業のM&Aを普

及させることで、マレーシア経済の発展にも寄与できると思

い転職を決意しました。

日本M&Aセンターに入社した時は、マレーシア現地法人

が立ち上がって２年目で、スタートアップのように会社を成長

させていく楽しさがありました。また、日本での基盤もあり、

安心してチャレンジできる環境が魅力的でした。

メンバーは数名で、案件もあまりなかったため苦労しました。

日本の拠点のようにリソースが豊富ではなく、譲渡企業を見つ

けて成約をサポートすることに加え、マーケティングやPRも自

分たちで行う必要がありました。スタートアップとしてビジネス

を成功させることも大きなミッションだったので、案件を進める

こととの両立は難しかったです。ただ、現地法人には私たちし

かいませんが、日本には様々な問題や論点に対応できる専門

家がいて、いつでも相談できる環境はあったので、そういった

方々を頼りにしながら一つ一つ問題を解決してきました。

マレーシアでは、日本ほどM&Aが一般的ではないことや現

状ミッドキャップといわれる中堅企業の案件が多いこともあ

り、M&Aはマーケットに対するインパクトが大きいです。成約

するとメディアにも取り上げられ、「あの案件を担当した日本

M&Aセンターだね」と訪問先のオーナーに声をかけていただ

くこともよくあります。また、日本と同じく後継者不在により

M&Aを行う企業が多く、譲渡企業からもとても感謝されます。

M&Aは案件ごとにナレッジが異なり、得られるものも違い

ます。成約件数を積み重ねながら様々な案件に触れ、経験を

積んでいきたいです。「日本M&Aセンターが、マレーシアで

No.1のM＆Aファーム」と言えるようになるまで走り続けます。

Q1 現在はどのような業務を担当されていますか？ Q3 入社当時のことを教えてください。

Q2 転職の決め手は何ですか？ Q4 M&Aの仕事の面白さとは？

現地法人を成長させ「マレーシア
No.1M＆Aファーム」を目指す
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日本M&Aセンターグループは、企業理念に基づき、永続的に社会貢献を果たし、様々なステークホルダーの方々の期待に応えるために、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重

要な課題であると考えています。コーポレート・ガバナンスの充実により、業務の遂行状況を監視し、適切な牽制機能を強化することができます。このため、当社は以下の項目を経営の

中心課題と捉え、日々努力しています。

Corporate Governanceコーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制

経営の健全性・公正性を確保し、法令遵守を徹底すること1 経営の透明性を確保し、説明責任を全うすること2 経営の効率性を確保し、株主価値の最大化に努めること3

内部監査

株 主 総 会

連携

連携

連携

監査

〈監査〉

諮問

答申

コンプライアンス
委員会

リスクマネジメント
委員会

CCO

取 締 役 会監査等委員会

内部監査室

会計監査

報酬諮問委員会

グループ会社
（M＆A領域）

グループ会社
（フィナンシャル領域）各 部 門

指名諮問委員会

会
計
監
査
人

選任／解任 選任／解任 選任／解任

監査

〈経営監督〉

〈業務執行〉

経 営 会 議

代表取締役社長

選定/解職/監督 報告 権限委譲 報告

指示 報告 指示 報告指示 報告

フィナンシャル
ストラテジック

会議

M＆A
ストラテジック

会議

指示 報告

諮問 答申 指示 報告/提言

選定/解職/監督 報告

指示

報告

指示 報告

ガバナンス早見表

機関設計 ● 監査等委員会設置会社

取締役の人数
● 10名
（うち社外取締役5名）

取締役（監査等委員）
の人数

● ３名
（うち社外取締役３名）

取締役の任期 ● １年

取締役
（監査等委員）の任期

● ２年

取締役会の開催回数 ● 17回

監査等委員会の
開催回数

● 17回

取締役会の諮問機関
（任意の委員会）

● 指名諮問委員会
● 報酬諮問委員会

役員報酬体系
● 固定報酬
● 業績連動報酬
● 株式報酬

会計監査人
● 有限責任監査法人
トーマツ

連携
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コーポレート・ガバナンス

取締役会

取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）10名（うち、社外取締役５名）、監
査等委員である取締役３名（うち、社外取締役３名）の合計13名で構成されています。毎月１
回の定時取締役会及び必要に応じ臨時取締役会を開催し、経営の基本方針、経営上の重要
事項、法令及び定款に定められた事項の意思決定を行うほか、取締役の職務執行を監督し
ています。

監査等委員会

監査等委員会は、社外取締役３名（うち、常勤１名）で構成されています。監査等委員は、
取締役会等の重要な会議に出席し法令遵守の状況等を常に確認するほか、重要書類の閲覧
や業務進捗状況の聴取を行い、業務監査、会計監査等、業務執行上の監査を行う体制とし
ています。また、会計監査人や内部監査担当者と定期的に情報交換を行うなど、連携した経
営監視体制を整えています。

指名諮問委員会

当社は、株主総会に提出する取締役選任議案にかかる候補者選定のプロセスの適正性
及び透明性を担保することを目的として取締役会の任意の諮問機関である指名諮問委員
会を設置しています。委員会は、代表取締役（１名）、常勤取締役（１名）及び社外取締役
（独立役員３名）の合計５名で構成されており、委員たる社外取締役が委員長に就任しま
す。取締役会は、本委員会による討議の内容を最大限に尊重した上で株主総会に取締役
選任議案を上程しています。

報酬諮問委員会

当社は、取締役への報酬の透明性及び妥当性を担保することを目的として取締役会の

任意の諮問機関である報酬諮問委員会を設置しています。委員会は、代表取締役（１名）、

常勤取締役（１名）及び社外取締役（独立役員３名）の合計５名で構成されており、委

員たる社外取締役が委員長に就任します。本委員会は取締役の報酬等の決定に関する方

針、並びに個人別の報酬等の内容について審議・決定し、その答申を踏まえ取締役会に

おいて支給額を決定しています。

経営会議

当社は、経営会議を取締役会の下に設置しています。経営会議は、常勤取締役、常勤

監査等委員及びCCO並びに子会社の役員・執行役員で構成されています。

経営会議では経営会議規程で定める事項、取締役会から権限委譲を受けた事項につい

て審議・決定を行っています。また、リスクマネジメント規程に定めるリスク分類に係る事

項の協議・決定を行い、定期的に取締役会への報告を行っています。

Ｍ＆Ａストラテジック会議、フィナンシャルストラテジック会議

当社は、経営会議の下に、Ｍ＆Ａ領域の関係会社を統括する「Ｍ＆Ａストラテジック会

議」とファンド領域の関係会社を統括する「フィナンシャルストラテジック会議」を設置し

ています。両会議とも当社常勤取締役並びに子会社の取締役・執行役員等で構成されて

います。

当社及び関係会社間の情報共有及び戦略面での連携を図るほか、関係会社管理規程

に基づき、当社所定の事項を実施する際の事前協議先、報告先としての機能も有してい

ます。

内部監査制度

当社では業務執行上の内部監査制度を導入しており、業務執行においては法令や規程

の遵守及び業務の標準化・効率化を常にチェックする体制としています。現在は内部監査

室３名（うち、専任者１名）が担当しています。

リスクマネジメント委員会

CCOを委員長とし、代表取締役社長の任命による委員で構成し、当社グループにおけ

るオペレーショナルリスクに対応すべくリスクマネジメント委員会を開催しています。

同委員会ではオペレーショナルリスクについてリスクの特定、分析、評価を行うととも

に、対応策を検討の上、これに対するモニタリング・改善を行い、経営会議へ報告してい

ます。また、他の経営全般に係るリスクについては経営会議が対象とするものの、同委員

会にてリスクを認識した場合は経営会議へ具申するものとしています。

これにより、リスクが顕在化しないような仕組みづくりを不断に行い、かつ顕在化した場

合は迅速な審議と意思疎通が行える体制を整えており、役員・社員が適切なリスクマネジ

メントを行えるよう励行とチェックを行っています。
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また、リスクマネジメント委員会の有効性については、取締役会で評価し、適宜是正す

ることとしています。事業環境の変化などに伴う対応策の全社通知や新たなリスク領域へ

の対応が必要となった場合等、課題や対応状況について取締役会に報告の上、対処する

こととしています。

コンプライアンス委員会

CCOを委員長、常勤取締役１名、株式会社日本Ｍ＆Ａセンターの役職員３名及び顧問

弁護士を構成員として定期的にコンプライアンス委員会を開催しています。コンプライアン

ス委員会はＣＣＯの諮問機関としての活動のほか、相談・通報窓口機能も有しています。

コーポレート・ガバナンス

役員のトレーニング
当社では、取締役に対し、期待される役割や責務等に応じて、各目的に応じた研修、トレー

ニングの機会を提供し、会社で費用負担をしています。社内取締役（監査等委員を含む）は、

社外研修等の参加、有用な情報を得るための海外視察、コーチング受講等を行っています。

社外取締役（監査等委員を含む）は、経営戦略、事業内容や状況等の理解を深めることを目

的として、社内行事等への参加、管理職社員との交流等を行っています。

当社は、代表取締役社長の後継者計画の策定・実施を経営戦略上の重要項目として位

置づけています。後継者計画の一環として、当社は、2021年10月に純粋持株会社に移行

しました。グループ各社に段階的に権限を委譲することにより、グループ各社において、

その経営を通し優秀な人材を育成してまいります。具体的には2022年に経営会議、2023

年にグループ会社を横断した会議体であり、株式会社日本M&AセンターをはじめM&A領域

のグループ会社を統括する「M&Aストラテジック会議」、株式会社日本投資ファンドをはじ

めファンド系のグループ会社を統括する「フィナンシャルストラテジック会議」を設置しまし

た。M&Aストラテジック会議については、株式会社日本M&Aセンターの代表取締役社長

を兼任する専務取締役竹内直樹が、フィナンシャルストラテジック会議については、株式

会社日本投資ファンドの代表取締役を兼任する専務取締役大槻昌彦が、それぞれ議長を務

めています。

後継者の計画

役員の選解任に関する方針・手続き
当社は、事業内容や規模に応じた適切な意思決定を行っていくために、取締役会の多

様性及び適正人数を保つこととしています。

取締役会は、能力や幅広い経験、在任期間、年齢、そして性別を含む多様性を考慮した

構成を目指し、取締役に占める女性比率を2030年において31.3％とすることを中期的な

目標としています。

社内取締役の選任に関しては、それぞれの担当分野で実績・功績を挙げた者であるこ

とに加え、企業経営者に必要な使命感、統率力、企画力等の資質を兼ね備えていること、

当社の企業理念に深く共感し、経営ビジョンの実現に向けて常に邁進できること、取締役

にふさわしい人格、見識を備えており、法令遵守に高い意識を持っていることなどの基準

に基づき選任することとしています。

社外取締役の選任に関しては、社内取締役とは異なる視点から当社経営に参画、貢献

できることに加え、独立性を持って取締役の職務執行を監督できることなどの基準に基

づき選任することとしています。社外取締役の独立性については、基準または方針とし

て明確に定めたものはありませんが、当社グループの出身者、大株主、大口取引先関係

者、重要な利害関係者のいずれにも該当しない高い独立性を保持していることに加え、

企業経営の経験者、または、法務もしくは財務の知見を有する方を選任することとして

います。

選任の手続きは、選解任基準や取締役会のあるべき姿、指名諮問委員会が実施して

いる360度評価の結果などを踏まえて、指名諮問委員会で取締役候補者の選定を行

い、取締役会にて決議した後、株主総会に上程します。監査等委員候補者は、監査

等委員会の同意を得て株主総会に上程しています。経営陣幹部は、指名諮問委員会で

候補者の選定を行い、取締役会の決議により選任しています。

取締役及び代表取締役の解任に関しては、解任基準に該当すると認められる事由が

生じた場合に指名諮問委員会での審議・答申を経て取締役会において対応を決定する

こととしています。  
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コーポレート・ガバナンス

取締役会

2020年
6月末

2021年
6月末

2022年
6月末

2023年
6月末

2024年
6月末

2025年
6月末

社外取締役（人）　　社内取締役（人）　　女性取締役（人）　　社外取締役比率（％）

8
7777

5

566
88

8

61.5

53.853.8

46.7

46.7

38.5

22 2 2 2 2

取締役会の多様性

取締役会の運営実績

2024年度は、ガバナンス強化のための各種規程の整備や新規ビジネス機会創出の

ための施策に関する審議等を行いました。その他投資案件、業務提携、当社のマテリ

アリティ、四半期ごとの決算報告などの議題についての審議に時間を費やしました。

 株主還元策について
 指名諮問委員会からの答申について
 子会社設立について
 マテリアリティ（重要課題）の今年度の見直しについて
 ブリングアウト社との資本業務提携について
 LP出資について
 金融機関との合弁設立について
 取締役会実効性評価について
 討議事項枠の設定について
 不適切な買い手の対応策について
 個人情報保護方針（プライバシーポリシー）の改定について

2024年度取締役会開催状況

開催回数 17回

平均議題数
（決議事項及び報告事項）

4.5個

1回あたり
平均開催時間

2時間2分
（最長3時間15分）

主な議題

取締役会の実効性評価

当社では、2017年度より取締役会の実効性評価を実施しています。

2024年度の評価結果の概要は以下の通りです。

＜評価方法＞

全取締役を対象として、下記の評価項目に対する５段階評価と自由記述による自己

評価アンケートを実施いたしました。

＜評価結果の概要＞

取締役会の運営全般についてはおおむね適切であり、その実効性は確保していると評価

いたしました。一方で、取締役会運営の効率化、社外役員への事前の情報提供等につい

て課題を認識しています。引き続き、課題の改善策を検討・実施し、その結果を評価して

さらなる改善につなげていくことで、取締役会の機能向上に努めていきます。

取締役会実効性評価項目（８分野計52問）

1 取締役会の構成について（３問）

7 取締役会を支える体制について（４問）

2 取締役会の運営について（11問）

4 監査等委員会について（３問）

5 独立社外取締役について（４問）

3 取締役会の役割・責務の遂行について（17問）

6 取締役会の実効性確保のための前提条件について（５問）

8 株主とその他ステークホルダーとの関係充実に向けて（５問）
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  社外取締役制度の導入

  コーポレートガバナンス・コード適用開始

  取締役会の実効性評価を開始

  譲渡制限付株式報酬制度導入

  取締役及び代表取締役の選解任基準改定

 女性社外取締役、外国人社外取締役就任
 取締役及び代表取締役の選解任基準改定
 指名諮問委員会設置
 報酬諮問委員会設置

 チーフ コンプライアンス オフィサー就任
 コンプライアンス統括部設置
 経営会議設置
 社外取締役を監査等委員会委員長に選定
 統合報告書発行

 取締役会の実効性評価項目の見直し
 社外取締役の構成を過半数に
  M&Aストラテジック会議設置
  フィナンシャルストラテジック会議設置

 純粋持株会社へ移行

  日本版スチュワードシップ・コード策定

  監査等委員会設置会社へ移行

  コーポレートガバナンス・
コード改訂

  コーポレートガバナンス・コード改訂

コーポレート・ガバナンス

監査等委員会
監査等委員会の運営実績

任意の委員会の運営実績

2024年度監査等委員会開催状況

開催回数 17回

2024年度指名諮問委員会・報酬諮問委員会開催状況

指名諮問委員会 報酬諮問委員会

開催回数 12回 12回

主な議題

 取締役会向け答申内容について
 役員の360度評価について
 役員向けガバナンス研修の実施について
 女性社外取締役の採用計画について
 2025年度の取締役体制、
CXO体制について

  2024年度の基本報酬及び業績連動報酬に
ついて

  株式報酬の導入・割当基準について
  2025年度の業績連動報酬の計算方式変更に
ついて
 2025年度の株式報酬の決定方法について
 2025年度の社外取締役の新報酬について

任意の委員会

  監査計画に基づく監査の実施及び監査等委員会監査報告
書の作成について

  取締役の執行状況の確認について
  常勤監査等委員による監査活動状況の報告
  コンプライアンス統括部との連携・協議について
  社外取締役との意見交換の実施について
  内部監査室との連携・協議について
  グループ会社監査役との意見交換の実施について

主な議題

監査等委員会における
独立社外取締役の割合

指名諮問委員会における
独立社外取締役の割合

報酬諮問委員会における
独立社外取締役の割合

100％

3名
3名

● 独立社外取締役

60.0％

3名
5名

40.0％

● 独立社外取締役

60.0％

3名
5名

40.0％

● 独立社外取締役

監査等委員会・任意の委員会の構成

コーポレート・ガバナンス強化の主な取り組み

監査役会設置会社 監査等委員会設置会社

 執行役員制度の導入
 コンプライアンス委員会設置
 内部通報制度の整備

  取締役及び代表取締役の選解任基準制定
  リスクマネジメント委員会設置2007

年

2008
年

2014
年

2015
年

2017
年

2016
年

2018
年

2020
年

2021
年

2022
年

2023
年

2024
年

2007年
以前
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コーポレート・ガバナンス

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数 
（名）

固定
報酬

業績連動
報酬

退職
慰労金

非金銭報酬等

取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く） 322 270 ― ― 52 6

監査等委員である取締役
（社外取締役を除く） 12 12 ― ― ― 1

社外役員 84 84 ― ― ― 9

（注） １  社外役員に対する報酬等の対象には、2024年６月25日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役を含
んでいます。

 ２  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

純投資目的以外の目的で株式を保有する際の基本方針は、投資対象会社との業務提

携、案件獲得、業容拡大等を通じて当社のM&A仲介事業におけるシナジー効果が発揮さ

れ、当社の企業価値向上に資することであります。株式を保有する際には、有価証券運

用規程、稟議規程、職務権限規程に則り、これを遵守し運用しています。

また、取締役会において、主要な政策保有株式については、そのリスクとリターン等を

踏まえた中長期的な観点から定期的に検証を行い、継続保有の是非を検討し、保有の妥

当性が認められない場合には縮減してまいります。

投資先の議決権の行使につきましては、当社の企業価値向上に加え、当該議案が

投資先企業の価値向上につながるかどうかを検討し議決権行使の判断をすることとし

ています。

政策保有株式

役員報酬制度

役員報酬の基本方針

当社は、役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定めており、その

内容は、固定報酬としての基本報酬と業績連動報酬等により構成し、役位、在位年数、業績

への貢献度等を考慮して株主総会で決議された総額の範囲内において決定しています。種

類別の報酬割合及び個人別の報酬額等については、報酬諮問委員会において審議、決定

し、その答申を踏まえ取締役会において決定しています。取締役の個人別の報酬等の内容

の決定にあたっては、報酬諮問委員会が原案について決定方針との整合性を含めた多角的

な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に沿うものである

と判断しています。

業績連動報酬に係る指標

当社は、事業成績を最も適切にあらわすことができる指標として、連結経常利益を指標と

して選択しています。この連結経常利益の達成水準を指標とし、実支給額の決定にあたって

は、過半数を社外取締役（監査等委員である社外取締役を含む）で構成する報酬諮問委員

会において各取締役の業績連動報酬額について審議、決定し、その答申を踏まえ取締役会

において支給額を決定いたします。なお、2024年度においては、通期業績予想の経常利益

17,000百万円に対して、連結経常利益は16,918百万円（予算達成率99.5％）となってお

り、当社取締役へ業績連動報酬を支給していません。

株式報酬制度

当社の中長期的な企業価値向上に向けた取り組みを促すとともに、株主との一層の価値

共有を進めることを目的として、2024年度より取締役（監査等委員である取締役及び社外

取締役を除く）を対象に譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしました。譲渡制限付株式報

酬は現行の報酬額（年額12億円以内、うち社外取締役分は年額8,000万円以内）の内枠で

年額２億4,000万円以内、年35万株以内で支給することとしています。

59

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

日
本
M
&
A
セ
ン
タ
ー

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
の
ビ
ジ
ョ
ン

最
高
の
M
&
A
総
合
企
業
へ
の

成
長
に
向
け
た
戦
略

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン



コーポレート・ガバナンス

代表取締役社長

三
み

宅
やけ

 卓
すぐる

　　1952年１月18日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

マネジメント体制

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileMiyake.html

専務取締役

大
おお

槻
つ き

 昌
まさ

彦
ひ こ

　1970年７月23日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileOtsuki.html

取締役副社長  CFO

楢
なら

木
き

 孝
たか

麿
ま ろ

　1962年10月15日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileNaraki.html

専務取締役

竹
たけ

内
う ち

 直
なお

樹
き

　1978年２月11日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileTakeuchi.html

社外取締役

竹
たけ

内
う ち

 美
み

奈
な

子
こ

　1961年１月17日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileTakeuchi_m.html

社外取締役

錦
にしき

戸
ど

 景
けい

一
い ち

　1953年５月２日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileNishikido.html

取締役  コーポレート本部長  CHRO

武
たけ

田
だ

 安
やす

央
ひ ろ

　1966年４月７日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（12回／12回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileTakeda.html

社外取締役

森
もり

 時
とき

彦
ひ こ

　1952年７月17日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileMori.html

社外 独立社外 独立 社外 独立

取締役（監査等委員を除く）
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コーポレート・ガバナンス

社外取締役（常勤監査等委員）

山
やま

田
だ

 善
よし

則
の り

　1946年５月22日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）
監査等委員会 100％（17回／17回）

社外取締役

清
し

水
みず

 喬
たか

雄
お

　1957年３月10日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（12回／12回）

（株）野村総合研究所 コンサルティング部門、グリー（株）（現グリーホールディングス
（株））、国内外の起業を経て2025年６月より現任。起業家としての豊富な経験と幅広
い見識をもとに、当社の経営全般の質的向上及びＤＸ経営やＢ２Ｃ事業について具体
的な助言を行っています。
株式会社bajji代表取締役、Quantum Mesh株式会社CSOを兼職

監査法人トーマツ（現有限責任監査法
人トーマツ）、阿部美寿穂公認会計士
事務所設立を経て2025年６月より現
任。公認会計士として財務・会計に関
する高い専門性と深い知見に基づく
助言等を行っています。
阿部美寿穂公認会計士事務所代表を
兼職

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileShimizu.html

社外取締役（監査等委員）

松
まつ

永
な が

 貴
たか

之
ゆ き

　1981年４月６日生

出席状況（2024年度）
取締役会 100％（17回／17回）
監査等委員会 100％（17回／17回）

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileMatsunaga.html

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileYamada.html

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileKobayashi.html

プロフィール
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
profileAbe.html

社外 独立

社外 独立

社外取締役

小
こば

林
や し

 慎
のり

和
た か

　1975年８月８日生

社外 独立

社外取締役（監査等委員）

阿
あ

部
べ

 美
み

寿
ず

穂
ほ

　1975年１月27日生

社外 独立社外 独立

新任
役員

監査等委員
新任
役員
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コーポレート・ガバナンス

◎…議長、委員長　★…特に重視したスキル

経営陣のスキルマトリクス

当社の中長期的な経営戦略及び経営課題に基づいて、取締役に求めるスキル（知識・経験・能力）を設定しています。社内取締役には、主力事業であるM&Aに関連する知識やその周辺事業

に関する相当の知見を備え、当社の事業を深く理解していることを求めています。また、社外取締役には、業務執行の監督等に活かすための異なる分野での専門性、豊富な経験及び幅広い知

見を備えていることを求めています。

氏名 役職

所属委員会 保有する経験・スキル

監査等委員会 指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会 経営戦略 M&Aコンサル

ティング
ファンド

ビジネス / IB
海外ビジネス DX / IoT 財務 / 会計 コンプライアンス / 

サステナビリティ
人材育成 /  
人事労務

三宅 卓　 代表取締役社長 ○ ○ ★ ● ● ●

楢木 孝麿 取締役副社長 ○ ○ ● ● ★ ●

大槻 昌彦 専務取締役 ● ★ ●

竹内 直樹 専務取締役 ● ★ ●

武田 安央 取締役 ● ● ● ★

森　 時彦 社外取締役 ★ ● ● ●

竹内 美奈子 社外取締役 ● ★

錦戸 景一 社外取締役 ◎ ◎ ● ★

清水 喬雄 社外取締役 ○ ○ ● ● ● ★

小林 慎和 社外取締役 ● ● ★

山田 善則 社外取締役
（常勤監査等委員） ◎ ○ ○ ★ ● ●

松永 貴之 社外取締役
（監査等委員） ○ ● ★

阿部 美寿穂 社外取締役
（監査等委員） ○ ● ★ ●
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外部から見た当社グループと取締役会

清水　2024年６月より社外取締役に就任しました。第一印

象では、トップが経営理念を明確に打ち出し、軸がしっかり

通った社風が築かれていると感じました。一方、社員向け研修

への参加や人材の360度評価への関与を通じて、世代ごと

の異なる想いやバックグラウンドの違いなど、社員の多様性

も実感しました。当社グループは人材が資産ですので、その

多様性をどうマネジメントするかは今後の課題だと思います。

取締役会は、皆さんが闊達に議論される中で、三宅社長が

折に触れて業界団体の動きや海外IRロードショーでの機関

投資家の反応を伝えてくださるなど、風通し良くオープンに

運営されています。議論の中身は多様ですが、個別イシュー

が多い面もあるため、ホールディングスの取締役会として、

グループ全体の経営戦略に関する大きなテーマにより十分

な時間を割くための「討議枠」を設ける提案を社外取締役か

ら行いました。実際に「討議枠」での議論が始まっていて良

い方向だと思います。

竹内　これまで私は、当社グループを同質性が高い組織と

捉えていたので、清水さんが多様性を感じたという意見は新

鮮でした。確かに、会社は変わりつつありますね。

業界のリーダーに求められる変革を促し、
グループ事業の成長を支えていきます。

過去最高の先行指標を達成しつつ、新たな課題を認識した2024年度。変革

を進める中で、社外取締役は何を議論し、どのような働きかけを行ったのか。

そして現在、さらなる企業価値向上に向けてどのような考えを持っているの

か。監査等委員を含む４名の社外取締役を招き、意見を述べてもらいました。

竹内 美奈子
社外取締役

山田 善則
社外取締役（常勤監査等委員）

森　時彦
社外取締役

清水 喬雄
社外取締役

社外取締役座談会
コーポレート・ガバナンス
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山田　2021年の不祥事以前は、同質性が高いメンバーが

集団で会社を引っ張っていましたが、その後の変化を経て、

現在入社３年目から５年目くらいの中堅層からは、かなり異な

る意見が出てくるようになったのでしょう。良い変化が起こっ

ていると言えますね。

森　清水さんをメンバーに迎え、全体の視座がさらに一段

高まったと感じています。例えば、ある発表を行う際に、それ

がどのように受け止められる可能性があるか、外部関係者

は異なる見方となる場合があるといった指摘をいただけて

います。

清水　企業価値の創出には多くのステークホルダーが関わ

りますので、それぞれの立場からの多角的・多面的な視点を

持っておくことが大事だと思っています。今後も自分の強み

を活かし、社外取締役の役割を果たしていくつもりです。

取締役会における議論
の変化と課題

森　取締役会では、参加者

が目線を揃えて議論するため

に、執行側から社内で重要視

している主要なKPIを簡潔に

まとめた資料を事前に共有し

てもらう「コックピット」方式を

2023年度から導入しました。

2024年度はその活用の２年目でしたが、効果はさらに上がっ

ています。一目で状況が把握できるデータの事前提供により、

説明ではなく議論に使える時間が増え、戦略的視点の共有に

つながっています。

竹内　「コックピット」方式によって情報提供の形が大きく

変わり、私たち社外取締役もトレンドを捉え、仮説を立て、取

締役会で多角的な視点から、疑問を投げ掛けたりすること

ができるようになりました。しかし、次第に指標が複雑化し、

資料のページ数が増えることで、必要な情報が埋もれてし

まう懸念があります。情報のシンプルさと明瞭さを保つこと

が重要だと考えています。

森　データを準備する方も、参照する私たちもシンプルで

ありたいです。私が重視しているのは、M&Aコンサルタント

一人当たりの売上高と、M&Aコンサルタント数の変化です。

これだけで売上と収益の趨勢がすぐにわかり、トレンドを踏

まえた議論がしやすくなります。数値のトレンドだけから原因

を読み取ることは難しいですが、最近の市場動向を考慮す

ることで、同業他社の数が大幅に増加していることが成約

率の減少に影響を与えているのではないかと仮定すること

ができます。かつては馬力さえあれば自由に突き進めるブ

ルーオーシャンでしたが、現在は急速にレッドオーシャンへ

と変化しています。この変化に伴い、馬力に加えて生産性

の向上が求められており、その生産性をどのように向上させ

ていくかが大きな戦略的課題となっています。

竹内　馬力と生産性とおっしゃる通り、馬力の掛け算だけで

は限界があるため、いかに生産性を高めるか、さらには非連続

な成長につなげるための戦略が必要です。そのためのDX、ブ

ランディング、マーケティン

グについて、ようやく議論で

きるようになってきました。

清水　「コックピット」をもと

に社外取締役側が立ててい

る仮説に対し、執行側のレスポンスが今後さらに充実してい

くことが期待されます。成約率が減少している場合、例えば

産業別にデータを収集・分析するなど、「コックピット」の分析

と次の打ち手のための現状認識をどうつなげていくかが今

後の課題です。

山田　監査等委員としては、「コックピット」導入による高い効

果も感じましたが、社外取締役と監査等委員による情報共有

の場として2023年度から始めた「意見交換会」の開催がとて

も有意義だったと感じました。ここで交わされる自由度の高い

議論と認識の共有が、取締役会を裏から支える機能を果たし

ていると思います。2024年度の監査等委員会は、業務監査の

一環として大規模セミナーに対し、参加者アンケートを通じた

費用対効果見込みの実査や、金融チャネルの強化に向けて地

方銀行と設立した合弁会社の状況確認など、課題把握に向け

た活動を行いました。

森　2025年度から山田さんが常勤の監査等委員として活動

することになりましたが、社外取締役が常勤の監査等委員を

務める例は少ないですから、ガバナンス強化の面でも先進的

な変化と言えますね。

社外取締役座談会

コーポレート・ガバナンス
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周辺事業を拡げ、ポートフォリオを構築

森　取締役会の課題については、昨年の社外取締役座談会で

「将来を見据えた事業ポートフォリオの構築について、もっと

論じるべき」と述べましたが、今後はこのテーマに関する議論

をさらに深めていく必要があります。M&A事業を中核とする

当社グループは、周辺事業を展開し、フィナンシャル領域では

ファンド事業を手掛けています。私たちが特に重視しているの

は、PMI事業です。PMIは事業を承継・統合した後に企業価値

を高めるためのスタートポイントであり、大きなポテンシャルを

持つビジネスだと考えます。

清水　事業の割合を考えれば、M&A事業が議論の中心にな

るのはやむを得ないのですが、グループ全体のマネジメントに

ついても議論に時間を割く必要がありますね。昨年、ファンド

事業の全体像を見せていただく機会がありましたが、その際

に戦略的な議論ができれば、より興味深いものになると思いま

した。今後は、PMI事業を行う日本PMIコンサルティングや他

の子会社についても、より多くの情報を共有し、グループとし

て子会社マネジメントについて話し合うことが必要だと感じて

います。その議論が深まれば、ホールディングスの取締役会と

しては非常に良い方向に持っていけるのではないでしょうか。

竹内　ファンド事業の戦略を聞き、議論する機会が得られた

ことは、一歩前進と言えます。しかし、より積極的に働きかけ

て、事業ポートフォリオの構築を論じていく必要があります。

PMI事業の重要性にも大いに同感で、人材育成やグループ

全体でのシナジー創出に関する議論が必要です。グループ

内での人材交流を図ることも一つの手段ですね。PMIにお

ける品質向上はM&A総合企業に向けた重要なステップで

あると認識しており、今年度から来年度にかけて議論をより

活発化させていきたいです。

山田　PMI事業の話は、本当にこれからのキーになると思って

います。今後は、M&A成約後のフォローを含めて、お客様の生涯

にわたる満足度を高める取り組みとして、PMIによる価値提供が

ますます問われることになるでしょう。あと、子会社に対しては、

ホールディングスとしての監査方針をしっかり伝えるべく、一堂

に会する場を設け、意見交換と情報の共有を進めていきます。

株主価値に貢献する取締役会のあり方

森　取締役会の実効性について、前年の実効性評価では、

「取締役会の位置づけ」「運営の効率化」「社外役員への事

前の情報提供」といった課題が示されました。私は、いずれ

もこの１年で改善が進んだという認識です。

竹内　取締役会では、早い段階から報告事項として一旦情報

が共有され、１か月から２か月後の決議に向けてしっかりと議

論が行われるようになりました。「運営の効率化」と「社外役員

への事前の情報提供」における改善につながっていると評価

できます。しかし、取締役会の活性化を図るためには、全てを

取締役会で行うのではなく、例えば質問が多く予想される議

題については、社外取締役への事前説明の場を設け、予め意

見交換を行うことも有効な手段だと考えます。

清水　「取締役会の位置づけ」については、冒頭に述べた通

り、個別のイシューが多いので、グループ全体の経営戦略に

関する大きなテーマにもっと時間を割くべきという課題を感

じました。また、実行した施策の状況報告を仕組み化したい

ということも考えています。すでにいくつかの投資案件は現

状報告を受けていますが、報告のタイミングを含めたフィー

ドバックのフォーマットを定め、しっかり評価するというモニタ

リング機能の発揮が非常に重要です。

山田　総合リスク管理という

観点から、３か月に１回の報

告が行われているのですが、

現状では特定のリスクに重点

を置く傾向が見受けられま

す。今後は、災害リスクや情

報セキュリティを含むあらゆ

る想定リスクをよりバランス

よく管理する体制を整え、各

リスクの重要性を十分に考慮

していきたいですね。

グループ会社監査役連絡会

社外取締役座談会

コーポレート・ガバナンス
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森　少数株主の代表という立場から、特に投資案件や提携

案件については、「これは株主価値にどう貢献するのか」と

問うことがあります。株主価値への影響を明示的に共有し

た上で、その是非を議論することが、今後ホールディングス

の取締役会として従来にも増して重要になっていくと考え

ています。

また、指名諮問委員会と報酬諮問委員会についても、今

年度は非常に活発に活動しており、前年に比べて回数が倍

増しています。役員会の後に必ず開催され、少なくとも毎月

１回は行われています。アジェンダも明確になり、年初には

360度フィードバックを行い、中盤では後継者の議論がなさ

れるなど、大きな流れができつつあります。こうした活動の

質的向上も進んでおり、今後も引き続き充実を図っていき

たいと思います。

ブランディングとデータドリブンで拓く未来

竹内　2025年度の経営方針発表会では、「ブランディング

元年」「データドリブン経営」といったキーワードが掲げられ

ました。こうしたテーマに対し、社外取締役としてどのよう

なサポートができるかを考えていきます。ブランディングに

ついては、CBO（チーフ ブランディング オフィサー）の仲

川さんに方針の共有をお願いしました。三宅社長や竹内専

務が強調されているのは、「差別化はすでに達成されてお

り、重要なのはその差別化をどのように表現し、発信する

か」という点です。執行側が目指している方向性をしっかり

と把握し、社内にないマクロな視点や他社のベストプラクテ

ィスを提供することで、フィードバックを行う考えです。前向

きな取り組みを支援しながら、議論を進めていきたいと思っ

ています。

清水　ブランディングについては、私も楽しみにしています。

CBOの仲川さんは他社でのマーケティング統括の豊富な経

験をお持ちですので、社外の知見を活かした実践的なブラ

ンディング手法について、社外取締役としても多くを学び、

議論に反映させたいと思います。データドリブン経営は、当

社グループがM&Aの先駆者ゆえに蓄積してきた膨大なデー

タをどう活かして差別化を進めるのか、待ったなしの状況に

あります。早期に方向性を打ち出し、できるだけスピーディー

に進めていく必要がありますが、そのためには戦略や投資の

妥当性・正当性についてさらに議論を深める必要があると感

じています。施策とその効果のフィードバックによって、プロセ

スをうまく回したいと考えます。

森　当社グループがブルーオーシャンで圧倒的No.１を誇っ

ていた時代は、ブランディングの必要はなかったわけで、その

ために遅れを取っている状況にあります。レッドオーシャンで

苦しんできた私たち社外取締役には、ブランディングやマーケ

ティング、データドリブン経営に関する多くの経験があります

ので、様々なアドバイスが可能だと考えていますし、これらの

戦略への投資を促したり、計画の定量化や費用対効果に圧力

をかけたりする役割も、しっかり果たしたいと思います。

山田　これからの当社グループに期待することは、コンプ

ライアンス経営を超えた「稼ぐ力」の発揮です。業界内の

不適切な買い手（譲受け企業）問題といったリスクを差別

化のチャンスに変え、業界のリーダーとして、さらなる成長

を実現してほしいです。

竹内　M&A総合企業としてのビジネスモデルを確立してほし

いですね。それは切に

願っています。もう一つ

の期待は、業界の発展

を牽引するリーダーシッ

プです。実績面やコンプ

ライアンス面はもちろ

ん、優秀な人材の輩出

や女性の活躍、働き方

改革なども含め、リーデ

ィングカンパニーとして

のプレゼンスを示す存在になってほしいと思います。

清水　当社グループに望むのは、グループ内の一体感を高め

てシナジーを創出し、業績の拡大につなげていくことです。

そのためには、人材育成が極めて大切になります。もう一つ

大切なのは、変化への感度を高めること。当社グループの

お客様である中小企業の経営力を上げていくためにも、私た

ち自身が社会の動きを敏感に捉えながら、フレキシビリティを

備え、自らの経営力をさらに強化していく必要があります。

森　中堅・中小企業M&A業界におけるDXのリーダーを目指

してほしいと考えています。これまで蓄積してきたデータを

活かし、うまく組み合わせ、価値あるデータとして提供する。

それこそがデータドリブン経営の肝だと思います。データで

勝負することで、圧倒的な強みを築き上げてほしいですね。

社外取締役座談会

コーポレート・ガバナンス
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日本M&Aセンターグループは、コンプライアンス活動の継続を企業としての信用維持・向上に不可欠な要素として重視しています。

2021年の不祥事発覚後、再発防止に向けコンプライアンス基盤の整備に注力し、社内浸透を図ってまいりました。現在、M&A業界を取り巻く外部環境が著しく変化し、不当な目的で

M&Aを実行する譲受け企業やお客様への不適切なサービスを提供する仲介業者が増えている中、日本M&AセンターグループはM&A支援機関協会が設けた自主規制ルールを率先し

て遵守する等、「最高のM&Aをより身近に。」を実現するためにリーディングカンパニーとしてM&A仲介業界全体の信頼向上を目指します。

そのためにも、2025年度以降も継続的な取り組みを積み重ねることで、より信頼されるグループになるよう努めます。

Complianceコンプライアンス

当社グループは、コンプライアンスを法令・社内規程の遵守のみならず、社会から期待され

る規範や倫理に従うことまでを含むと考えています。その考えを明確化するため、コンプライ

アンス規程にて関係法令や社内規程、社会規範を遵守し、公正・適切な企業活動を通じて社

会的責任を果たす旨を定めています。

そして、パーパス、フィロソフィー、グループコンプライアンス基本指針の周知徹底を行う

ことでコンプライアンス意識の醸成を図っています。

また、グループコンプライアンス体制の充実化を進めるとともに、教育面においても実効

性のある研修を定期的に実施するなど、コンプライアンスの浸透・定着のための取り組みを

継続しています。

当社は、コンプライアンス全般に係る事項を管掌するCCO（チーフ コンプライアンス オフ

ィサー）を中心に、CCOの諮問機関であり、内部相談・通報窓口機能を有するコンプライアン

ス委員会を、CCO及びコンプライアンス委員会の事務局であるコンプライアンス統括部を

それぞれ設置しています。

また、日本M&Aセンターには各部門にコンプライアンス責任者を、その他の主要グループ

会社にはコンプライアンス・オフィサー（CO）を配置することで、コンプライアンス違反を未

然に防止し、仮にコンプライアンス違反またはそのおそれのある事象が発生した際は、可及

的速やかに対応できるよう体制を整えています。海外グループ会社についても、今後のクロ

スボーダーM&Aの拡大に対応できるコンプライアンス体制の構築を進めています。

選定/解職/監督

選定／解職／監督

部門コンプライアンス責任者 グループ会社CO

代表取締役社長

経営会議

コンプライアンス統括部

報告

報告

報告

諮問

答申

権限委譲

取締役会
経営監督

指示 報告

業務執行

各部門・各グループ会社

指示 報告

コンプライアンス委員会 CCO

コンプライアンスの基本的な考え方 コンプライアンスの推進体制

社会規範
  社会から期待される
規範や倫理

 就業規則、職務権限規程、
取引ルール等

 法律、条約、政令、条例等

社内規程

法令

コンプライアンス
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コンプライアンス違反と疑義があったものに対する調査と対処の手順と結果

コンプライアンス強化の取り組み

コンプライアンス

調査と対処の手順

コンプライアンスに抵触する何らかの問題が発生した場合、またはそのおそれがある場合

やコンプライアンスの主旨に即して疑義がある場合等、コンプライアンスに関する問題を認

識した役職員は、直ちに上長やコンプライアンス委員会を含む社内関係者に相談・通報すべ

きことが当社の相談・通報手続規程において定められています。相談・通報を受けた上長は、

速やかにコンプライアンス委員会に当該問題を報告し、報告を受けたコンプライアンス委員

会は速やかに委員会を招集し、相談・通報内容を調査・検討するとともに、重要なものは相談・

通報者の匿名性を保った上で代表取締役社長に報告を行います。代表取締役社長に報告さ

れる事案や対応状況については、グループ会社からの相談・通報事案を含め、その概要を取

締役会にも報告しています。

コンプライアンス委員会は、相談・通報を受けた事案につき、相談・通報者、コンプライアン

ス疑義事象の当事者として報告された者や調査協力者のプライバシー、人権及び名誉等の

保護に十分配慮した上で、必要な事実関係の調査を行います。

その結果は相談・通報者に報告されるとともに、コンプライアンス統括部における再発防

止策の策定に役立てられます。また、違反者に対する処遇については、懲戒手続規程に則

り、懲罰委員会により決定されます。

コンプライアンス統括部において社員教育とチェック機能構築を進めるほか、今後は人事本

部と協力の上、コンプライアンス遵守意識を組織文化として根付かせる施策を行っていきます。

内部相談・通報制度の充実・強化

当社グループでは、コンプライアンス委員会を窓口とした内部相談・通報制度を設置している

ほか、外部の弁護士への相談・通報窓口も設置しています。いじめやハラスメント、利益供与や

接待贈答などの腐敗を含むあらゆるコンプライアンス違反、あるいはそのおそれのある行為を

知った時の相談・通報を受け付け、その全てに対して適時かつ適切な対応を実施しています。利

用対象者は、海外を含む全グループの役員、社員、その他パート・アルバイト等の会社と雇用契

約を締結した者、並びに出向契約等により受け入れる出向社員及び派遣社員（いずれも退職

者を含む）です。これによりコンプライアンスの取り組み強化と違反の未然防止を図っていま

す。相談・通報（事前相談を含む）は匿名でも行え、相談・通報内容の秘密は厳守されるとともに、

相談・通報者が相談・通報によって不利益を被らないように、相談・通報者の保護を徹底していま

す。万が一、相談・通報者が不利益を被った場合には、速やかに救済・回復措置を講じるととも

に、不利益な扱いを行った者に対して適切な処分を科します。当社グループでは全役職員に相

談・通報窓口の利用を推奨し、早期の問題発見が可能になるよう取り組んでいます。また、上記

窓口を社内ポータルサイトのトップページに明示し、相談・通報者保護の説明を含め繰り返し周

知を行うなど、より相談・通報を行いやすい体制を構築しました。

時期 取り組み 時期 取り組み 時期 取り組み

2021年12月  不祥事発覚 2022年４月  経営会議を新設 2023年４月   主要グループ会社にコンプライアンス責任者を設置

2022年２月-３月  処分発表 ４月-５月  社長による全社員との「Teach-in」ミーティングを実施 ４月   新たなグループコンプライアンス基本指針を策定

３月  売上計上要件の厳格化 ６月  パーパスの制定 ４月  コンプライアンスハンドブック・MAstyleの作成/配布

３月  通報窓口の徹底周知 ７月   CCO、内部監査室長の就任 ４月  全社員からのコンプライアンス遵守誓約取り付け

４月   コンプライアンス統括部の新設 ７月-11月  CCO及び監査等委員によるキーパーソンとの対話の実施 ４月  eラーニング研修の開始

４月  定期的なコンプライアンス研修の開始 10月  社員意識調査の実施 2024年１月  社員意識調査の実施

４月  倫理観の評価を含めた新人事制度への移行 2023年１月  フィロソフィーの制定 ４月  社外からの相談・通報がしやすいウェブサイトへの改修

５月  ハンドブックをHDから第二版として発行

 日本M&AセンターHD　  日本M&Aセンター

基
盤
整
備

基
盤
整
備

浸
透
施
策

継
続
的
整
備

コンプライアンス強化の主な取り組み　

2022年度 2023年度 2024年度

62件 68件 66件

社内からの相談・通報件数の推移
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社員サーベイ　コンプライアンス項目例 （実施時期：2024年10月）

質　問 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

会社のコンプライアンス意識は

高く保たれている
3.13 3.73 3.72 3.84

会社はコンプライアンス事案に対して適切に対処し

ている
3.40 3.93 3.97 4.01

私の組織には、売上・効率のみならずコンプライアンス

との両立を重視する雰囲気がある（～2022年度）
3.87 3.73 3.60 3.70

私の組織では、売上・効率よりもコンプライアンスを

重視する雰囲気がある（2023年度～）

私はコンプライアンス問題を目にした場合の相談・

通報方法を知っている
4.13 4.33 4.38 4.39

実施月 テーマ

４月 コンプライアンス全般及びコンプライアンス誓約

５月 ハラスメント防止

７月 情報セキュリティ

８月 人事労務・勤怠

10月 コンプライアンス意識調査実施

11月 情報セキュリティ

１月 中小M&Aガイドライン及びM&A支援機関協会自主規制ルール

２月 インサイダー取引及び不正な経費利用の防止

コンプライアンス

具体的なコンプライアンス浸透策

日本M&Aセンターではコンプライアンス体制の一層の浸透のため、毎年全社員がコンプ

ライアンス遵守の誓約をしています。

また、コンプライアンスの考え方やグループコンプライアンス基本指針を解説した「コンプ

ライアンスハンドブック」を日本M&Aセンターを含む当社子会社全社員に、企業理念やパー

パス、フィロソフィー、コンプライアンス基本指針に加え、相談・通報先、情報セキュリティ方

針、災害時対策等が記載されている携行用冊子「MAstyle」を日本M&Aセンター全社員へ

配布しています。海外拠点向けには、個別適切な方法により翻訳・伝達し、海外においてもコ

ンプライアンスマインドの向上に努めています。

月次で行っている全社会議において、定期的に CCOよりコンプライアンスに関する注意

事項の発信を行っています。

これらの取り組みの実効性検証のため、当社及び日本M&Aセンターをはじめとした一部

の子会社ではコンプライアンスに関する社員サーベイを2022年度から実施し、社内のコン

プライアンスに対する認識を定点観測しています。2023年度のサーベイ結果では、2022年

度と比較し全体的にコンプライアンスに関する認識の数値の向上が確認できました。2024

年度は一部数値が下がっている項目もありましたが、これはコンプライアンス意識が高まっ

たからこそコンプライアンスの取り組みへの評価が厳しくなったことに起因したと分析してい

ます。2025年度は再び全体的に数値が向上し、特に「会社のコンプライアンス意識が高く

保たれている」が大きく伸びました。また、「会社はコンプライアンス事案に対して適切に

対処している」がサーベイ開始以来伸び続けていることからも、コンプライアンスの取り組

みに対する信頼が確立されてきたものと考えています。今後も引き続きコンプライアンスに

関する取り組みを進めてまいります。

  

実効性のあるコンプライアンス研修・教育の実施

当社グループはコンプライアンス統括部を主幹部署として、定期的にコンプライアンス研

修を実施しています。日本M&Aセンターでは、正社員のみならず契約社員を含む全社員に拡

大し、2023年度から導入しているeラーニングなども活用しながら、全社員向けの研修に加

え役員を含む幹部向け・マネジメント層・指導者層向けに、別途研修を行うなどコンプライアン

ス意識の醸成を図っています。また、座学研修以外の教育プログラムも順次策定・実施して

います。

2024年度 eラーニング研修内容５段階で評価（最高５～最低１）

69

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

日
本
M
&
A
セ
ン
タ
ー

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
の
ビ
ジ
ョ
ン

最
高
の
M
&
A
総
合
企
業
へ
の

成
長
に
向
け
た
戦
略

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン



日本M&Aセンターグループは、グループに不利益を生じさせる可能性のある重要なリスクを組織的にマネジメントし、損失の回避及び最小化を図っています。

Risk Managementリスクマネジメント

リスクマネジメント体制

事業への影響度が大きくリスクの顕在化の可能性が高いリスクへの主な対応方針

CCO（チーフ コンプライアンス オフィサー）を委員長とし、グループにおけるオペ

レーショナルリスクに対応するリスクマネジメント委員会を定期的に開催しています。同

委員会にて、リスクの特定・分析・評価を行うとともに、対応策の検討・進捗のモニタリン

グ・改善を実践しています。その結果は、経営会議に報告または提言されるとともに、取

締役会への定期的な報告が行われています。また、必要に応じて顧問弁護士等の外部

専門家の指導・助言等を受けています。

なお、オペレーショナルリスク以外の他の経営に係るリスクについては、経営会議にて

マネジメントされているものの、同委員会にてリスクを認識した場合は経営会議へ具申

しています。

これにより、リスクが顕在化しないような仕組みづくりを不断に行い、かつ顕在化した

場合は迅速な審議と意思疎通が行える体制を整えています。

リスクマネジメント委員会の有効性については、取締役会で評価し、適宜是正してい

ます。事業環境の変化等に伴う対応策の全社通知や新たなリスク領域への対応が必要

となった場合は、課題や対応状況について取締役会に報告の上、対処しています。

情報管理・情報セキュリティに関する教育及び訓練を実施し、各社内規程・ルールの遵守

を徹底させる。

中小企業庁・M&A支援機関協会（2025年１月１日にM&A仲介協会から名称変更）と

連携し、同業他社を含むM&A支援機関によるガイドライン・自主規制ルールの遵守を

実現する取り組みを進める。

中間管理職層に対する労務管理研修の強化並びに組織文化のアップグレードに取り

組む。

リスクマップ
① 情報管理に関するリスク

③ 人事・労務リスク

② M&A仲介業界のレピュテーションリスク

大

小

低 高

自然災害

情報管理に関するリスク

金融市場環境の
変化によるリスク

腐敗リスク

財務リスク

役職員による不正リスク

M＆A仲介業界のレピュテーションリスク

人事・労務リスク

グループガバナンス統制

当社グループのレピュテーションリスク
（広告を含む）

サイバーセキュリティ

リスクの顕在化の可能性

事業への影響度
（ リスク顕在化時の損害の大きさ）

顧客・提携先の
エンゲージメント低下リスク
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日本M&Aセンターグループの業務における守秘義務の重要性は非常に大きく、ステークホルダーから期待される要求事項を満たすだけでなく、M&Aプロフェッショナルとしてのある

べき姿も考慮し、情報セキュリティの適切なマネジメントに努めています。

当社グループでは、「情報セキュリティ基本方針」を策定するとともに、情報セキュリティに関するルールの遵守及び安全対策の徹底に取り組んでいます。

セキュリティ相談会議 新規取り組みやサービス利用等に関するセキュリティ相談案件について、セキュリティリスクを明確
にした上で対応方針を決定し、指示を出す。リスク評価の結果・残存リスクの度合い等により、必要と判断したときはリスク判
定会議に上程する。

リスク判定会議 セキュリティ相談会議から上申された案件のリスクと損失を再確認し、対応事項の追加等を検討し、実施の
可否を総合的に判定する。コンプライアンス・リスクマネジメント部門等の社内有識者で構成される。

セキュリティ連携会議 グループ各社の情報セキュリティ及び情報システム担当者間の連絡会議。当社所定のセキュリティ
報告書を用いて定期的に各社の状況把握を行う。また、脅威とその対応方針を共有することでグループ全体のセキュリティ
対策レベルの引き上げを図る。

CSIRT セキュリティインシデント発生時の状況把握と対処、被害抑制、復旧と再発防止策の実施及びハンドリングを行う。

セキュリティ担当 セキュリティ対策と計画の状況把握と全体統括を行い、セキュリティインシデントを未然に防ぐ。

情報セキュリティ統括部 各連結子会社のIT部門 / セキュリティ担当と連携しており、セキュリティインシデント発生時や
未然の防止策実施においてはグループ全体で協力し、対応にあたる。また、情報セキュリティ教育の企画・実施も行う。

取締役会

連結子会社　IT部門／セキュリティ担当

経営会議

CSIRT セキュリティ担当

CISO

報告、セキュリティアドバイス

連携

インシデント対応 セキュリティ業務

グループセキュリティ統括機能

情報セキュリティ統括部

情報セキュリティ　リスク発生・特定 情報セキュリティ　リスク分析リスク分析 リスク対応　計画書作成リスク評価　シート作成 リスク対応

Information Security情報セキュリティ

情報セキュリティ基本方針
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/security_policy.html

情報セキュリティ戦略の策定や実施状況の評価は、CISO（Chief Information Security 

Officer）を責任者とするグループセキュリティ統括機能において実施しています。

CISO配下の情報セキュリティ統括部にはインシデント対応を担うCSIRT（Computer 

Security Incident Response Team）※1と、セキュリティ業務を担うセキュリティ担当が設置

されています。

CSIRT及びセキュリティ担当の活動内容はCISOを通じて、経営会議に定期的に報告さ

れています。

なお、リスクマネジメント委員会においても、情報セキュリティリスクの低減について、定期

的に対応策の検討、モニタリングを行っています。
※1 セキュリティインシデントが発生した際に、対応を実施する専門チーム

社外の専門家を活用した安全性の高いシステム構築を行っています。2016年５月25日、

株式会社日本M&Aセンター及び株式会社企業評価総合研究所は情報管理の徹底と継続的

な改善を図るため、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際標準規格である

ISO/IEC27001の認証を取得しました。また、ISMS内部監査を通じてその運用状況の妥当

性の検証を行っています。

情報セキュリティリスク対応計画、及び継続的に対処する必要のある情報セキュリティリス

クへの対応については、リスク承認プロセスを継続的に循環させることでセキュリティリスク

の低減を行っています。

情報セキュリティ推進体制

情報セキュリティマネジメントシステム
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情報セキュリティ

重要な情報を取り扱う事業者として、重大なセキュリティ事故が発生しないよう、外部・内部の
脅威に対して措置を講じています。情報資産の機密性、可用性、完全性を評価し、リスクレベル
に応じた対応を行い、定期的に見直しをしています。
また、インシデント発生時には速やかに事実を整理・確認しリカバリ対応を実行することと、
再発防止としてナレッジの蓄積と共有をしています。
事前・事後の両輪でグループ全体のセキュリティレベル向上を図っています。

脆弱性診断
社外に向けて展開しているサービスは外部のセキュリティ専門のベンダーによる脆弱性診断

の結果をもとに、改修あるいは対策措置を実施し、サービスを安全にご利用いただけるよう取り
組んでいます。

システム監査・セキュリティ監査
制定した「情報セキュリティルール」に基づいて、セキュリティルールの点検を毎月行っています。

防御を取り入れた設計・開発・実装・保守
当社グループは、社内システムへのアクセス制御の強化、EDR（Endpoint Detection and 

Response）※2の導入による端末の動作監視、端末の通信ログの収集・分析による脅威検出など
を実施しています。システムインフラ基盤強化の一環として、2021年度からはネットワーク回線
強化とともに、SD-WAN（Software Defined-Wide Area Network）※3を導入しました。
通信内容、品質の可視化をすることで「柔軟性」かつ「拡張性」を備えたネットワーク環境を

実現しています。MSS（Managed Security Service）※4を利用することにより、人的負担を軽
減しつつ不正アクセスの予防、検知能力を向上させることで、セキュリティリスク低減につなげ
ています。また、検知内容についてはアラートレベルに応じて即座に対応し、月次にてセキュリ
ティ上の脅威、不正アクセスの観点以外に、全拠点の通信速度や安定性、遅延の有無など回線
のパフォーマンスに関する詳細な内容を専門部署にて共有し、対応について討議を行っています。

検知・検出・遮断 / 監視・追跡
当社グループは、社内システムへのアクセス制御の強化に努めています。2022年度にはクラ

ウドストレージ「Box」を導入し全社内データの保存先として利用しています。無制限な世代管理

当社グループでは「個人情報保護方針」を策定し、各社のWebサイト上で公表しています。同
方針を全役職員に周知徹底するとともに、確実な履行に努めています。

を実現することによりファイルの変遷を可視化することが可能になったとともに、誰が、いつ、何
をしたのかの詳細なアクセスログを保存しています。

教育・研修
セキュリティへの対応を継続的に改善するためには、社員の意識向上と研修が必要不可欠です。
当社グループでは、各種情報セキュリティ関係のルールについて、役職員に対する研修やイン

トラネット等への掲示、情報セキュリティルールを取りまとめた「情報セキュリティルールブック」
の配布を通じて常時周知し、その徹底に努めています。定期的な研修や標的型攻撃メール対応
訓練も実施しており、結果は社内に公開しています。2023年度からはeラーニングを活用するこ
とで、セキュリティ意識の向上と情報セキュリティルール違反の減少に取り組んでいます。

また、独自の「M&A免許制度」の取り組みも行っています。同制度では、リスク集約と蓄積、分
析、対策を目的としており、当社にある営業、コンプライアンス、情報セキュリティなど各ルール
のうち、M＆Aを行うものとして守るべき項目を採点項目として設定し、違反者には加点します。
毎月、所管部署で集計を行い、そのデータを各部門長に還元しています。また、高得点者には別
途研修を実施しています。

プロセスとルールの整備
情報漏えいリスクの高い業務プロセスに関して、セキュアなプロセス設計とルールの整備を

行っています。例えば、人為ミスによる情報漏えい抑止の一環として、社外にメールを送信する
際には誤送信防止のため、宛先や件名、添付ファイルなどを再度確認しなければ送信できない
チェックツールを導入しています。仮に添付ファイルを誤送信してしまっても添付ファイルを取り
消せる仕組みを導入し、メール誤送信における情報漏えい抑止につなげています。

情報セキュリティの取り組み

個人情報保護の取り組み

タイミング 内容 対象

入社時研修
新卒・中途採用の全新入社員を対象に、当社のセキュリティルール
を学ぶ研修を実施しています。

出向を含む全社員

全社員研修（毎月）
毎月テーマを変えながら情報セキュリティについて注意喚起とルー
ル周知を行い、時事的な事例も紹介しています。

派遣社員を含む全社員

標的型攻撃メール対応訓練

（年２回）
攻撃メールを装った訓練メールを社員へ実際に送付し、体験を通じ
たセキュリティ意識向上を図っています。

出向者や派遣社員を含む全
社員

※2  パソコンやサーバー等のネットワークに接続されている端末（エンドポイント）を監視し、異常や不審な挙動等のサイバー攻撃の
兆候を検知し、管理者に通知するセキュリティソリューション

※3  物理的なネットワーク機器で構築したWAN（広域ネットワーク）上に仮想的なWANを構築し、ソフトウェアを用いて管理する技術
※4  企業や組織の情報セキュリティシステムの運用管理を、社外のセキュリティ専門企業などが請け負うサービス
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Environment環境

当社グループは、国内最大級の中堅・中小企業Ｍ＆Ａ支援会社として、パリ協定に基づく脱

炭素社会の実現に貢献する責任があると認識しています。気候変動への対応は、長期的な

企業価値の維持・向上に資する重要な要素であり、環境負荷の低減に努めるとともに、気候

変動が事業環境に及ぼすリスクを踏まえ企業活動を行っています。当社は事業活動を通じて

社会課題の解決に寄与していくべきだと考えています。

TCFD提言に沿った情報開示
2025年６月、当社グループは、社会的要請の高まりに応じて、気候関連情報の開示を強化

するため、「気候関連財務情報開示タスクフォース（以下、TCFD）」提言への賛同を表明し、

同提言に基づく情報開示を開始しました。

また、社内の対応体制を強化するために「サスティナビリティ推進委員会」を新たに設置し

ました。当社は今後も気候変動への対応を推進し、実効性のある範囲でTCFD対応を継続的

に改善していきます。

戦略
シナリオ分析では気温上昇に関する複数のシナリオ（1.5℃及び4℃）と時間軸（2030年、

2050年）を前提に、国内事業を対象に評価を行いました。これらの分析を通じて将来的なリ

スクと機会を把握し、持続可能な事業運営の実現を目指してまいります。

リスク
時間軸

考察 影響度 対応戦略
短期 中期 長期

移
行

政
策
・
規
制

炭素価格
（炭素税）

●
●  炭素税制度等の導入に伴うコスト
賦課

小

●  東京本社が入居するビルにおける再生可能エ
ネルギー由来100％の電力使用による排出量
大幅削減

●  その他の拠点における空調・照明の使用ルー
ル策定、社員への節電意識の啓発による省エ
ネ活動推進

情報開示
義務

● ●
●  国内のSSBJ開示義務化等によ
る第三者保証や開示範囲の拡
大に伴う対応コストの発生

小
●  情報開示を含むサステナビリティに関する義務
を社内で対応できる体制の段階的整備

市
場

エネルギー
コストの
変化

● ●
●  カーボンニュートラルの実現に
向けた電力会社の負担増加に
伴う電力価格の高騰

小

●  将来的に全拠点で再生可能エネルギー由来の
電力への切り替えを目指す

●  公共交通機関利用促進やITの活用、不要な印
刷の削減などを通じたエネルギー使用量モニ
タリングと継続的な環境負荷の低減や省エネ
の取り組み推進

投資家の
評判変化

● ●
●  気候変動関連情報の開示不足
による時価総額の低下といった
企業価値への影響

小

●  気候変動に関するシナリオ分析による環境・社
会面の課題が業績に与える影響の把握

●  上記によるリスクや機会の特定・評価とその開示
による投資家の信頼維持、企業競争力の強化

物
理

急
性

異常気象
の激甚化 
（台風、豪
雨、土砂、
高潮等）

● ● ●

●  営業拠点や顧客、提携先をつな
ぐ交通インフラや情報インフラ
の機能停止または寸断に伴う
業務中断リスク

●  こうした業務中断リスクの顕在
化に伴う稼働日数減少

小

●  システムインフラの基盤強化推進
●  緊急時には全社員がテレワークを行える体制
や、リモートで顧客面談やデューデリジェンス
を実施できる環境の整備

●  全拠点における備蓄品の配備や災害発生時の
避難訓練の定期的な実施

●  サーバーのバックアップ及び重要データのクラ
ウド保管

●  緊急時の全国におけるサテライトオフィスの機
動的な設置

慢
性

平均気温
の上昇

●

●  熱中症の頻発に伴う労働者の
生産性低下や冷房使用量の増
加

●  海面上昇による操業拠点の浸
水リスク増加

●  地球温暖化によるASEAN地域
に位置する海外拠点の猛暑や
雨季長期化に伴う慢性的な洪
水被害

小

●  空調コストが賃料に含まれている一部オフィス
や施設における直接的なエネルギーコストの
上昇

●  今後の入居先選定にあたって省エネ性能や環
境認証の取得状況（例：ZEB、BELS、LEEDな
ど）を評価基準に追加

●  気候変動リスクへの耐性が高い施設への移
転・集約を検討

感染症の
増加

●
●  温暖化による病害虫の発生や
病原体の増加に伴う従業員の
媒介感染

小
●  全社員がテレワークを行える体制やリモートで
顧客との面談、デューデリジェンス等を行える
体制の整備

機会 考察 影響度 対応策

移
行

政
策
・
規
制

炭素排出
目標/政策

● ●

●  国内の脱炭素化目標の導入に
伴い、企業による気候変動対応
力の強化やサステナビリティ経
営への移行

●  それに伴う気候変動課題を考慮
したM&A（脱炭素型ビジネスの
獲得や事業ポートフォリオの再
構築等）の需要増加

小

●  M&A支援におけるGHG排出量、気候リスク・
機会、サステナビリティ関連のガバナンス体制
といったESG観点を組み込んだデューデリジ
ェンスの提供の強化

●  上記を促進する、サステナビリティ推進委員会
を通じた気候変動関連の法規制や市場動向に
精通した人材育成

時間軸の定義

短期：2025年～2027年（中期経営目標年2027と整合）

中期：2027年～2030年（SDGsの目標年と整合）

長期：2030年～2050年（パリ協定の目標年と整合）

影響額の定義

大：連結経常利益額の３％以上

中：連結経常利益額の１％以上

小：連結経常利益額の１％未満

右に、シナリオ分析によって特定された気候関連のリスクや機会、及びその対応策を示します。

また、気候変動課題を考慮したM&A需要の増加については、業種別に機会を考察してい

ます。

環境
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/sustainability/environment.html#climate
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CO2排出量推移（t-CO2）

経営会議 リスクマネジメント委員会

会社戦略や経営計画の監督

取締役会

サステナビリティ推進委員会

報告

報告
報告・提言

指示

報告 連携

権限移譲

選定・解職・監督

権限移譲

取締役副社長委員長

財務経理部、 IR部事務局

年１～２回開催頻度

気候変動関連リスク・機会の評価
気候変動対応方針の検討

検討内容

環境

指標と目標
当社は、気候変動リスクや機会への対応を進めると同時に、パリ協定や国内の2050年

カーボンニュートラル水準に向けた脱炭素化課題への目標のモニタリングのため、排出量の

削減目標を現在再検討しています。具体的な対応としてはScope １、Scope ２、及びScope 

３排出量の算定範囲を拡大し、開示することを目指しています。

2022年度 2023年度 2024年度
Scope1 0 0 0

Scope2 27.2 39.1 42.5

Scope3 2,370.9 2,934.2 2,667.0

〈算定方法〉GHGプロトコルに基づき算定
〈算定対象範囲〉日本Ｍ＆Ａセンター国内拠点（サテライトオフィス、海外拠点は算定対象外）
〈組織境界〉支配力基準（支配下の事業からのGHG排出量を100％算定）
〈算定ロジック〉  Scope ３はカテゴリ６とカテゴリ７の排出量を算定。2022年度分までは全拠点の航空機を利用した出張が対象

範囲。2023年度より自動車による出張、通勤費を対象範囲に追加し排出量を算出しています。

リスク管理
気候変動関連リスク・機会の評価をもとに、当社はサステナビリティ推進委員会にてリスク

や機会への対応を検討し、定期的に対応状況の進捗を確認しています。また、その結果を取

締役会に報告することで管理しています。

重大な財務影響を及ぼす可能性のある気候関連リスクは、CCO（チーフ コンプライアン

ス オフィサー）が委員長を務めるリスクマネジメント委員会と連携し、グループ全体のオペ

レーショナルリスク対応を担い、全社的なリスクマネジメントプロセスに統合して評価・管理さ

れます。委員会では、影響度が大きく顕在化の可能性が高いリスクに対し、対応策の検討、

進捗状況のモニタリング、必要に応じた改善を実施し、外部専門家の助言も活用します。これ

らの取り組みの結果は、経営会議及び取締役会に報告され、経営判断に反映されます。

ガバナンス
当社は、気候変動をはじめとするサステナビリティ課題への対応を推進するため、取締役

会直属の組織としてサステナビリティ推進委員会を設置しています。同委員会は、取締役副

社長が委員長を務め、委員長が任命した各部門のメンバーで構成されています。

気候変動課題の対応として、シナリオ分析を通じてリスク・機会の評価、対応方針の検討、

進捗状況の確認などを行い、全社的な取り組みを推進しています。

当該活動は年１～２回開催されるサステナビリティ推進委員会を通じて報告されます。委

員会での活動及び審議内容は、委員長を通じて年１～２回、取締役会に報告されます。取締

役会は、気候変動を含むサステナビリティ課題に関する事項を検討し、企業戦略や目標の策

定について監督・意思決定を行っています。
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Data Sectionデータセクション

財務項目

年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

経営業績
売上高 （百万円） 12,227 14,778 19,069 24,625 28,463 32,009 34,795 40,401 41,315 44,136 44,077
M&A売上高 （百万円） 12,009 14,542 18,800 24,321 27,965 31,191 33,743 38,807 39,785 42,788 42,709
その他売上高 （百万円） 218 235 269 304 497 818 1,051 1,593 1,530 1,348 1,368
営業利益 （百万円） 6,098 7,002 9,046 11,605 12,533 14,247 15,336 16,430 15,298 16,066 16,715
経常利益 （百万円） 6,310 7,116 9,070 11,670 12,533 14,467 15,468 16,864 15,472 16,518 16,918
税金等調整前当期純利益 （百万円） 6,311 7,116 9,070 11,670 12,515 14,681 15,616 16,661 15,472 16,519 16,929
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 3,950 4,840 6,174 8,146 8,867 10,273 10,678 11,437 9,842 10,727 10,955
財務状況
総資産 （百万円） 16,750 20,141 24,956 31,737 35,638 44,296 54,110 58,919 65,765 58,640 61,786
有形固定資産 （百万円） 196 441 411 517 480 550 532 575 586 511 449
自己資本 （百万円） 13,465 16,741 16,059 21,995 27,143 35,858 44,451 50,743 54,431 43,897 47,174
純資産 （百万円） 13,465 16,763 16,080 22,043 27,264 35,943 44,690 51,026 54,720 43,973 47,589
有利子負債残高（借入金・社債等残高） （百万円） 100 100 4,500 3,500 2,500 1,500 500 ― ― 6,300 5,400

キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー※3 （百万円） 3,654 4,440 7,769 9,813 6,914 10,313 11,458 11,099 8,153 10,527 13,116
投資活動によるキャッシュ・フロー※3 （百万円） △6,269 △5,210 1,462 △8,102 △605 △5,801 22,324 270 △3,999 △18,204 11,982
フリー・キャッシュ・フロー （百万円） △2,615 △770 9,231 1,711 6,309 4,512 33,783 11,370 4,154 △7,677 1,134
財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,440 △1,498 △2,555 △3,418 △4,549 △2,327 △3,095 △5,943 △6,093 △15,232 △8,753

1株当たり情報※1※2

１株当たり当期純利益 （円） 98.78 121.04 77.21 50.82 55.13 63.30 32.46 34.60 29.76 33.04 34.54
1株当たり純資産 （円） 336.72 418.66 202.21 136.78 168.75 219.91 134.49 153.51 164.48 138.41 148.71
配当金 （円） 35 49 44.5 41 23 26 28 18 23 23 29
配当性向 （%） 35.4 40.5 40.2 40.3 41.7 41.1 43.1 52.0 77.3 69.6 84.0
財務指標

ROE（自己資本利益率） （%） 32.4 32.0 37.6 42.8 36.1 32.6 26.6 24.0 18.7 21.8 24.1
ROA（総資産経常利益率） （%） 41.1 38.6 40.2 41.2 37.2 36.2 31.4 29.8 24.8 26.6 28.1
自己資本比率 （%） 80.4 83.1 64.3 69.3 76.2 81.0 82.1 86.1 82.8 74.9 76.4
その他
時価総額 （百万円） 165,953 261,926 292,928 599,512 496,481 490,722 1,007,254 581,233 331,543 332,554 194,883
年度末株価※1※2 （円） 497.5 818.8 905.0 1,830.0 1,515.0 1,477.5 2,993.0 1,727.0 984.0 987.0 578.4
成約件数 （件） 338 420 524 649 770 885 886 996 1,050 1,146 1,078

財務・非財務ハイライト

※1 2014年4月1日付で普通株式1株につき普通株式3株の割合で株式分割を行っています。
※2 2016年10月1日付、2018年4月1日付及び2021年4月1日付でそれぞれ普通株式1株につき普通株式2株の割合で株式分割を行っています。
※3 従来、営業活動によるキャッシュ・フローに区分していた「敷金及び保証金の増減額」を投資活動によるキャッシュ・フローに区分しています。
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財務・非財務ハイライト

データセクション

非財務項目

年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

環境
スコープ１ （t-CO2） 0 0 0 0 0
スコープ２ （t-CO2） 120.9 0 27.2 39.1 42.5
スコープ３ （t-CO2） 1,019.2 1,417.4 2,370.9 2,934.2 2,667.0

年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
雇用
従業員数 （人） 810 972 1,083 1,043※3 1,086
M&Aコンサルタント人数 （人） （473） （568） （622） （645）※3 630
年次有給休暇取得率※1 （%） 35.4 40.0 46.6 46.8 47.2
平均給与※1 （千円） 12,434 12,022 11,140 11,821 12,710
離職率 （%） ― ― 15.7 17.9 14.9

新卒中途の入社割合※1 新卒 （%） 8.5 10.1 19.6 26.6 24.5
中途 （%） 91.5 89.9 80.4 73.4 75.5

新卒採用人数※1 （人） 16 24 43 41 47
社員平均年齢 （歳） 34.3 34.0 33.8 34.1 34.9
労災件数 （件） 0 2 0 4 6

ダイバーシティ＆インクルージョン
女性管理職比率 （%） 9.8 11.1 11.5 16.5 15.0

産休・育休後の復帰率
男性 （%） ― 100.0 100.0 100.0 100.0
女性 （%） 87.5 100.0 100.0 60.0 81.3

産休・育休取得率※2 男性 （%） 0.0 10.0 30.2 27.8 33.3
女性 （%） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

健康経営
健康診断受診率※1 （%） 99.6 99.8 100.0 100.0 100.0

＜算定方法＞GHGプロトコルに基づき算定。
＜算定対象範囲＞日本M&Aセンター国内拠点（サテライトオフィス、海外拠点は算定対象外）。
＜組織境界＞支配力基準（支配下の事業からのGHG排出量を100％算定）。
＜算定ロジック＞
●  スコープ2については、2020年度と2021年度は東京本社のみを対象として算定しました。2020年度下半期中頃から東京本社が入居するビルの電力が再生可能エネルギー由来に切り替わり、CO2排出量はゼロとなりました。2022年度に算定範囲を国内全拠点に拡大しました。2024年度には国内全拠点で
入居するビルの電力が再生可能エネルギー由来に切り替わり、スコープ2の排出量もゼロとなりました。

● スコープ3はカテゴリ6と7の排出量を算定しています。2022年度までは全拠点の航空機を利用した出張が対象範囲でしたが、2023年度からは自動車による出張及び通勤費も対象範囲に追加し、排出量を算定しています。

※1   （株）日本M&Aセンターの数値です。
※2   （株）スピアは除外して算出しています。
※3   2023年度第２四半期より（株）バトンズが連結子会社から持分法適用会社となり、（株）バトンズの人員は連結人員数に含んでおりません。
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連結財務諸表

データセクション

連結損益計算書 （単位：千円） 連結包括利益計算書 （単位：千円）

前連結会計年度
（2023年４月１日～2024年３月31日）

当連結会計年度
（2024年４月１日～2025年３月31日）

売上高 44,136,889 44,077,707

売上原価 19,500,556 19,298,648

売上総利益 24,636,333 24,779,058

販売費及び一般管理費 8,569,355 8,063,396

営業利益 16,066,977 16,715,661

営業外収益
受取利息 37,831 79,392

受取配当金 41,020 46,015

投資事業組合運用益 31,196 ̶
持分法による投資利益 428,211 180,879

その他 25,489 28,589

営業外収益合計 563,750 334,876

営業外費用
支払利息 14,679 28,162

投資事業組合運用損 ̶ 73,016

為替差損 25,111 29,628

支払手数料 66,246 1,000

その他 5,932 63

営業外費用合計 111,971 131,870

経常利益 16,518,756 16,918,667

特別利益
持分変動利益 ̶ 10,128

固定資産売却益 952 372

特別利益合計 952 10,501

税金等調整前当期純利益 16,519,708 16,929,169

法人税、住民税及び事業税 5,557,287 6,032,674

法人税等調整額 218,730 △71,673

法人税等合計 5,776,017 5,961,001

当期純利益 10,743,691 10,968,168

非支配株主に帰属する当期純利益 15,956 12,287

親会社株主に帰属する当期純利益 10,727,734 10,955,880

前連結会計年度
（2023年４月１日～2024年３月31日）

当連結会計年度
（2024年４月１日～2025年３月31日）

当期純利益 10,743,691 10,968,168

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 234,543 423,289

為替換算調整勘定 41,662 98,263

持分法適用会社に対する持分相当額 ̶ △2,080

その他の包括利益合計 276,205 519,472

包括利益 11,019,896 11,487,641

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 11,003,078 11,472,197

非支配株主に係る包括利益 16,818 15,443
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連結財務諸表

データセクション

連結貸借対照表 （単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

資産の部
流動資産
現金及び預金 37,439,818 39,211,152

売掛金 2,579,173 2,633,034

前払費用 517,813 570,335

その他 1,851,973 152,321

貸倒引当金 △2,211 △209

流動資産合計 42,386,566 42,566,635

固定資産
有形固定資産
建物 728,474 741,672

減価償却累計額 △384,244 △443,366

建物（純額） 344,229 298,306

その他 616,268 633,893

減価償却累計額 △448,689 △483,043

その他（純額） 167,579 150,850

有形固定資産合計 511,808 449,157

無形固定資産 173,846 133,514

投資その他の資産
投資有価証券 11,850,514 13,945,317

長期貸付金 ̶ 1,085,208

繰延税金資産 392,792 240,570

長期預金 1,008,468 1,009,069

その他 2,316,612 2,356,670

投資その他の資産合計 15,568,387 18,636,836

固定資産合計 16,254,042 19,219,508

繰延資産
創立費 ̶ 259

繰延資産合計 ̶ 259

資産合計 58,640,609 61,786,402

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

負債の部
流動負債
買掛金 924,045 1,088,256
1年内返済予定の長期借入金 1,400,000 1,400,000
未払費用 2,011,368 2,196,439
未払法人税等 2,704,829 3,353,438
契約負債 327,026 216,084
預り金 229,261 157,575
賞与引当金 307,453 330,288
その他 1,581,440 1,153,980
流動負債合計 9,485,426 9,896,064

固定負債
長期借入金 4,900,000 4,000,000
長期未払金 168,792 168,792
繰延税金負債 112,778 131,961
固定負債合計 5,181,570 4,300,754

負債合計 14,666,996 14,196,818

純資産の部
株主資本
資本金 4,045,552 4,045,552
資本剰余金 3,993,551 3,908,630
利益剰余金 54,158,155 56,944,323
自己株式 △18,963,044 △18,903,338
株主資本合計 43,234,214 45,995,168

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 592,244 1,015,533
為替換算調整勘定 70,740 163,768
その他の包括利益累計額合計 662,985 1,179,302

新株予約権 12,443 ̶
非支配株主持分 63,968 415,113
純資産合計 43,973,612 47,589,584
負債純資産合計 58,640,609 61,786,402
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連結財務諸表

データセクション

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

前連結会計年度
（2023年4月1日～2024年3月31日）

当連結会計年度
（2024年4月1日～2025年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 16,519,708 16,929,169

減価償却費 152,646 136,909

のれん償却額 22,059 22,059

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,652 △2,131

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,599 22,835

役員賞与引当金の増減額（△は減少） ̶ 1,735

受取利息及び受取配当金 △78,851 △125,407

支払利息 14,679 28,162

固定資産売却損益（△は益） △952 △372

持分変動損益（△は益） ̶ △10,128

為替差損益（△は益） △5,496 22,164

持分法による投資損益（△は益） △428,211 △180,879

売上債権の増減額（△は増加） 355,305 △34,105

前払費用の増減額（△は増加） △50,716 △59,491

仕入債務の増減額（△は減少） 53,511 159,005

未払費用の増減額（△は減少） 299,370 167,176

契約負債の増減額（△は減少） 42,674 △110,943

預り金の増減額（△は減少） 93,864 △71,909

長期未払金の増減額（△は減少） △197,610 ̶

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,409,380 ̶

その他 △1,085,372 △125,250

小計 17,127,242 16,768,596

利息及び配当金の受取額 145,231 135,925

利息の支払額 △8,789 △18,629

法人税等の支払額 △6,736,103 △3,769,519

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,527,579 13,116,373

前連結会計年度
（2023年4月1日～2024年3月31日）

当連結会計年度
（2024年4月1日～2025年3月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 19,677 △38,329

有形固定資産の取得による支出 △87,192 △48,008

無形固定資産の取得による支出 △43,524 △23,166

投資有価証券の取得による支出 △3,354,457 △4,383,404

投資有価証券の売却等による収入 ̶ 2,000,000

出資金の分配による収入 1,209,509 853,037

出資金の払戻による収入 69,698 170,578

定期預金の預入による支出 △21,207,274 △590,475

定期預金の払戻による収入 5,256,412 15,253,567

関係会社株式の取得による支出 △80,000 △140,000

長期貸付けによる支出 ̶ △1,085,208

その他 12,715 14,053

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,204,437 11,982,645

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 7,000,000 498,128

自己株式の取得による支出 △13,999,980 △43

長期借入金の返済による支出 △700,000 △1,400,000

配当金の支払額 △7,537,179 △8,247,107

非支配株主からの払込みによる収入 4,355 335,701

自己株式の処分による収入 ̶ 59,749

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,232,804 △8,753,570

現金及び現金同等物に係る換算差額 50,039 66,511

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,859,621 16,411,959

現金及び現金同等物の期首残高 45,400,272 22,303,634

連結の範囲の変更に伴う現金及び 
現金同等物の増減額（△は減少） △237,015 ̶

現金及び現金同等物の期末残高 22,303,634 38,715,594
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Corporate and Stock Information企業・株式データ（2025年3月31日現在）

企業情報 株式の状況

大株主

株価の推移

株式の所有者別分布状況

会社名 株式会社日本M&Aセンターホールディングス
（ニホン エムアンドエー センター ホールディングス）
Nihon M&A Center Holdings Inc.

資本金 4,045百万円
（東証プライム上場　証券コード：2127）

設立 1991年4月25日
社員数（連結） 1,086名
所在地 東京本社

〒100-0005
東京都千代田区丸の内一丁目8番2号
鉃鋼ビルディング 24階

主なグループ
会社

株式会社日本M&Aセンター  
株式会社企業評価総合研究所  
株式会社日本PMIコンサルティング  
株式会社ZUUM-A  
株式会社スピア  
株式会社日本DX人材センター  
シンガポール現地法人  
マレーシア現地法人  
ベトナム現地法人  
タイ現地法人  
株式会社ネクストナビ  
株式会社バトンズ  
株式会社日本投資ファンド  
株式会社サーチファンド・ジャパン  
日本プライベートエクイティ株式会社  
株式会社矢野経済研究所  
NOBUNAGAサクセション株式会社  
九州M&Aアドバイザーズ株式会社
株式会社AtoG Capital
株式会社日本サーチファンド（J-Search）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 56,558,300 17.83

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 24,901,600 7.85

三宅 卓 20,859,182 6.58

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 11,236,855 3.54

分林 保弘 8,616,800 2.72

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 6,140,572 1.94

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 5,744,901 1.81

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS SEC LENDING 3,966,033 1.25

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 3,677,843 1.16

STATE STREET BANK WEST CLIENT － TREATY 505234 3,652,900 1.15

上記のほか当社所有の自己株式19,709,653株があります。

※発行済株式の総数には、自己株式19,709,653株を含んでいます。

発 行 可 能 株 式 総 数 576,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 336,934,800株

株 主 数 110,382名

4,000 200,000,000

150,000,0003,000

100,000,000

50,000,000

出来高（株）

2,000

1,000

00

株価／TOPIX（円） 株価 TOPIX出来高

20232022202120202019 2025年2024

※当社は2018年4月1日及び、2021年4月1日付で普通株式1株につき普通株式2株の割合で株式分割を行っています。

金融機関
26.6％

その他の法人
3.1％

金融商品
取引業者

2.3％

個人
34.3％

自己株式
5.9％

株式数
336,934,800株

外国法人等
28.0％

当社ウェブサイトのご案内
https://www.nihon-ma.co.jp/groups/
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FTSE Blossom Japan Series及び
FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

日本企業のESGパフォーマンスを反映しており、FTSE Blossom 

Japan Series には2021年から連続で、FTSE Blossom Japan 

Sector Relative Indexには2022年から連続で採用されていま
す。また、当社は「FTSE4Good Index Series」の構成銘柄にも含
まれています。

MSCI日本株ESGセレクト･リーダーズ指数
業種内で相対的にESG評価が高い企業を選定しています。

S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数
東証株価指数（TOPIX）の構成銘柄から、環境情報の開示状況
や売上高あたりの炭素効率性などに基づいてウェイトを調整し
ています。

Morningstar 日本株式 ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト
指数（除くREIT）
ジェンダー・ダイバーシティ・ポリシーが企業文化として浸透して
いる企業、及び、ジェンダーに関係なく従業員に対し平等な機
会を約束している企業を評価しています。

外部評価・コミットメント・指数への採用

日本M&Aセンターグループは、中・長期的な企業価値向上を目指し、サスティナビリティの取り組みを強化しています。

ここでは、当社のESG投資インデックスへの採用状況、外部機関による評価、国際的イニシアティブへの参画状況をご紹介します。

ESG投資インデックスへの採用状況

その他評価・指数への採用

MSCIでA評価を獲得
当社は、国際的なESG評価機関であるMSCIから2024年９月
にA評価を獲得しました。この評価は、CCCからAAAの７段階
のうち上から３番目に位置するもので、当社の持続可能性への
取り組みが高く評価された結果です。2020年時点ではBB評
価だったことから、２段階の向上を実現しました。

FTSEスコア
当社は、企業のESG対応を評価する指標の一つであるFTSEス
コアにおいては、3.9点を獲得しています（満点は５点）。2020

年のスコアは1.8点であり、この３年間で2.1点の向上を達成し
ました。

JPX日経インデックス400

資本の効率的活用や投資者を意識した経営観点など、グロー
バルな投資基準に求められる諸要件を満たした、「投資者に
とって投資魅力の高い会社」で構成しています。

JPXプライム150指数
「資本収益性」と「市場評価」という、価値創造を測る２つの観点
から選定した銘柄により構成しています。当社はエクイティ・スプ
レッド基準（資本収益性）の観点から構成銘柄に選定されました。

ESG評価

※  FTSE Russell（FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商標）はここに株
式会社日本M&Aセンターホールディングスが第三者調査の結果、FTSE4Good Global Index 
Series、FTSE Blossom Japan Index、及びFTSE Blossom Japan Sector Relative Index組み入
れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。これらはグローバルなイン
デックスプロバイダーであるFTSE Russellが作成し、環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れ
た対応を行っている企業のパフォーマンスを測定するために設計されたもので、サステナブル投資
のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

※  株式会社日本M&Aセンターホールディングスによる MSCI ESG Research LLC またはその関連会
社 （以下「MSCI」）のデータの使用、及びMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたはインデックス名
の使用は、MSCI による株式会社日本M&Aセンターホールディングスの後援、推薦、推奨、または宣
伝を意味するものではありません。MSCI のサービス及びデータは、MSCI またはその情報提供者
の所有物であり、「現状のまま」提供され、保証はありません。MSCI の名称及びロゴは、MSCI の
商標またはサービスマークです。

当社は、年金積立金管理運用独立行政法人（以下、GPIF）が採用する６つのESG

投資インデックスのうち、次の５つの構成銘柄に選定されています。
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年間対話回数／実施回数

株主・投資家との関係構築のための取り組み

株主・投資家の皆様とのコミュニケーションについて
当社は、財務・業績情報や投資判断に必要な経営戦略などの非財務情報、関連法令及び規

則に定められた開示事項等を、適時・適切かつ公平に、そして分かりやすく提供することによ

り、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様との信頼関係の構築に努めています。

企業価値向上に向けた対話の推進
機関投資家・証券会社アナリスト

当社は、機関投資家・証券会社アナリストとの建設的な対話を通じて、持続的な成長と中

長期的な企業価値の向上を目指しています。代表取締役社長やIR担当役員がスピーカーと

なり、機関投資家・証券会社アナリストの皆様と対話を行います。また、必要に応じて、社内の

関係者が同席して対応する機会も設けています。株主・機関投資家からいただいたご意見や

懸念事項は、毎期のIR活動状況とともに経営陣に報告しています。

個人投資家

　当社は個人投資家とのコミュニケーションを重要な施策の一環として位置づけており、年に一

度個人投資家向けの説明会を開催しています。企業のビジョンや戦略を直接伝えることで、個人

投資家の皆様の理解を深め、信頼関係を築くことを目指しています。

社員

社員エンゲージメント向上にも注力しています。社員持株会では社員の拠出額に対して

100%の奨励金を付与しています。また、各期の決算説明会後には社員向けの決算説明会を

実施し、マネジメントが決算内容や今後の取り組みについて直接社員に伝え、質疑応答を通

じて対話を行っています。

対象 取り組み 2023年度実績 2024年度実績
株主 株主総会 1回 1回

機関投資家・
証券会社アナリスト

個別面談 417回 359回
決算説明会 4回 6回
海外ロードショー 2回 2回
証券会社主催コンファレンス 6回 5回

個人投資家 個人投資家向け会社説明会 1回 1回
従業員 従業員向け決算説明会 1回 4回

ギネス世界記録TM

ギネスワールドレコーズより、「Ｍ＆Ａフィナンシャルアドバイザリー業務

の最多取り扱い企業」として2020年（取扱件数：783件）、2021年（取扱

件数：1,0 1 3件）、2 0 2 2年（取扱件数：9 8 9件）、2 0 2 3年（取扱件数：

1,067件）、2024年（取扱件数：1,088件）と５年連続でギネス世界記録

に認定されました。

国連グローバル・コンパクト

2022年９月に署名し、企業の持続可能な発展に向けた取り組みを強化し

ています。

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

TCFDに賛同し、気候関連の財務情報開示を推進しています。

国際的イニシアティブへの参画状況

外部評価・コミットメント・指数への採用

社員向け決算説明会

社員向け決算説明会株主総会

※ M&Aフィナンシャルアドバイザリー業務の最多取り扱い企業　対象年：2020年、2021年、2022年、2023年、2024年
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人材育成は企業価値向上の原点
─育成を経営の最前線に据える

中村　M&A仲介では、コンサルタントとしてのスキルと人間力の

成熟が不可欠です。当社ではM&Aコンサルタント一人ひとりの成

長と自己実現にコミットし、人材育成に取り組んできました。育成体

制としては、「ニコイチ（２ｉｎ１制度＝先輩社員と新人が１対１で

ペアとなり、共同で予算達成を目指す育成制度）」を導入し、そ

の上にグループリーダー（以下、GL）、部長、チャネル部長と４階

層にわたるきめ細かな指導・マネジメント体制を整備しています。

古島　マネジメント層の育成は、組織拡大の要になる部分だと

思いますが、どのように進めていますか。

中村　GLへの昇格には、成約15件以上の実績が求められます

が、昇格の判断は定量的な実績だけでなく、後進を育てる能力

やメンバーを成約に導く力も重要です。GLは、１年目、２年目、

３年目と段階を経て成長し、最終的には７～８名のメンバーを持

つことが期待されています。部長職への昇格は成約30件以上の

実績が求められ、GLはプレイングマネージャーとして自らの実績

を積みつつ、メンバーの成長を促します。このように、当社には

15件や30件の成約経験を持つ社員が数多く在籍しており、これ

は組織の大きな強みです。豊富な経験を持つ人材の知識やノウ

ハウが共有され、全体のパフォーマンス向上に寄与しています。

立花　実績を出しながらメンバーの

育成も求められるGLとして業務が広

がる中で、組織の階層化に伴い各層

の役割が明確化されたことで、管理

職としての責任が明示されているの

は有難いです。

東田　M&A業界は中途社員が多く、私が入社した2017年当時

は、現場の管理職は部長だけで、他は全て担当者でした。中間

層がおらず、育成や指導も率直に申し上げると属人化していた

印象でした。

　GL期間のマネジメントの経験は部長職でも活きますし、キャ

リアの明確化という意味でも人材育成の在り方は大きく変わりま

したね。

古島　組織変革と同時に研修制度も変更されてきたと思います

が、特にGL研修についてここ数年で変わってきたことはありま

すか。

中村　当初は外部講師による一般的なマネジメント研修を行っ

ていましたが、現在は自社のマネジメント層が実際に直面する場

面を想定した指導へと進化しています。社長や本部長による実

践的な研修やケーススタディを取り入れ、参加対象層を細分化

することで、一回当たりの参加人数を少なくし、よりきめ細かな

指導を実現しています。

「型化」による人材育成の生
産性向上

中村　数年前から営業のコミュニ

ケーション・プロセスの「型化」に取り

組んでいます。これは、活躍している

社員の商談プロセスを複数のステップに細分化・モデル化し、マニ

ュアルに落とし込み、さらにそのロールプレイングを動画化したも

のを育成資料として共有する仕組みです。必要性は以前から認識

していましたが、2022年の不祥事による中堅社員の減少を受け、

採用強化による横の組織拡大とともに中間層育成による縦の成

長を強化すべく、型化に着手しました。取り組みはまだ途上であ

り、現在も進行中です。

立花　中堅・中小企業のM&Aは非常に繊細なビジネスであ

り、マニュアル化は困難と考えられてきました。言葉選びを誤

ったり、一つの要素がずれたりするだけで全体のプロセスが

崩れるリスクが常に伴います。しかし、この型化のプロジェクト

により、売り受託に関しては件数の伸長という形で成果が顕

人材育成の高度化による
企業価値最大化
 ─ M&Aコンサルタント育成のリアル
当社は「人」を最大の経営資産と位置づけ、若手の早期育成と現場力の持続的な

強化を柱に人材投資を加速しています。本座談会では、育成責任者と現場管理職層

（部長、グループリーダー）に加えて、外部視点を持つ証券会社のアナリストにもご

参加いただき、当社の人材施策の高度化について意見交換を行いました。

従業員×証券会社アナリスト座談会
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中村 健太

コーポレート本部
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古島 次郎様
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調査部担当部長
チーフアナリスト

東田 昌太

地域金融チャネル
中四国金融法人部長

立花 勇貴

ダイレクトチャネル 企業情報部 
マネージャー（グループリーダー）
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在化してきています。

古島　型化による成果について、人材育成における生産性や成

長スピードへの影響について、どのように分析されていますか。

中村　当社がKPIとして設定している新入社員の入社半年以内

の新規売り・買い受託率を見ると、1年前と比較して2024年度は

大きく伸長しました。この成長は、各社員が初めての提携仲介契

約を獲得するまでの期間が短縮されたことに起因していると考

えています。この期間の短縮により、初成約までの期間も短縮さ

れ、すでに一定の成果が出ていると考えています。

立花　誰もが高度なレベルで教えられるツールが提供され、教

育の均質化につながったことが非常に大きいと思います。

東田　私も生産性向上や育成期間

短縮に大いに寄与していると感じて

います。これまでは部長が若手の担当

先に帯同して教えていた内容を、動画

などで学習できるようになりました。型

化により、ロールプレイングは部長だ

けでなく、ニコイチ制度の先輩社員でも指導が可能になりました。

　加えて、型化は組織の一体感向上にもつながっていたと感じ

ています。先ほど話があった不祥事を契機に、会社としてはコン

プライアンス重視の守りの経営に舵を切る一方で、現場としては

守りを重視しつつも攻めの姿勢も必要でした。これまでよりも難

しい環境で目標を達成するための仕事の進め方として、型化は

守りと攻めを両立した営業プロセス浸透に寄与していると考え

ています。

　このように、教育体制を階層別に整えることで、再発防止を徹

底するという経営のメッセージを社内に強く発信し、組織が安定

してきた今、マイクロなマネジメントを進める状況が整いつつあ

ると考えています。現場としては、会社が地に足をつけて再ス

タートを切った状況において、この新しいマネジメント手法が生

きてくると感じています。

中村　さらなる一体感醸成に向けて、まずは一人でも多くの社

員が活躍できるよう、様々な支援策を打ち出していくことが重要

だと考えています。新入社員が戦力化するまでの期間が短縮し

ている一方で、３年未満の新人層で一定数の離職が続いている

ことも事実です。成約経験が少ない新人層では成長実感が薄

く、手応えを感じないまま辞めているケースが見受けられます。

この層の離職率改善に向けた取り組みの一環として、３年前から

新卒社員を対象に１年目と２年目で異なる部署を経験させるジョ

ブローテーションを始めました。部署を超えた人的交流が成長

機会となり、パフォーマンス向上と離職率改善を両立したという

結果が出ています。

東田　実際に私の部署でもこの取り組みをきっかけに異動した

社員がいますが、その社員が異動先での新たな役割を見つけ、

異動先で活躍している様子が見受けられます。新人層に関しては

複数の部署を経験した上で、自分が最もフィットする仕事を選択

する方が離職率も下がり、本人のモチベーションにもつながると

思います。部下に、成果を出しやすい環境、つまり働きやすい環

境を用意するのが部長の仕事だと思っていますが、ジョブロー

テーションは制度としてその機会を体現するものだと感じています。

新たな案件マネジメント手法を
M&A品質向上と人材育成に活用

中村　お客様とのリレーションに一層の繊細さが求められる中、

今年度から部長職の案件マネジメント手法でも型化を導入しまし

た。個々の案件の進捗状況を細分化・可視化し、全社共通フォー

マットで遅滞や漏れなくディールをマネジメントしていくというも

ので、全ての部長が一定の品質を維持できるようになり、先手を

打ってお客様の不安感を解消する対応が可能になっています。

東田　社内的には、担当者と管理職といった現場レベルから経

営層まで、同じベクトルで案件の進捗を確認できる意義がありま

すし、品質向上により顧客満足度向上にもつながると思います。

古島　2024年度の通期決算発表時に成約件数の対前年比で

の減少に関する分析をご説明いただきましたが、外部環境も厳し

くなっている中、より細かく案件マネジメントをしていくというの

は必要なことだと思います。これは新人層の成長にもインパクト

があるのでしょうか。

中村　各レイヤーで同じ視点のマネジメントが可能となり、指導

すべき部分も可視化されるので、若手社員の成長につながると

考えています。

古島　実際に導入されてから、現場での感触や受け止め方はい

かがですか。

立花　商談のフェーズを細かく管理できるようになり、どのポイ

ントがボトルネックになっているかが明確に見えるため、指導がや

りやすくなりました。これまでは成果に着目しすぎて、個々の

M&Aコンサルタントの課題に目を向けることができていなかった

部分もあったと思います。顧客に対して求められる繊細さが増す

中で、行動はするものの成果が上がらない、受託はできるけれど

中々成約に結び付けられないケースも見受けられます。そこで、

現在は案件マネジメントを通じて、会社として何が課題なのかを

分析し、明らかにしようとしています。この取り組みにより、GLと

してもメンバーを指導する上で個別の分析ができるようになり、

非常に効果的だと実感しています。

古島　人材育成・マネジメントは会

社にとって非常に重要な部分であ

り、組織化は事業拡大のために必

須です。一方で、M&A業界の黎明

期や日本M&Aセンター創業期の現

場では、社員の皆さんが熱量を持っ

て業務に取り組まれていたと思います。ぜひ今後も創業当時と

変わらぬ熱い想いを持ち続けて、業界をリードしていただきた

いと願っています。
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〒100-0005   
東京都千代田区丸の内1-8-2 鉃鋼ビルディング24F

https://www.nihon-ma.co.jp/groups/

株式会社日本M&Aセンターホールディングス


